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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の

下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が

認められる。 

平成３０年度 

（2018 年度） 

平成３１年度 

（2019 年度） 

令和２年度 

（2020 年度） 

令和３年度 

（2021 年度） 

令和４年度 

（2022 年度） 

Ａ - - - - 

評定に至った理由 項目別評定のとおり、研究開発成果の最大化に向けて、「エネルギーシステム分野」、「省エネルギー・環境分野」、「産業技術分野」、「新産業創出・シーズ発掘等分野」におい

て、それぞれ顕著な成果を得ており、「業務運営の効率化に関する事項」、「財務内容の改善に関する事項」、「その他業務運営に関する重要事項」の項目についても着実な業務運

営がなされていることから、Ａ評定とした。 

 

２．法人全体に対する評価 

○「Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項」については、以下のような顕著な成果が認められるため、それぞれＡ評価とした。 

＜エネルギーシステム分野＞ 

・数値目標について、基幹目標となっている実用化達成率（数値目標１．－１）、非連続なナショナルプロジェクトにつながるテーマの比率（数値目標１．－３）」、産学連携研究開発プロジェクトに

つながった技術戦略の割合（数値目標３．－１）について、目標値を達成済。 

・世界初となる「水素閣僚会議」を１０月に東京で開催。閣僚級、関係企業のトップを含め、世界 21 カ国・地域・機関の代表等が参加。 

・水素エネルギー、次世代蓄電池などの技術開発において世界初となる成果等を創出。 

＜省エネルギー・環境分野＞ 

・数値目標について、基幹目標となっている実用化達成率（数値目標１．－１）、非連続なナショナルプロジェクトにつながるテーマの比率（数値目標１．－３）、産学連携研究開発プロジェクトにつ

ながった技術戦略の割合（数値目標３．－１）について、目標値を達成済。 

・高効率石炭火力発電、ＣＣＳ（二酸化炭素回収貯留）などの技術開発において世界初となる成果等を創出。 

＜産業技術分野＞ 

・数値目標について、基幹目標となっている実用化達成率（数値目標１．－１）、非連続なナショナルプロジェクトにつながるテーマの比率（数値目標１．－３）、産学連携研究開発プロジェクトにつ

ながった技術戦略の割合（数値目標３．－１）について、目標値を達成済。 

・「World Robot Summit 2018（WRS2018）」を１０月に東京で開催。世界２３カ国・地域から１２６チームが参加。国内外のメディアで多数紹介。 

・ドローン、次世代レーザー、人工光合成等などの技術開発において世界初となる成果等を創出。 

＜新産業創出・シーズ発掘等分野＞ 

・数値目標について、基幹目標となっている非連続なナショナルプロジェクトにつながるテーマの比率（数値目標１．－３）、外部資金獲得額（数値目標２．－２）について、目標値を達成済。 

・ＮＥＤＯピッチイベントについて、関係機関（内閣府、厚生労働省等）との連携を強化。NDA 締結等の協業の成立が７件実現。また、オープンイノベーション白書（第２版）を公表。 

・「J-Startup」事業の事務局として、経済産業省やＪＥＴＲＯ等と協力し、ローンチセレモニー（大臣参加）の開催等を実施。 

・地方自治体や地域の大学との連携による技術シーズの発掘を推進。 

○「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項」、「Ⅲ．財務内容の改善に関する事項」、「Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項」については、中長期計画、平成３０年度計画に基づき、着実な業務運営がな

されていることから、それぞれＢ評価とした。 

○以上を踏まえ、全体評定をＡ評価とした。 

 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

・第４期中長期計画に基づき、さらなる技術開発マネジメントの機能強化を通じて研究開発成果の最大化を図るとともに、研究成果を速やかに社会実装につなげるための取組を推進。 
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４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

－（大臣評価において記載） 

 

 

監事の主な意見 －（大臣評価において記載） 
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 平成３

０年度 

平成３

１年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

  平成３

０年度 

平成３

１年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項（７５％）  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（７．５％）  

 エネルギーシステム分野 Ａ     Ⅰ－１            

省エネルギー・環境分野 Ａ     Ⅰ－２            

産業技術分野 Ａ     Ⅰ－３            

新産業創出・シーズ発掘等

分野 

Ａ     Ⅰ－４            

                  

                   

                  

                  

                  

           
 

Ｂ     Ⅱ  

          Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（７．５％） 

                   

                  

                  

                  

           
 

Ｂ     Ⅲ  

          Ⅳ．その他の事項（１０％） 

                   

                  

                  

                  

 
 

Ａ         
 

Ｂ     Ⅳ  

 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、平成 30年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ エネルギーシステム分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの実用化達成率 

25％以上 

(5 年累積) 

69.4％ 

(平成 24 年

度終了分) 

38.0％ 

(期間全体見

込) 

    予算額（千円） 56,507,682     

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「実用化の見通し」

の評点が上位 2 区分

の割合 

50％以上 

(5 年累積) 

50％     決算額（千円） 46,443,922     

数値目標１．－２ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「マネジメント」、

「成果」の評点が上

位 2 区分の割合 

70％以上 

(5 年累積) 

50%     経常費用（千円） 46,433,490     

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合 

40％以上 

(5 年累積) 

100% 

 

    経常利益（千円） 783,835     

数値目標１．－４ 

国際標準化の提案率 

15％以上 

(5 年累積) 

16.7%     行政コスト（千円） 45,341,470     

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合 

15％以上 

(5 年累積) 

21.9%     従事人員数 985 の内数     
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数値目標３．－１ 

産学連携研究開発プ

ロジェクトにつなが

った技術戦略の割合 

110％以上 

(5 年累積) 

150%           

数値目標３．－２ 

NEDO プロジェクト

に参加する若手研究

者等 

500 人以上 

(毎年度) 

588 人           

技術シーズのマッチ

ング件数 

－ 270 件 

(平成 30 年

度目標：100

件以上) 

          

海外機関との情報交

換協定等締結状況 

― 

(モニタリン

グ指標) 

1 件           

海外技術情報の発信

数 

― 

(モニタリン

グ指標) 

48 件           

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 省エネルギー・環境分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの実用化達成率 

25％以上 

(5 年累積) 

28.9％ 

(平成 24 年

度終了分) 

36.4％ 

(期間全体見

込) 

    予算額（千円） 44,924,946     

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「実用化の見通し」

の評点が上位 2 区分

の割合 

50％以上 

(5 年累積) 

―     決算額（千円） 34,219,155     

数値目標１．－２ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「マネジメント」、

「成果」の評点が上

位 2 区分の割合 

70％以上 

(5 年累積) 

―     経常費用（千円） 34,210,154     

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合 

40％以上 

(5 年累積) 

100% 

 

    経常利益（千円） 630,360     

数値目標１．－４ 

国際標準化の提案率 

15％以上 

(5 年累積) 

0%     行政コスト（千円） 38,880,045     

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合 

 

15％以上 

(5 年累積) 

57.4%     従事人員数 985 の内数     
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数値目標３．－１ 

産学連携研究開発プ

ロジェクトにつなが

った技術戦略の割合 

110％以上 

(5 年累積) 

150%           

数値目標３．－２ 

NEDO プロジェクト

に参加する若手研究

者等 

200 人以上 

(毎年度) 

272 人           

技術シーズのマッチ

ング件数 

－ 114 件 

(平成 30 年

度目標：100

件以上) 

          

海外機関との情報交

換協定等締結状況 

― 

(モニタリン

グ指標) 

1 件           

海外技術情報の発信

数 

― 

(モニタリン

グ指標) 

21 件           

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 産業技術分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの実用化達成率 

25％以上 

(5 年累積) 

21.7％ 

(平成 24 年

度終了分) 

30.0％ 

(期間全体見

込) 

    予算額（千円） 49,298,803     

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「実用化の見通し」

の評点が上位 2 区分

の割合 

50％以上 

(5 年累積) 

50%     決算額（千円） 60,749,613     

数値目標１．－２ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「マネジメント」、

「成果」の評点が上

位 2 区分の割合 

70％以上 

(5 年累積) 

50%     経常費用（千円） 60,739,665     

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合 

40％以上 

(5 年累積) 

66.7% 

 

    経常利益（千円） 738,967     

数値目標１．－４ 

国際標準化の提案率 

15％以上 

(5 年累積) 

30.8%     行政コスト（千円） 59,762,050     

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合 

 

15％以上 

(5 年累積) 

16.5%     従事人員数 985 の内数     
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数値目標３．－１ 

産学連携研究開発プ

ロジェクトにつなが

った技術戦略の割合 

110％以上 

(5 年累積) 

300%           

数値目標３．－２ 

NEDO プロジェクト

に参加する若手研究

者等 

500 人以上 

(毎年度) 

906 人           

技術シーズのマッチ

ング件数 

－ 1,355 件 

(平成 30 年

度目標：500

件以上) 

          

海外機関との情報交

換協定等締結状況 

― 

(モニタリン

グ指標) 

―           

海外技術情報の発信

数 

― 

(モニタリン

グ指標) 

168 件           

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 新産業創出・シーズ発掘等分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合 

40％以上 

(5 年累積) 

54.5% 

 

    予算額（千円） 6,330,000     

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合 

60％以上 

(5 年累積) 

84.7%     決算額（千円） 7,240,827     

数値目標２．－２ 

NEDO の支援をきっ

かけとして、研究開

発型ベンチャーが民

間 VC 等から得た外

部資金を NEDO 支

援額で除して得られ

る倍率 

3.46 倍 

以上 

(5 年累積) 

1.52 倍 

(平成 30 年

度目標：

0.69 倍以

上) 

    経常費用（千円） 7,239,630     

数値目標３．－２ 

NEDO プロジェクト

に参加する若手研究

者等 

200 人以上 

(毎年度) 

60 人     経常利益（千円） 97,893     

技術シーズのマッチ

ング件数 

－ 1,123 件 

(平成 30 年

度目標：

500 件以上) 

    行政コスト（千円） 7,030,600     

       従事人員数 985 の内数     

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価（Ⅰ－１～Ⅰ－４の項目の内容をまとめて記載） 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

      ＜自己評価＞ 
 
エネルギーシステム分野 Ａ 
省エネルギー・環境分野 Ａ 
産業技術分野 Ａ 
新産業創出・シーズ発掘等分野 Ａ 
 
○以下の内容のとおり、顕著な成果が
出ていることから、本項目の自己評価
をＡとした。 
 

評

定 

 

 

 

Ⅲ．研究開発成果の最大化そ
の他の業務の質の向上に関す
る事項 
 第４期中長期目標期間にお
いては、研究開発成果の最大
化その他の業務の質の向上の
ため、以下のとおり、上記ミッ
ションを実現するため、１．か
ら４．の業務項目毎に取組を
行うものとする。 

また、ＮＥＤＯの業務活動
単位が、概ね①エネルギーシ
ステム分野、②省エネルギー・
環境分野、③産業技術分野、④
新産業創出・シーズ発掘等分
野に分類され、この分類ごと
に組織上の責任者を配置して
業務を実施することが望まし
いことから、当該分類を一定
の業務等のまとまりと捉えて
「評価単位」とし、評価に当た
っては、別紙のとおり、評価単
位ごとに１．から４．の評価項
目について評価軸等に基づき
実施するものとする。なお、異
分野の技術の融合がますます
重要になってきていることを
踏まえ、評価単位の設定によ
る内部の縦割りを助長するこ
とのないよう十分留意すると
ともに、分野横断の視点で全
体を俯瞰しつつ、異分野の技
術の融合を図る技術開発マネ
ジメントにも適切に取組むも
のとする。 

Ⅰ．研究開発成果の最大化その
他の業務の質の向上に関する
事項 
 第４期中長期目標期間にお
いては、研究開発成果の最大化
その他の業務の質の向上のた
め、以下のとおり、１．から４．
の業務項目毎に取組を行うも
のとする。 
 また、機構の業務活動単位を
①エネルギーシステム分野、②
省エネルギー・環境分野、③産
業技術分野、④新産業創出・シ
ーズ発掘等分野とし、これらの
分類ごとに組織上の責任者を
配置して業務を実施する。 
 なお、異分野の技術の融合が
ますます重要になってきてい
ることを踏まえ、評価単位の設
定による内部の縦割りを助長
することのないよう十分留意
するとともに、分野横断の視点
で全体を俯瞰しつつ、異分野の
技術の融合を図る技術開発マ
ネジメントにも適切に取組む
ものとする。 

Ⅰ．研究開発成果の最大化そ
の他の業務の質の向上に関す
る事項 
 第４期中長期目標及び計画
で定められた目標達成のた
め、平成３０年度は研究開発
成果の最大化その他の業務の
質の向上のため、以下のとお
り、１．から４．の業務項目毎
に取組を行うものとする。 
また、機構の業務活動単位を
①エネルギーシステム分野、
②省エネルギー・環境分野、③
産業技術分野、④新産業創出・
シーズ発掘等分野とし、これ
らの分類ごとに組織上の責任
者を配置して業務を実施す
る。 
なお、異分野の技術の融合が
ますます重要になってきてい
ることを踏まえ、評価単位の
設定による内部の縦割りを助
長することのないよう十分留
意するとともに、分野横断の
視点で全体を俯瞰しつつ、異
分野の技術の融合を図る技術
開発マネジメントにも適切に
取組むものとする。 

 Ⅰ．研究開発成果の最大化その他の業務の
質の向上に関する事項 
 第４期中長期目標及び計画で定められた
目標達成のため、２０１８年度（平成３０
年度）は研究開発成果の最大化その他の業
務の質の向上のため、以下の１．から４．
のとおり業務を実施。 
 また、機構の業務活動単位を①エネルギ
ーシステム分野、②省エネルギー・環境分
野、③産業技術分野、④新産業創出・シー
ズ発掘等分野とし、これらの分類ごとに組
織上の責任者を配置して業務を実施。 
 なお、異分野の技術の融合がますます重
要になってきていることを踏まえ、評価単
位の設定による内部の縦割りを助長するこ
とのないよう十分留意するとともに、分野
横断の視点で全体を俯瞰しつつ、異分野の
技術の融合を図る技術開発マネジメントに
も適切に取組んだ。 

―  

 

１．技術開発マネジメント等
による研究成果の社会実装の
推進 
 第４期中長期目標期間にお
いては、さらなる技術開発マ
ネジメントの機能強化を通じ
て研究開発成果の最大化を図
るとともに、研究成果を速や
かに社会実装へつなげるため
の取組を強化するものとす
る。 

１．技術開発マネジメント等に
よる研究成果の社会実装の推
進 
 第４期中長期目標期間におい
ては、さらなる技術開発マネジ
メントの機能強化を通じて研
究開発成果の最大化を図ると
ともに、研究成果を速やかに社
会実装へつなげるための取組
を強化するものとする。 

１．技術開発マネジメント等
による研究成果の社会実装の
推進 
 平成３０年度においては、第
４期中長期目標及び中長期計
画で定められた目標を達成
し、さらなる技術開発マネジ
メントの機能強化を通じて研
究開発成果の最大化を図ると
ともに、研究成果を速やかに
社会実装へつなげるための取

 １．技術開発マネジメント等による研究成
果の社会実装の推進 
 ２０１８年度においては、第４期中長期
目標、中長期計画及び年度計画で定められ
た目標の達成に向けて、さらなる技術開発
マネジメントの機能強化を通じて研究開発
成果の最大化を図るとともに、研究成果を
速やかに社会実装へつなげるための取組を
強化。 

―  
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組を強化するものとする。 

 

（１）世界最先端の研究開発
プロジェクトの実施と成果の
最大化 

ＮＥＤＯが行う研究開発プ
ロジェクトについては、事業
終了段階での事後評価結果と
ともに、追跡調査によって把
握される結果により評価を行
うものとし、以下の数値目標
を掲げ、その目標の達成状況
を公表するものとする。 

（１）世界最先端の研究開発プ
ロジェクトの実施と成果の最
大化 
機構が行う研究開発プロジェ
クトについては、事業終了段階
での事後評価結果とともに、追
跡調査によって把握される結
果により評価を行うものとし、
以下の数値目標を掲げ、その目
標の達成状況を公表するもの
とする。 

 

（１）世界最先端の研究開発
プロジェクトの実施と成果の
最大化 
 機構が行う研究開発プロジ
ェクトについては、事業終了
段階での事後評価結果ととも
に、追跡調査によって把握さ
れる結果により評価を行うも
のとし、以下の数値目標を掲
げ、その目標の達成状況を公
表するものとする。 

 （１）世界最先端の研究開発プロジェクト
の実施と成果の最大化 
 

―  

 

○数値目標１.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
 平成 23 年度以前に終了し
たナショナルプロジェクト
243 件の終了 5 年経過後の実
用化達成率（製品化又は上市
段階の比率。以下同じ。）は
26.2%であるが、平成 27 年度
以降、長期的な技術戦略に基
づいてナショナルプロジェク
トが組成される仕組みが導入
され、プロジェクトの難易度
が上がっていること、第 3 期
中長期目標における実用化達
成率目標 25%以上の数値引き
上げは、難易度が低く実用化
に近いナショナルプロジェク
トの組成につながりかねない
懸念が生じるため、第 4 期中
長期目標ではナショナルプロ
ジェクトであって、非連続ナ
ショナルプロジェクト以外の
ものについては、事業終了後、
５年経過後の時点での実用化
達成率を第４期中長期目標期
間全体で該当する評価単位の
それぞれにおいて、いずれも
２５％以上とすることを目標
とし、その達成状況を評価す
る。 
 加えて、終了 5 年経過後時
点で実用化達成率のみを評価
すると、第 4 期中長期目標期
間中に終了するナショナルプ
ロジェクトの実用化達成率は
反映されないこととなるた
め、事業終了後、5 年が経過し
ていないナショナルプロジェ
クト（非連続ナショナルプロ
ジェクトを除く。）について
は、事業終了後に実施する外
部評価委員会による事後評価
における「成果の実用化・事業
化に向けた取組及び見通し」
の評価項目の 4 段階評点が最
上位又は上位の区分となる比
率を第 4 期中長期目標期間全
体で該当する評価単位のそれ

○数値目標１.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
平成 23 年度以前に終了した

ナショナルプロジェクト 243
件の終了 5 年経過後の実用化
達成率（製品化又は上市段階の
比率。以下同じ。）は 26.2%であ
るが、平成 27 年度以降、長期
的な技術戦略に基づいてナシ
ョナルプロジェクトが組成さ
れる仕組みが導入され、プロジ
ェクトの難易度が上がってい
ること、第 3 期中長期目標にお
ける実用化達成率目標 25%以
上の数値引き上げは、難易度が
低く実用化に近いナショナル
プロジェクトの組成につなが
りかねない懸念が生じるため、
第４期中長期目標ではナショ
ナルプロジェクトであって、非
連続ナショナルプロジェクト
以外のものについては、事業終
了後、５年経過後の時点での実
用化達成率を第４期中長期目
標期間全体で該当する評価単
位のそれぞれにおいて、いずれ
も２５％以上とすることを目
標とし、その達成状況を評価す
る。 
加えて、終了 5 年経過後時点

で実用化達成率のみを評価す
ると、第 4 期中長期目標期間中
に終了するナショナルプロジ
ェクトの実用化達成率は反映
されないこととなるため、事業
終了後、5 年が経過していない
ナショナルプロジェクト（非連
続ナショナルプロジェクトを
除く。）については、事業終了後
に実施する外部評価委員会に
よる事後評価における「成果の
実用化・事業化に向けた取組及
び見通し」の評価項目の 4 段階
評点が最上位又は上位の区分
となる比率を第4期中長期目標
期間全体で該当する評価単位
のそれぞれにおいて、いずれも
50%以上（平成 23 年度以前に

○数値目標１.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
 ナショナルプロジェクトで
あって、非連続ナショナルプ
ロジェクト以外のものについ
ては、事業終了後、５年経過後
の時点での実用化達成率を第
４期中長期目標期間全体で該
当する評価単位のそれぞれに
おいて、いずれも２５％以上
とする中長期計画の達成に向
けて取り組み、その達成状況
を評価する。 
加えて、事業終了後、５年が経
過していないナショナルプロ
ジェクト（非連続ナショナル
プロジェクトを除く。）につい
ては、事業終了後に実施する
外部評価委員会による事後評
価における「成果の実用化・事
業化に向けた取組及び見通
し」の評価項目の４段階評点
が最上位又は上位の区分とな
る比率を第４期中長期目標期
間全体で該当する評価単位の
それぞれにおいて、いずれも
５０％以上とする中長期計画
の達成に向けて取り組むとと
もに、成果の実用化に向けた
マネジメントに、より一層取
り組むものとし、当該比率を
基に実用化達成率の将来予測
を行うものとする。 

【評価軸】 
○技術開発マネジメ
ントの成果が実用化
につながっているか。 
 
【関連する評価指標】 
○事業終了後、５年経
過後の時点での実用
化達成率又は（及び）
外部評価委員会によ
る事後評価における
「実用化見通し」の評
価項目の評点（評価指
標） 

○数値目標１.‐１ 「基幹目標」 
 
【事業終了後、５年経過後の時点での実用
化達成率】 

・ナショナルプロジェクト終了後、５年経
過後時点でのアウトカムの実績を把握す
るため、追跡調査により実用化達成状況
を評価。 

・事業終了後５年経過後となる２０１２年
度終了案件の実用化状況は以下のとお
り。また、事業終了後５年経過していな
いが、２０１３年、２０１４年度に終了
した案件のうち、既に実用化を達成して
いることが明らかになった案件を含め、
２０１２～２０１４年度終了案件の実用
化状況は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
２０１２年度終了案件（２０１８年度調
査対象案件）  
６９．４％（２５事業者／３６事業者） 
２０１３年度終了案件（２０１９年度調
査対象案件）  
３３．３％（７事業者／２１事業者） 
２０１４年度終了案件（２０２０年度調
査対象案件）  
２１．９％（１４事業者／６４事業者） 
２０１２～２０１４年度終了案件総計          
３８．０％（４６事業者／１２１事業者） 
 

［省エネルギー・環境分野］ 
２０１２年度終了案件（２０１８年度調
査対象案件）  
２８．９％（１１事業者／３８事業者） 
２０１３年度終了案件（２０１９年度調
査対象案件）  
４６．４％（１３事業者／２８事業者） 
２０１４年度終了案件（２０２０年度調
査対象案件）  
該当無し 
２０１２～２０１４年度終了案件総計          
３６．４％（２４事業者／６６事業者） 
 

［産業技術分野］ 
２０１２年度終了案件（２０１８年度調
査対象案件）  

 
 
【評価のポイント】 
• ２０１２年度終了案件（２０１８
年度調査対象案件）の事業終了後
５年経過時点での実用化達成率
は、「エネルギーシステム」が６
９．４％、「省エネルギー・環境」
が２８．９％、「産業技術」が２
１．７％ 

• ２０１３～２０１４年度に終了し
た案件について、終了後４年目ま
での追跡調査（６年目に最終調査
を実施するため暫定値）により、
既に実用化を達成していることが
明らかになった案件を含めた中長
期計画期間全体の実績は、「エネル
ギーシステム」が３８．０％、「省
エネルギー・環境」が３６．
４％、「産業技術」で３０．０％と
なっており、目標を上回る見通
し。 

 
【課題と対応】 
• 基礎的・基盤的なプロジェクトが
多い年など、年度単位では実用化
率が低い場合もあるが、中長期計
画期間全体では、目標を上回って
順調に推移する見通し。 
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ぞれにおいて、いずれも 50%
以上（平成 23 年度以前に終了
したナショナルプロジェクト
243 件の実績は 41%）とする
ことを目標として、成果の実
用化に向けたマネジメント
に、より一層取り組むものと
し、当該比率を基に実用化達
成率の将来予測を行うものと
する。 

終了したナショナルプロジェ
クト 243 件の実績は 41%）と
することを目標として、成果の
実用化に向けたマネジメント
に、より一層取り組むものと
し、当該比率を基に実用化達成
率の将来予測を行うものとす
る。 

２１．７％（２０事業者／９２事業者） 
２０１３年度終了案件（２０１９年度調
査対象案件）  
３８．５％（２０事業者／５２事業者） 
 
 
２０１４年度終了案件（２０２０年度調
査対象案件）  
３３．０％（３４事業者／１０３事業者） 
２０１２～２０１４年度終了案件総計          
３０．０％（７４事業者／２４７事業者） 

 
 
【事後評価における「実用化の見通し」の
評点（評価指標）】 

・事業終了後に実施する外部評価委員会に
よる事後評価おいて、「成果の実用化・事
業化に向けた取組及び見通し」の評価項
目の４段階評点が最上位又は上位の区分
となった比率について、２０１８年度の
実績は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
最上位又は上位区分（評点２．０以上）
の比率 ５０％（１プロジェクト／２プ
ロジェクト） 
 
海洋エネルギー技術研究開発 
（「実用化の見通し」の評点：２．０） 

 
風力発電等技術研究開発／②風力発電高
度実用化研究開発 
（「実用化の見通し」の評点：１．６） 
 

［省エネルギー・環境分野］ 
※２０１８年度は対象となる事後評価案
件無し 

 
［産業技術分野］ 
最上位又は上位区分（評点２．０以上）
の比率 ５０％（１プロジェクト／２プ
ロジェクト） 
 
次世代材料評価基盤技術開発／有機薄膜
太陽電池材料の基盤技術開発 
（「実用化の見通し」の評点：２．０） 
 
次世代スマートデバイス開発プロジェク
ト 
（「実用化の見通し」の評点：１．４） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・事後評価の結果、「実用化の見通し」 
の評点が最上位又は上位の区分と
なった比率は、対象案件があったエ
ネルギーシステム分野、産業技術分
野のいずれも５０％。 

 

【重要度：高】【優先度：高】 
 研究開発プロジェクトの実
施にかかる成果を測る指標と
して、実用化に繋がった率を
もって評価することが最も適
切と考えられるため、当該率
をもって評価を行うものとす
る。ナショナルプロジェクト
は、民間企業等のみでは取り
組むことが困難な、実用化・事
業化までに中長期の期間を要
し、かつリスクの高い技術開

― ―  ― ―  
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発であるが、一方でＮＥＤＯ
の技術開発マネジメントによ
って早期に実用化し社会に実
装されることも求められる。
このため、社会実装へ向けた
進捗状況を示す本目標の重要
度は高いものであり、かつ、平
成２７年３月に第３期中長期
目標を変更し、技術シーズの
迅速な事業化を促すため、Ｐ
Ｍへの大幅な権限付与等によ
るプロジェクトマネジメント
の強化を実施しており、この
強化した内容を含むＮＥＤＯ
の技術開発マネジメントによ
る業務成果を直接測るもので
もあるため、指標としての優
先度も高いものである。 
【難易度：高】 
技術開発マネジメントの機能
強化を図る等ＮＥＤＯの業務
執行努力によって、実用化達
成率が高まるものと考えられ
るが、一方で研究開発は常に
不確実性を有することに加
え、平成 27 年度以降長期的な
技術戦略に基づいてナショナ
ルプロジェクトが組成される
仕組みが導入され、プロジェ
クトの難易度が上がっている
ため、難易度は高とする。 

 

（２）技術開発マネジメント
の機能強化 
 ＮＥＤＯが行う技術開発マ
ネジメントについては、事業
終了段階での事後評価結果に
より評価を行うものとし、以
下の数値目標を掲げ、その目
標の達成状況を公表するもの
とする。 

（２）技術開発マネジメントの
機能強化 
機構が行う技術開発マネジ

メントについては、事業終了段
階での事後評価結果により評
価を行うものとし、以下の数値
目標を掲げ、その目標の達成状
況を公表するものとする。 

（２）技術開発マネジメント
の機能強化 
機構が行う技術開発マネジ

メントについては、事業終了
段階での事後評価結果により
評価を行うものとし、以下の
数値目標を掲げ、その目標の
達成状況を公表するものとす
る。 

 （２）技術開発マネジメントの機能強化 
 

―  

 

○数値目標１.‐２ 
【目標】 
 第 3 期中長期目標期間で
は、ＮＥＤＯが行った技術開
発マネジメントを評価するた
め、ナショナルプロジェクト
終了後に実施する外部評価委
員会による事後評価全体の結
果について、４段階評点が最
上位又は上位の区分の評価を
得る比率を６０％以上とする
ことを目標としていたが、第
4 期は、マネジメント結果を
直接的に測定できる「研究開
発マネジメント」及び「研究開
発成果」の評価項目に特化す
ることとし、同評価項目の４
段階評点が最上位又は上位の
区分の評価を得る比率につい
て、第４期中長期目標期間全
体で該当する評価単位のそれ
ぞれにおいて、いずれも７

○数値目標１.‐２ 
【目標】 
 第３期中長期目標期間では、
機構が行った技術開発マネジ
メントを評価するため、ナショ
ナルプロジェクト終了後に実
施する外部評価委員会による
事後評価全体の結果について、
４段階評点が最上位又は上位
の区分の評価を得る比率を６
０％以上とすることを目標と
していたが、第４期は、マネジ
メント結果を直接的に測定で
きる「研究開発マネジメント」
及び「研究開発成果」の評価項
目に特化することとし、同評価
項目の４段階評点が最上位又
は上位の区分の評価を得る比
率について、第４期中長期目標
期間全体で該当する評価単位
のそれぞれにおいて、いずれも
７０％以上（平成２８年度まで

○数値目標１.‐２ 
【目標】 
 「研究開発マネジメント」及
び「研究開発成果」の評価項目
の４段階評点が最上位又は上
位の区分の評価を得る比率に
ついて、第４期中長期目標期
間全体で該当する評価単位の
それぞれにおいて、いずれも
７０％以上とする中長期計画
の達成に向けて取り組み、そ
の達成状況を評価する。 

【評価軸】 
○適切な技術開発マ
ネジメントを行って
いるか。 
 
【関連する評価指標】 
○事業終了後に実施
する外部評価委員会
による事後評価にお
ける「マネジメント」
及び「成果」の評点（評
価指標） 

○数値目標１.‐２ 
【事後評価における「マネジメント」及び
「成果」の評点（評価指標）】 

・事業終了後に実施する外部評価委員会に
よる事後評価おいて、「研究開発マネジメ
ント」及び「研究開発成果」の評価項目
の４段階評点が最上位又は上位の区分の
評価を得た比率について、２０１８年度
の実績は以下のとおり。 
 

［エネルギーシステム分野］ 
最上位又は上位区分（評点２．０以上）
の比率 ５０％ 
（１プロジェクト／２プロジェクト） 
 
海洋エネルギー技術研究開発 
（「研究開発マネジメント」の評点： 
２．７ 

「研究開発成果」の評点：２．６） 
 
風力発電等技術研究開発／②風力発電高

 
【評価のポイント】 
・事後評価の結果、「マネジメント」
及び「成果」の評点が最上位又は上
位の区分となった比率は、対象案件
があったエネルギーシステム分野、
産業技術分野のいずれも５０％。 
 

【課題と対応】 
・２０１８年度は、事後評価の実施件
数が少なかったこともあり、一部達
成しなかった数値もあったが、ＮＥ
ＤＯにおいては中間評価の結果を
踏まえた、技術開発内容やマネジメ
ントの改善に取り組んでいるとこ
ろであり、中長期計画期間全体では
数値目標を達成できるよう努めて
いく。 
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０％以上（平成 28 年度までに
事後評価を完了したナショナ
ルプロジェクト 358 件の実績
値は６８％）とすることを目
標とし、その達成状況を評価
する。 

に事後評価を完了したナショ
ナルプロジェクト３５８件の
実績値は６８％）とすることを
目標とし、その達成状況を評価
する。 

度実用化研究開発 
（「研究開発マネジメント」の評点： 
１．６ 

「研究開発成果」の評点：１．８） 
 
［省エネルギー・環境分野］ 
※２０１８年度は対象となる事後評価案
件無し 

 
［産業技術分野］ 
最上位又は上位区分（評点２．０以上）
の比率 ５０％ 
（１プロジェクト／２プロジェクト） 
 
次世代材料評価基盤技術開発／有機薄膜
太陽電池材料の基盤技術開発 
（「研究開発マネジメント」の評点：  
２．７ 

「研究開発成果」の評点：２．７） 
 
次世代スマートデバイス開発プロジェク
ト  
（「研究開発マネジメント」の評点： 
１．６ 

「研究開発成果」の評点：２．３） 
 

 

（３）技術戦略に基づいたチ
ャレンジングな研究開発の推
進 

国費を原資とするナショナ
ルプロジェクトでは基本的に
成功率を高める取組が求めら
れるところであるが、成功率
だけを目標にするとリスクが
高い研究開発が実施されにく
い懸念が生じる。ＮＥＤＯが
今後取り組むべき 20 年、30
年先の市場を創出する技術
は、現在の類似技術の延長線
上の改良・漸進的進展のみな
らず、非連続な飛躍が必要と
考えられる。このため、現時点
ではリスクが高い研究開発テ
ーマにも果敢に挑戦すること
が求められる。 
研究開発の企画・立案段階で
その研究開発目標が達成でき
ないリスクを定量的に評価す
ることは困難であるが、技術
開発リスクが極めて高い一方
で成功した場合の経済・社会
に及ぼす効果が極めて大きい
非連続ナショナルプロジェク
トにつながる技術テーマに積
極的に取り組んでいくべきで
あり、その取組を促すための
数値目標を以下のとおりとす
る。 

（３）技術戦略に基づいたチャ
レンジングな研究開発の推進 
 国費を原資とするナショナル
プロジェクトでは基本的に成
功率を高める取組が求められ
るところであるが、成功率だけ
を目標にするとリスクが高い
研究開発が実施されにくい懸
念が生じる。機構が今後取り組
むべき２０年、３０年先の市場
を創出する技術は、現在の類似
技術の延長線上の改良・漸進的
進展のみならず、非連続な飛躍
が必要と考えられる。このた
め、現時点ではリスクが高い研
究開発テーマにも果敢に挑戦
することが求められる。 
 研究開発の企画・立案段階で
その研究開発目標が達成でき
ないリスクを定量的に評価す
ることは困難であるが、技術開
発リスクが極めて高い一方で
成功した場合の経済・社会に及
ぼす効果が極めて大きい非連
続ナショナルプロジェクトに
つながる技術テーマに積極的
に取り組んでいくべきであり、
その取組を促すための数値目
標を以下のとおりとする。 

（３）技術戦略に基づいたチ
ャレンジングな研究開発の推
進 
国費を原資とするナショナ
ルプロジェクトでは基本的に
成功率を高める取組が求めら
れるところであるが、成功率
だけを目標にするとリスクが
高い研究開発が実施されにく
い懸念が生じる。機構が今後
取り組むべき２０年、３０年
先の市場を創出する技術は、
現在の類似技術の延長線上の
改良・漸進的進展のみならず、
非連続な飛躍が必要と考えら
れる。このため、現時点ではリ
スクが高い研究開発テーマに
も果敢に挑戦することが求め
られる。 
 研究開発の企画・立案段階
でその研究開発目標が達成で
きないリスクを定量的に評価
することは困難であるが、技
術開発リスクが極めて高い一
方で成功した場合の経済・社
会に及ぼす効果が極めて大き
い非連続ナショナルプロジェ
クトにつながる技術テーマに
積極的に取り組んでいくべき
であり、その取組を促すため
の数値目標を以下のとおりと
する。 

 （３）技術戦略に基づいたチャレンジング
な研究開発の推進 
 
・技術開発リスクが極めて高い一方で成功
した場合の経済・社会に及ぼす効果が極
めて大きい非連続ナショナルプロジェク
トにつながる技術テーマに積極的に取り
組んでいくため、「ＮＥＤＯ先導研究プロ
グラム」において、非連続ナショナルプ
ロジェクトにつながるテーマを積極的に
設定。 

―  
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○数値目標１.‐３ 
【目標】「基幹目標」 
 ナショナルプロジェクト実
施前に行う先導研究におい
て、外部審査委員会において
非連続ナショナルプロジェク
トにつながるものとして分類
されるテーマを第４期中長期
目標期間全体で該当する評価
単位のそれぞれにおいて、い
ずれも全体の４０％以上とす
る目標を新たに設ける。 

○数値目標１.‐３ 
【目標】「基幹目標」 
 ナショナルプロジェクト実
施前に行う先導研究において、
外部審査委員会において非連
続ナショナルプロジェクトに
つながるものとして分類され
るテーマを第４期中長期目標
期間全体で該当する評価単位
のそれぞれにおいて、いずれも
全体の４０％以上とする目標
を新たに設ける。 

○数値目標１.‐３ 
【目標】「基幹目標」 
 ナショナルプロジェクト実
施前に行う先導研究におい
て、外部審査委員会において
非連続ナショナルプロジェク
トにつながるものとして分類
されるテーマを第４期中長期
目標期間全体で該当する評価
単位のそれぞれにおいて、い
ずれも全体の４０％以上とす
る目標を新たに設ける。 

【評価軸】 
○ＮＥＤＯがチャレ
ンジングな研究開発
に積極的に取り組ん
でいるか 
 
【関連する評価指標】 
○非連続ナショナル
プロジェクトにつな
がるものとして分類
される先導研究テー
マの設定状況（評価指
標） 

○数値目標１.‐３ 「基幹目標」 
【非連続ナショナルプロジェクトにつなが
るものとして分類される先導研究テーマ
の設定状況（評価指標）】 

・ナショナルプロジェクト実施前に行う先
導研究において、外部審査委員会におい
て非連続ナショナルプロジェクトにつな
がるものとして分類されるテーマの割合
について、２０１８年度の実績は以下の
とおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
１００％（３テーマ（非連続テーマ数）
／３テーマ（テーマ設定数）） 
 

［省エネルギー・環境分野］ 
１００％（４テーマ（非連続テーマ数）
／４テーマ（テーマ設定数）） 
 

［産業技術分野］ 
６６．７％（２テーマ（非連続テーマ数）
／３テーマ（テーマ設定数）） 
 

［新産業創出・シーズ発掘等分野］ 
５４．５％（６テーマ（非連続テーマ数）
／１１テーマ（テーマ設定数）） 

 

 
【評価のポイント】 
・２０１８年度は、すべてのセグメン
トで目標値を上回って達成。 

 

 

【重要度：高】【優先度：高】 
 ＮＥＤＯが今後取り組むべ
き 20 年、30 年先の市場を創
出する技術は、現在の類似技
術の延長線上の改良・漸進的
進展のみならず、非連続な飛
躍が必要と考えられ、こうし
た技術の開発はリスクが極め
て高い一方、成功した場合の
経済・社会に及ぼす効果が大
きいと考えられるものであ
る。上記の目標設定により、従
来型の研究開発に加えて、ア
イデアの斬新さと経済・社会
的インパクトを重視した研究
開発に挑戦することを促す仕
掛けを取り入れ、非連続なイ
ノベーションの創出を加速す
るチャレンジングな研究開発
の推進に適した手法の拡大に
取組むことは、重要度及び優
先度がいずれも高いものであ
る。 
【難易度：高】 
 非連続ナショナルプロジェ
クトにつながるものとして分
類される先導研究の創出は、
類似技術の発展・改良のため
の先導研究に比して、大きな
発想の転換や独創性のある技
術の組み合わせなど、従来の
発想にはない高度な提案が必
要となるため、相当の困難性
が認められるため、難易度は
高とする。 

― ―  ― ―  
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（４）国際標準化等を通じた
研究開発成果の事業化支援 
研究開発成果を速やかに社

会実装につなげるとともに、
研究開発成果を取り入れた製
品等の国際的な競争力を確保
するため、ナショナルプロジ
ェクトの企画段階において、
当該分野の技術や関連する規
制・標準の動向を把握し、ナシ
ョナルプロジェクトの「基本
計画」に、研究開発と標準化戦
略及び知的財産マネジメント
を一体的に推進する体制を記
載するものとする。また、標準
化の中でも先端技術の国際標
準化が国際的な競争力を確保
するために重要であることか
ら、その取組を促すための数
値目標を以下のとおりとす
る。 
 なお、ナショナルプロジェ
クト以外の事業についてもナ
ショナルプロジェクトに準じ
て研究開発成果の事業化支援
に取り組むものとする。 

（４）国際標準化等を通じた研
究開発成果の事業化支援 
 研究開発成果を速やかに社会
実装につなげるとともに、研究
開発成果を取り入れた製品等
の国際的な競争力を確保する
ため、ナショナルプロジェクト
の企画段階において、当該分野
の技術や関連する規制・標準の
動向を把握し、ナショナルプロ
ジェクトの「基本計画」に、研
究開発と標準化戦略及び知的
財産マネジメントを一体的に
推進する体制を記載するもの
とする。また、標準化の中でも
先端技術の国際標準化が国際
的な競争力を確保するために
重要であることから、その取組
を促すための数値目標を以下
のとおりとする。 
 なお、ナショナルプロジェク
ト以外の事業についてもナシ
ョナルプロジェクトに準じて
研究開発成果の事業化支援に
取り組むものとする。 

（４）国際標準化等を通じた
研究開発成果の事業化支援 
研究開発成果を速やかに社
会実装につなげるとともに、
研究開発成果を取り入れた製
品等の国際的な競争力を確保
するため、ナショナルプロジ
ェクトの企画段階において、
当該分野の技術や関連する規
制・標準の動向を把握し、ナシ
ョナルプロジェクトの「基本
計画」に、研究開発と標準化戦
略及び知的財産マネジメント
を一体的に推進する体制を記
載するものとする。また、標準
化の中でも先端技術の国際標
準化が国際的な競争力を確保
するために重要であることか
ら、その取組を促すための数
値目標を以下のとおりとす
る。 
 なお、ナショナルプロジェ
クト以外の事業についてもナ
ショナルプロジェクトに準じ
て研究開発成果の事業化支援
に取り組むものとする。 

 （４）国際標準化等を通じた研究開発成果
の事業化支援 
・ナショナルプロジェクトの企画段階にお
いて、標準化戦略についても検討するよ
う適宜アドバイスするとともに、必要に
応じて、経済産業省基準認証担当部局を
通じて、各々の分野の標準化に関する専
門家を紹介いただく取組を試行的に実
施。また、プロジェクトの特性に応じて、
基本計画にも標準化に対する取組を記
載。 

・また、NEDO プロジェクトの実施者が技
術開発成果の社会実装として、国際標準
化活動を効果的に行うための「標準化マ
ネジメントガイドライン」を公表。 

―  

 

○数値目標１‐４ 
【目標】 
 研究開発成果の社会実装及
び国際的な競争力確保への取
組を評価するため、新たに国
際標準化に係る指標を設定す
る。具体的には、ナショナルプ
ロジェクトにおける国際標準
化に係る取組を含んだ基本計
画のうち、ＩＳＯ、ＩＥＣ、フ
ォーラム規格等国際標準化の
提案を行ったプロジェクトの
比率を該当する評価単位のそ
れぞれにおいて、いずれも第
４期中長期目標期間中全体で
１５％以上（第 3 期中長期目
標期間中における実績は１
２．９％）とすることを目標と
する。なお、国内外の関係機関
との連携が必須となる国際標
準化活動において、提案をリ
ードすることは、相当の困難
性があるものである。 

○数値目標１‐４ 
【目標】 
 研究開発成果の社会実装及
び国際的な競争力確保への取
組を評価するため、新たに国際
標準化に係る指標を設定する。
具体的には、ナショナルプロジ
ェクトにおける国際標準化に
係る取組を含んだ基本計画の
うち、ＩＳＯ、ＩＥＣ、フォー
ラム規格等国際標準化の提案
を行ったプロジェクトの比率
を該当する評価単位のそれぞ
れにおいて、いずれも第４期中
長期目標期間中全体で１５％
以上（第３期中長期目標期間中
における実績は１２．９％）と
することを目標とする。なお、
国内外の関係機関との連携が
必須となる国際標準化活動に
おいて、提案をリードすること
は、相当の困難性があるもので
ある。 

○数値目標１‐４ 
【目標】 
 ナショナルプロジェクトに
おける国際標準化に係る取組
を含んだ基本計画のうち、Ｉ
ＳＯ、ＩＥＣ、フォーラム規格
等国際標準化の提案を行った
プロジェクトの比率を該当す
る評価単位のそれぞれにおい
て、いずれも第４期中長期目
標期間中全体で１５％以上と
する中長期計画の達成に取り
組む。 

【評価軸】 
○国際標準化に取り
組んでいるか。 
 
【関連する評価指標】 
○国際標準化提案を
行ったプロジェクト
の割合（評価指標） 

○数値目標１.‐４ 
【国際標準化提案を行ったプロジェクトの
割合（評価指標）】 

・ナショナルプロジェクトにおける国際標
準化に係る取組を含んだ基本計画のう
ち、ＩＳＯ、ＩＥＣ、フォーラム規格等
国際標準化の提案を行ったプロジェクト
の比率について、２０１８年度の実績は
以下のとおり。 
 

［エネルギーシステム分野］ 
１６．７％ 
（１件（提案実績）／６件（標準化提案
を行う基本計画数））   
 

［省エネルギー・環境分野］ 
０％ 
（０件（提案実績）／３件（標準化提案
を行う基本計画数）） 
 

［産業技術分野］ 
３０．８％ 
（４件（提案実績）／１３件（標準化提
案を行う基本計画数）） 
 

 
【評価のポイント】 
・２０１８年度は、エネルギーシステ
ム分野、産業技術分野において目標
値を上回って達成。 

 
【課題と対応】 
・標準化提案に至るまでには通常数
年程度の期間が必要であることか
ら、単年度ではまだ実績が出ていな
い分野も存在するが、ＮＥＤＯにお
いては「標準化マネジメントガイド
ライン」の改訂を行うなどの環境整
備を行っているところであり、中長
期目標期間で目標達成できるよう
務めていく。 

 

 

（５）上記の数値目標を達成
するための技術開発マネジメ
ントの実施 
上記の（１）から（４）の数

値目標を達成するため、以下
のとおり、政策当局と密接に
連携しつつ、産業技術政策な
どの実施機関として適切に技
術開発マネジメントに取組む
ものとする。 

（５）上記の数値目標を達成す
るための技術開発マネジメン
トの実施 
 上記の（１）から（４）の数値
目標を達成するため、以下のと
おり、政策当局と密接に連携し
つつ、産業技術政策などの実施
機関として適切に技術開発マ
ネジメントに取組むものとす
る。 

（５）上記の数値目標を達成
するための技術開発マネジメ
ントの実施 
 上記の（１）から（４）の数
値目標を達成するため、以下
のとおり、政策当局と密接に
連携しつつ、産業技術政策な
どの実施機関として適切に技
術開発マネジメントに取組む
ものとする。 

 （５）上記の数値目標を達成するための技
術開発マネジメントの実施 
 

―  
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①ナショナルプロジェクトの
実施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段
階 
 企画段階においては、内閣
府の戦略的イノベーション創
造プログラム（ＳＩＰ）等ＮＥ
ＤＯ以外の公的機関が戦略を
策定し推進するものを除き、
ＴＳＣが策定する技術戦略及
びプロジェクト構想に基づき
企画立案することを基本とす
る。プロジェクト構想が策定
された段階でＰＭを選定し、
そのＰＭが主体となって、基
本計画の策定、実施体制の構
築を行うものとする。なお、Ｐ
Ｍの選定にあたっては、産業
界、大学等、ＮＥＤＯ内外から
の登用を含め、当該プロジェ
クトの技術開発マネジメント
に最適な技術開発マネジメン
ト体制を構築する。基本計画
には事業終了時や中間時点で
の達成目標を定量的かつ明確
に示すとともに、市場創出効
果、雇用創造効果、広範な産業
への波及効果、中長期視点か
らの我が国産業競争力強化へ
の貢献、内外のエネルギー・環
境問題等の社会的課題の解決
への貢献、費用対効果等の観
点から事前評価を行うものと
する。 
 実施段階においては、プロ
ジェクト期間を複数のステー
ジに分割し、必要な実施体制
の見直し等を柔軟に図る「ス
テージゲート方式」を必要に
応じて活用するものとする。
また、挑戦的なテーマに対し
ベンチャー企業等から広く技
術やアイデアを募集する観点
から、書面審査だけではなく
提案者によるデモンストレー
ション等によるコンテストを
設け、その成績に応じて助成
金の交付等を行う「アワード
方式」についても特性に応じ
て活用することができるもの
とする。 

①ナショナルプロジェクトの
実施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段階 
企画段階においては、助成に
より実施するもの及び内閣府
の戦略的イノベーション創造
プログラム（ＳＩＰ）等機構以
外の公的機関が戦略を策定し
推進するもの等を除き、ＴＳＣ
が策定する技術戦略及びプロ
ジェクト構想に基づき企画立
案することとする。プロジェク
ト構想が策定された段階でＰ
Ｍを選定し、そのＰＭが主体と
なって、基本計画の策定、実施
体制の構築を行うものとする。
なお、ＰＭの選定にあたって
は、産業界、大学等、機構内外
からの登用を含め、当該プロジ
ェクトの技術開発マネジメン
トに最適な技術開発マネジメ
ント体制を構築する。基本計画
には事業終了時や中間時点で
の達成目標を定量的かつ明確
に示すとともに、市場創出効
果、雇用創造効果、広範な産業
への波及効果、中長期視点から
の我が国産業競争力強化への
貢献、内外のエネルギー・環境
問題等の社会的課題の解決へ
の貢献、費用対効果等の観点か
ら事前評価を行うものとする。 
 基本計画策定後、円滑かつ迅
速な事業実施、推進を図るた
め、極力多くの事業について、
政府予算の成立を条件として、
実施年度の前年度の３月まで
に公募を開始する。公募は、ホ
ームページ等のメディアの最
大限の活用等により採択基準
を公表しつつ実施する。また、
公募に際しては、機構のホーム
ページ上に、公募開始の１ヶ月
前（緊急的に必要なものであっ
て事前の周知が不可能なもの
を除く。）には公募に係る事前
の周知を行う。さらに、十分な
審査期間と体制構築に必要な
期間を適切に確保することを
最大限留意することを前提に、
応募総数が多い場合等、特段の
事情がある場合を除き、公募か
ら事業開始までの期間を事業
毎に設定し、事務の合理化・迅
速化を図ることとする。また、
事業毎に公募から採択決定ま
での期間を公募要領に明記し
公募を行う。決定した実施体制
の公表や実施体制に含まれな
かった者に対する理由の通知
を行う等、実施体制の決定過程
の透明性を確保することとす
る。 

①ナショナルプロジェクトの
実施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段
階 
企画段階においては、助成に
より実施するもの及び内閣府
の戦略的イノベーション創造
プログラム（ＳＩＰ）等機構以
外の公的機関が戦略を策定し
推進するもの等を除き、ＮＥ
ＤＯ技術戦略研究センター
（以下「ＴＳＣ」という。）が
策定する技術戦略及びプロジ
ェクト構想に基づき企画立案
することとする。プロジェク
ト構想が策定された段階でプ
ロジェクトマネージャー（以
下「ＰＭ」という。）を選定し、
そのＰＭが主体となって、基
本計画の策定、実施体制の構
築を行うものとする。なお、Ｐ
Ｍの選定にあたっては、産業
界、大学等、機構内外からの登
用を含め、当該プロジェクト
の技術開発マネジメントに最
適な技術開発マネジメント体
制を構築するとともに、マネ
ジメント体制に応じたＰＭの
在り方についても検討する。
基本計画には事業終了時や中
間時点での達成目標を定量的
かつ明確に示すとともに、市
場創出効果、雇用創造効果、広
範な産業への波及効果、中長
期視点からの我が国産業競争
力強化への貢献、内外のエネ
ルギー・環境問題等の社会的
課題の解決への貢献、費用対
効果等の観点から事前評価を
行うものとする。 
 基本計画策定後、円滑かつ
迅速な事業実施、推進を図る
ため、極力多くの事業につい
て、政府予算の成立を条件と
して、実施年度の前年度の３
月までに公募を開始する。公
募は、ホームページ等のメデ
ィアの最大限の活用等により
採択基準を公表しつつ実施す
る。また、公募に際しては、機
構のホームページ上に、公募
開始の１ヶ月前（緊急的に必
要なものであって事前の周知
が不可能なものを除く。）には
公募に係る事前の周知を行
う。さらに、十分な審査期間と
体制構築に必要な期間を適切
に確保することを最大限留意
することを前提に、応募総数
が多い場合等、特段の事情が
ある場合を除き、公募から事
業開始までの期間を事業毎に
設定し、事務の合理化・迅速化

 ①ナショナルプロジェクトの実施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段階 
 企画段階においては、助成により実施す
るもの及び内閣府の戦略的イノベーション
創造プログラム（ＳＩＰ）等機構以外の公
的機関が戦略を策定し推進するもの等を除
き、ＮＥＤＯ技術戦略研究センター（以下
「ＴＳＣ」という。）が策定する技術戦略及
びプロジェクト構想に基づき企画立案を実
施。プロジェクト構想が策定された段階で
プロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」
という。）を選定し、そのＰＭが主体となっ
て、基本計画の策定、実施体制の構築を実
施。 
 なお、ＰＭの選定にあたっては、産業界、
大学等、機構内外からの登用を含め、当該
プロジェクトの技術開発マネジメントに最
適な技術開発マネジメント体制を構築する
とともに、マネジメント体制に応じたＰＭ
の在り方についても検討。基本計画には事
業終了時や中間時点での達成目標を定量的
かつ明確に示すとともに、市場創出効果、
雇用創造効果、広範な産業への波及効果、
中長期視点からの我が国産業競争力強化へ
の貢献、内外のエネルギー・環境問題等の
社会的課題の解決への貢献、費用対効果等
の観点から事前評価を実施。 
 基本計画策定後、円滑かつ迅速な事業実
施、推進を図るため、極力多くの事業につ
いて、実施年度の前年度の３月までに公募
を開始。公募は、ホームページ等のメディ
アの最大限の活用等により採択基準を公表
しつつ実施。また、公募に際しては、機構
のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前
（緊急的に必要なものであって事前の周知
が不可能なものを除く。）には公募に係る事
前の周知を実施。さらに、十分な審査期間
と体制構築に必要な期間を適切に確保する
ことを最大限留意することを前提に、応募
総数が多い場合等、特段の事情がある場合
を除き、公募から事業開始までの期間を事
業毎に設定し、事務の合理化・迅速化を図
った。また、事業毎に公募から採択決定ま
での期間を公募要領に明記し公募を実施。
決定した実施体制の公表や実施体制に含ま
れなかった者に対する理由の通知を行う
等、実施体制の決定過程の透明性を確保。 
 実施段階においては、プロジェクト期間
を複数のステージに分割し、必要な実施体
制の見直し等を柔軟に図る「ステージゲー
ト方式」を必要に応じて活用。２０１８年
度から開始した研究開発ナショナルプロジ
ェクトのうち、例えば「超臨界地熱発電技
術研究開発」の基本計画において、ステー
ジゲート方式を行い研究開発テーマ継続是
非を決定する旨を記載。また、挑戦的なテ
ーマに対しベンチャー企業等から広く技術
やアイデアを募集する観点から、「次世代人
工知能・ロボット中核技術開発／次世代人
工知能技術分野」の公募において書面審査
やプレゼンテーションだけでなく実技によ
る実技によるコンテスト方式の審査を実施
し、その成績に応じて委託費を決定。 

 
【評価のポイント】 
・ハイリスクなナショプロについて
はＰＭ中心の体制を維持しつつ、階
層的な管理体制等の事業特性に応
じたマネジメント体制を採ること
ができるよう制度を改訂。 

・マネジメント能力の底上げを目的
として２０１６年度に開始したＰ
Ｍ育成講座について、２０１８年度
は１５回実施。ＮＥＤＯ職員に加
え、「高度専門支援人材育成プログ
ラム」で採用された外部人材３１名
も受講。戦略策定プロセスへのチー
ム制導入を踏まえ、マーケティン
グ・ビジネスモデルやアイディア創
発等の企画立案に関連する講義・演
習を強化。 

・２０１８年度末現在のＰＭの内訳
は、民間出向が３０名、プロパーが
２１名（うち民間からの転籍１１
名）、官庁出向が１名。 

・ＰＭに求められる機能や役割、過去
の事例、チェックリスト等を記した
「ＮＥＤＯ研究開発マネジメント
ガイドライン新訂第１版」につい
て、２０１８年度にＮＥＤＯホーム
ページで公開し、機構外にもマネジ
メントの知見を共有するとともに、
内閣府や農水省、企業等との意見交
換を実施。 
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実施段階においては、プロジェ
クト期間を複数のステージに
分割し、必要な実施体制の見直
し等を柔軟に図る「ステージゲ
ート方式」を必要に応じて活用
するものとする。また、挑戦的
なテーマに対しベンチャー企
業等から広く技術やアイデア
を募集する観点から、書面審査
だけではなく提案者によるデ
モンストレーション等による
コンテストを設け、その成績に
応じて助成金の交付等を行う
「アワード方式」についても特
性に応じて活用することがで
きるものとする。 

を図ることとする。また、事業
毎に公募から採択決定までの
期間を公募要領に明記し公募
を行う。決定した実施体制の
公表や実施体制に含まれなか
った者に対する理由の通知を
行う等、実施体制の決定過程
の透明性を確保することとす
る。 
 実施段階においては、プロ
ジェクト期間を複数のステー
ジに分割し、必要な実施体制
の見直し等を柔軟に図る「ス
テージゲート方式」を必要に
応じて活用するものとする。
また、挑戦的なテーマに対し
ベンチャー企業等から広く技
術やアイデアを募集する観点
から、書面審査だけではなく
提案者によるデモンストレー
ション等によるコンテストを
設け、その成績に応じて助成
金の交付等を行う「アワード
方式」についても特性に応じ
て活用することができるもの
とする。 

 

ⅱ）評価(Check)及び反映・実
行（Action）段階 
評価段階においては、中間評

価及び事後評価の実施、また、
必要に応じて追跡調査・評価
を実施することとし、産業界、
学術界等の外部の専門家・有
識者を活用し厳格に行い、各
評価結果については、技術情
報等の流出等の観点に配慮し
つつ、可能な範囲で公表する
ものとする。追跡調査・評価で
は、これまでの機構の研究開
発成果が活用された製品・プ
ロセス等について、それらが
社会にもたらした経済効果
（アウトカム）を把握する既
存の取組を継続するととも
に、第４期中長期目標期間の
機構の技術開発マネジメント
で期待される研究成果を予測
し、その成果を活用して実用
化が期待される製品等の売上
げ等の予測を行うことによっ
て将来的な経済効果（アウト
カム）を推計する新たな取組
を検討する。 
 なお、非連続ナショナルプ
ロジェクトについては、評価
段階において、実用化・事業化
の見通しに加え、獲得された
知見の他の技術や用途への波
及効果等の観点から多面的に
評価する。 
また、反映・実行段階において
は、各評価結果から得られた
技術開発マネジメントに係る

ⅱ）評価(Check)及び反映・実行
（Action）段階 
評価段階においては、中間評
価及び事後評価の実施、また、
必要に応じて追跡調査・評価を
実施することとし、産業界、学
術界等の外部の専門家・有識者
を活用し厳格に行い、各評価結
果については、技術情報等の流
出等の観点に配慮しつつ、可能
な範囲で公表するものとする。
追跡調査・評価では、これまで
の機構の研究開発成果が活用
された製品・プロセス等につい
て、それらが社会にもたらした
経済効果（アウトカム）を把握
する既存の取組を継続すると
ともに、第４期中長期目標期間
の機構の技術開発マネジメン
トで期待される研究成果を予
測し、その成果を活用して実用
化が期待される製品等の売上
げ等の予測を行うことによっ
て将来的な経済効果（アウトカ
ム）を推計する新たな取組を検
討する。 
 なお、非連続ナショナルプロ
ジェクトについては、評価段階
において、実用化・事業化の見
通しに加え、獲得された知見の
他の技術や用途への波及効果
等の観点から多面的に評価す
る。 
また、反映・実行段階において
は、各評価結果から得られた技
術開発マネジメントに係る多
くの知見、教訓、良好事例等を

ⅱ）評価(Check)及び反映・実
行（Action）段階 
平成３０年度においては、中
間評価及び事後評価の実施、
また、必要に応じて追跡調査・
評価を実施することとし、産
業界、学術界等の外部の専門
家・有識者を活用し厳格に行
い、各評価結果については、技
術情報等の流出等の観点に配
慮しつつ、可能な範囲で公表
する。追跡調査・評価では、こ
れまでの機構の研究開発成果
が活用された製品・プロセス
等について、それらが社会に
もたらした経済効果（アウト
カム）を把握する既存の取組
を継続するとともに、第４期
中長期目標期間の機構の技術
開発マネジメントで期待され
る研究成果を予測し、その成
果を活用して実用化が期待さ
れる製品等の売上げ等の予測
を行うことによって将来的な
経済効果（アウトカム）を推計
する新たな取組を検討する。
平成３０年度は、技術戦略や
基本計画におけるアウトカム
の推計方法を整理する。 
 なお、非連続ナショナルプ
ロジェクトについては、評価
段階において、実用化・事業化
の見通しに加え、獲得された
知見の他の技術や用途への波
及効果等の観点から多面的に
評価する。 

 ⅱ）評価(Check)及び反映・実行（Action）
段階 
 個々の事業に係る中間評価、事後評価及
び追跡評価については、産業界、学術界等
の外部の専門家・有識者を活用し厳格に実
施中。 
 ２０１８年度はナショナルプロジェクト
７件の中間評価及び４件の事後評価につい
て、外部の専門家・有識者による評価を実
施中。うち中間評価７件、事後評価１件は
実施済み。 
 これらの評価結果については、確定次第、
可能な範囲で機構ホームページ上で逐次公
表予定。 
 アウトカムの把握については、上市・製
品化した主要１１５製品に関する経済効果
（売上）等について、２０１７年度に試算
した結果を機構ホームページを通じて情報
発信を実施。２０１８年度は試算対象とな
る製品の精査及び新規製品の探索を行うと
ともに、効果・便益に関する新たな表現方
法の検討を実施。第４期中長期目標期間の
機構の技術開発マネジメントで期待される
研究成果を予測し、その成果を活用して実
用化が期待される製品等の売上げ等の予測
を行うことによって将来的な経済効果（ア
ウトカム）を推計する新たな取組として、
基本計画におけるアウトカム目標の考え方
を整理するための「アウトカム目標設定ガ
イドライン」を２０１８年５月に策定。 
 非連続ナショナルプロジェクトの評価項
目・基準に基づき、該当案件の中間評価を
２件実施中（２０１８年度に実施した追跡
調査対象事業に非連続ナショナルプロジェ
クトは含まれない。） 
 中間評価が確定した後に、その結果をプ
ロジェクト運営に反映させる予定。また、

 
【評価のポイント】 
・２０１８年度に中間評価対象であ
ったプロジェクト７件、事後評価対
象であったプロジェクト４件につ
いて、評価を実施し、評価コメント
をまとめるとともに、評価結果を数
値化して提示。 

・中間評価の結果及びプロジェクト
開始後の社会経済情勢の変化等を
踏まえて、技術開発内容やマネジメ
ント等の改善を検討し、実施計画の
見直し等を的確に実施。 

・２０１８年度調査では対象製品に
ついて２製品（車載用ヒートポン
プ、高性能リチウムイオン電池）を
新たに追加し、１１７製品に拡大。
既存製品についても、コア技術の適
用製品拡大や事業撤退等による将
来予測の縮小等、主要製品に対して
最新の情報を反映。 

・産業連関によるサプライチェーン
上での波及効果分析及び多様な効
果・便益の体系化を実施。 
学術的な観点では、中小・ベンチャ
ー企業に対する効果分析について
欧州政策学会（１件）、国内学会（２
件）で発表するとともに、国際誌
Journal for Research and 
Technology Policy Evaluation（査
読付）に論文投稿を行い、審査の結
果、採択された。 

・効果分析の手法については、
(西)CDTI, （欧)ＥＣ－ＤＧＲＩ等、
国内外のファンディング機関・企業
等１２機関と意見交換を通じて共
有化を図った 
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多くの知見、教訓、良好事例等
を蓄積することにより、マネ
ジメント機能全体の改善・強
化に反映させる。 

蓄積することにより、マネジメ
ント機能全体の改善・強化に反
映させる。 

 また、反映・実行段階におい
ては、各評価結果から得られ
た技術開発マネジメントに係
る多くの知見、教訓、良好事例
等を蓄積することにより、マ
ネジメント機能全体の改善・
強化に反映させる。 

事後評価が確定した後に、結果を以後の機
構のマネジメントの改善に活用する予定。 
 中間評価、事後評価及び追跡評価の各結
果から得られた知見、教訓については、新
規着任者に対する研修（５回実施）におい
て共有。 

・欧州委員会研究・イノベーション総
局からは、『公共的投資の重要性を
一般社会に理解してもらうための
手段として「ＮＥＤＯインサイド製
品」は極めて効率的なものであり、
欧州連合においても同様の手法を
用いることが有益と考える。』との
評価を受けた。 

・アウトカムガイドラインの策定に
より、ＮＥＤＯの様々なナショナル
プロジェクトにおける研究開発成
果の市場規模予測などアウトカム
の推計方法を統一。今後、事業間の
比較や、ＮＥＤＯ全体の推計作業に
寄与。これらの取組を通じて、アウ
トカムを意識したプロジェクトマ
ネジメントを推進。 

 

ⅲ）国際標準化等を通じた研
究開発成果の事業化支援の具
体的な取組内容 
・プロジェクト企画段階の取
組 
 国内外の市場を獲得するた
め、有望技術と社会課題・市場
課題と当該分野の規制・標準
等の動向把握・分析を踏まえ、
知的財産権、標準化、性能評
価、環境影響評価、ロードマッ
プ・ガイドライン、データベー
ス策定、産業人材育成、規制構
築のための実証等の社会実装
に必要となる要素を可能な限
り特定するものとする。 
 産業構造審議会 産業技術
環境分科会 基準認証小委員
会の「今後の基準認証の在り
方 答申」（平成 29 年 10 月）
を踏まえ、先端分野や異業種
横断分野を中心に、技術開発
成果に関するＩＳＯ・ＩＥＣ
等の国際標準化を図るため、
プロジェクト「基本計画」にお
いて標準化に係る取組を具体
的に記載してプロジェクトを
実施するものとする。その際、
技術戦略を踏まえた社会実装
への効果の高い国際標準の獲
得を目指すものとする。また、
鉱工業分野、エネルギー・環境
分野における標準化提案・審
議を実施する国内外の標準関
係団体との連携強化を図るも
のとする。 
 知的財産マネジメントにつ
いては、プロジェクトで創出
された知的財産には原則とし
て日本版バイドール条項を適
用し、知的財産の受託者帰属
を通じて研究活動を活性化
し、その成果を事業活動にお
いて効率的に活用できるよう
にするものとする。 

ⅲ）国際標準化等を通じた研究
開発成果の事業化支援の具体
的な取組内容 
・プロジェクト企画段階の取組 
 国内外の市場を獲得するた
め、有望技術と社会課題・市場
課題と当該分野の規制・標準等
の動向把握・分析を踏まえ、知
的財産権、標準化、性能評価、
環境影響評価、ロードマップ・
ガイドライン、データベース策
定、産業人材育成、規制構築の
ための実証等の社会実装に必
要となる要素を可能な限り特
定するものとする。 
 産業構造審議会 産業技術環
境分科会 基準認証小委員会の
「今後の基準認証の在り方 
答申」（平成２９年１０月）を踏
まえ、先端分野や異業種横断分
野を中心に、技術開発成果に関
するＩＳＯ・ＩＥＣ等の国際標
準化を図るため、プロジェクト
「基本計画」において標準化に
係る取組を具体的に記載して
プロジェクトを実施するもの
とする。その際、技術戦略を踏
まえた社会実装への効果の高
い国際標準の獲得を目指すも
のとする。また、鉱工業分野、
エネルギー・環境分野における
標準化提案・審議を実施する国
内外の標準関係団体との連携
強化を図るものとする。 
 知的財産マネジメントにつ
いては、プロジェクトで創出さ
れた委託事業の知的財産には
原則として日本版バイドール
条項を適用し、知的財産の受託
者帰属を通じて研究活動を活
性化し、その成果を事業活動に
おいて効率的に活用できるよ
うにするものとする。 
また、プロジェクトの目的を達
成するために、プロジェクト開
始までにプロジェクト参加者

ⅲ）国際標準化等を通じた研
究開発成果の事業化支援の具
体的な取組内容 
・プロジェクト企画段階の取
組 
 国内外の市場を獲得するた
め、有望技術と社会課題・市場
課題と当該分野の規制・標準
等の動向把握・分析を踏まえ、
知的財産権、標準化、性能評
価、環境影響評価、ロードマッ
プ・ガイドライン、データベー
ス策定、産業人材育成、規制構
築のための実証等の社会実装
に必要となる要素を可能な限
り特定するものとする。 
 産業構造審議会 産業技術
環境分科会 基準認証小委員
会の「今後の基準認証の在り
方 答申」（平成２９年１０
月）を踏まえ、先端分野や異業
種横断分野を中心に、技術開
発成果に関するＩＳＯ・ＩＥ
Ｃ等の国際標準化を図るた
め、プロジェクト「基本計画」
において標準化に係る取組を
具体的に記載してプロジェク
トを実施するものとする。そ
の際、技術戦略を踏まえた社
会実装への効果の高い国際標
準の獲得を目指すものとす
る。また、鉱工業分野、エネル
ギー・環境分野における標準
化提案・審議を実施する国内
外の標準関係団体との連携強
化を図るものとする。 
 知的財産マネジメントにつ
いては、プロジェクトで創出
された委託事業の知的財産に
は原則として日本版バイドー
ル条項を適用し、知的財産の
受託者帰属を通じて研究活動
を活性化し、その成果を事業
活動において効率的に活用で
きるようにするものとする。 

 ⅲ）国際標準化等を通じた研究開発成果の
事業化支援の具体的な取組内容 
 先端分野や異業種横断分野を中心に、技
術開発成果に関するＩＳＯ・ＩＥＣ等の国
際標準化が必要な事業については、プロジ
ェクト「基本計画」において標準化に係る
取組を具体的に記載。 
 プロジェクトを支える効果的な知財マネ
ジメントを実施するため、適用が必要な案
件全件について知財マネジメントを適用。
公募段階から「ＮＥＤＯ知財マネジメント
基本方針」を提示し、ＰＭの主導の下、市
場展開を見込む諸外国での権利化や権利化
と秘匿化を適切に組み合わせるなど、オー
プン・クローズ戦略を推進。 
 さらに、プロジェクトでのデータの取り
扱いを定めた「ＮＥＤＯデータマネジメン
ト基本方針」についても適用が必要な案件
全件について適用(全 55件、適用率 100％)。 

―  
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 また、プロジェクトの目的
を達成するために、プロジェ
クト開始までにプロジェクト
参加者間で知的財産合意書を
策定することや海外市場展開
を勘案した出願を原則化した
「知財マネジメント基本方
針」を全プロジェクトに適用
するものとする。 

間で知的財産合意書を策定す
ることや海外市場展開を勘案
した出願を原則化した「知財マ
ネジメント基本方針」を全ての
委託事業に適用するものとす
る。 

 また、プロジェクトの目的
を達成するために、プロジェ
クト開始までにプロジェクト
参加者間で知的財産合意書を
策定することや海外市場展開
を勘案した出願を原則化した
「知財マネジメント基本方
針」を全ての委託事業に適用
するものとする。 
 さらに、プロジェクトでお
けるデータの取扱を定めた、
「データマネジメントに係る
基本方針」も全ての委託事業
に適用するものとする。 
 

 

・プロジェクト終了後の取組 
 ＮＥＤＯの研究開発成果を
事業活動において活用しよう
とする者に対する出資（金銭
の出資を除く。）並びに人的及
び技術的支援を行うととも
に、株式会社ＩＮＣＪなど事
業化促進に資する機能を有す
る外部機関と積極的に連携す
ることにより、技術開発の成
果の事業化を促進するものと
する。 

・プロジェクト終了後の取組 
 機構の研究開発成果を事業
活動において活用しようとす
る者に対する出資（金銭の出資
を除く。）並びに人的及び技術
的支援を行うとともに、株式会
社ＩＮＣＪなど事業化促進に
資する機能を有する外部機関
と積極的に連携することによ
り、技術開発の成果の事業化を
促進するものとする。 

・プロジェクト終了後の取組 
 機構の研究開発成果を事業
活動において活用しようとす
る者に対する出資（金銭の出
資を除く。）並びに人的及び技
術的支援を行うとともに、株
式会社ＩＮＣＪなど事業化促
進に資する機能を有する外部
機関と積極的に連携すること
により、技術開発の成果の事
業化を促進するものとする。 

  中堅・中小・ベンチャー企業に対する事
業化支援の一環として、金融機関への仲立
ちを行うとこによる支援を実施。具体的に
は、資金需要のあるＮＥＤＯ事業者を株式
会社ＩＮＣＪや株式会社日本政策金融公庫 
（ＪＦＣ）への推薦を行うことで、出資や
融資の実行につなげ、ビジネス展開を後押
し。２０１８年度においては、ＩＮＣＪへ
１件の出資案件の推薦を実施。 

―  

 

また、技術開発の成果を速や
かに実用化・事業化に繋げる
よう、ＮＥＤＯとして事業者
に対し、技術開発成果を経営
において有効に活用するため
の効果的方策（技術開発マネ
ジメント、テーマ選定、提携先
の選定、経営における活用に
向けた他の経営資源との組み
合わせ等）を提案するなど、技
術経営力の強化に関する助言
を積極的に行うものとする。 

また、技術開発の成果を速や
かに実用化・事業化に繋げるよ
う、機構として事業者に対し、
技術開発成果を経営において
有効に活用するための効果的
方策（技術開発マネジメント、
テーマ選定、提携先の選定、経
営における活用に向けた他の
経営資源との組み合わせ等）を
提案するなど、技術経営力の強
化に関する支援を積極的に行
うものとする。 

また、技術開発の成果を速や
かに実用化・事業化に繋げる
よう、ビジネスマッチングを
積極的に実施する。具体的に
は、事業化を見据えたピッチ
イベントを実施するものと
し、オープンイノベーション・
ベンチャー創造協議会の活動
について事業実施者へ紹介
し、提携先の模索や技術シー
ズの発掘等の双方向支援を積
極的に行うものとする。 

  支援事業者の連携・事業化促進等を目的
にピッチイベントを計９回開催（ＮＥＤＯ
ピッチ（於：機構本部）を５回、外部の展
示会等でのピッチを４回実施）。ＮＥＤＯピ
ッチへの登壇をきっかけとして１９件の面
談と具体的な事業提携に向けたＮＤＡ締結
等７件の協業の成立が実現。 
 さらに、研究開発成果とその利用及び活
用を希望される幅広い企業等とのマッチン
グ促進を目的とした、マッチングスペース
の web ページを一新。技術分野別の研究開
発成果の情報に拡充に加え、全国の橋渡し
窓口情報を新たに掲載し、共同研究先等と
のマッチングを推進。 

【評価のポイント】 
・ＮＥＤＯピッチ登壇をきっかけと
して、１９件の面談と具体的な事業
提携に向けたＮＤＡ締結等の協業
の成立が７件実現する等、オープン
イノベーションの推進に大きく寄
与。 

・２０１８年度は、新たに内閣府や厚
生労働省、JEITA 等との共催によ
りピッチイベントを開催するなど、
関連機関との連携を強化し、オープ
ンイノベーションの裾野の拡大に
貢献。 

 

 

さらに、技術開発の成果をユ
ーザーにサンプル提供し、そ
の評価結果から課題を抽出す
る技術シーズマッチングを行
う等、技術開発の成果のユー
ザー・市場・用途の開拓に係る
支援を行うものとする。 

 さらに、技術開発の成果をユ
ーザーにサンプル提供し、その
評価結果から課題を抽出する
技術シーズマッチングを行う
等、技術開発の成果のユーザ
ー・市場・用途の開拓に係る支
援を行うものとする。 

 さらに、技術開発の成果のユ
ーザー・市場・用途の開拓に係
る展示会でのマッチングの機
会を提供する等の支援を行
い、機構の支援をきっかけと
した出展事業者へのサンプル
提供や資料請求等の問い合わ
せを得ることを目指す。 

  さらに、技術開発の成果のユーザー・市
場・用途の開拓を目的に「イノベーション・
ジャパン 2018」を開催する等、マッチング
の機会を提供する等の支援を行い、機構の
支援をきっかけとした出展事業者へのサン
プル提供や資料請求等の問い合わせを得
た。 

―  
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― ― 目標を適用する評価単位
は、エネルギーシステム分野、
省エネルギー・環境分野、産業
技術分野、新産業創出・シーズ
発掘等分野とし、単位毎の目
標は以下のとおりとする。 
エネルギーシステム分野 
１００件以上 

省エネルギー・環境分野    
１００件以上 

産業技術分野      
５００件以上 

新産業創出・シーズ発掘等
分野 
 ５００件以上 

【関連する評価指標】 
技術シーズのマッチ
ング件数（評価指標） 

【技術シーズのマッチング件数（評価指
標）】 

・マッチング件数について、２０１８年度
の実績は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
２７０件 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
１１４件 

 
［産業技術分野］ 
１，３５５件 

 
［新産業創出・シーズ発掘等分野］ 
１，１２３件 

 
（参考：ＮＥＤＯ全体） 
 合計 ２，８６２件 

【評価のポイント】 
・各展示会等において、動画や広報誌
などと連動させるなどの工夫を行
い、セグメントごとの目標値を達
成。 

・実際に、共同研究等の成約まで至っ
たものが２８件あり、研究成果の社
会実装に貢献。 

 

 

②ナショナルプロジェクト以
外の事業の実施（実証事業、テ
ーマ公募型事業、国際実証・国
際共同事業） 
企画（Plan）・実施（Do）段階、
評価（Check）及び反映・実行
（Action）段階においては、技
術戦略策定を除き、１.（５）
①に準じて、業務を行うもの
とする。 

②ナショナルプロジェクト以
外の事業の実施（実証事業、テ
ーマ公募型事業、国際実証・国
際共同事業） 
企画（Plan）・実施（Do）段階、
評価（Check）及び反映・実行
（Action）段階においては、技
術戦略策定を除き、１.（５）①
に準じて、業務を行うものとす
る。 

②ナショナルプロジェクト以
外の事業の実施（実証事業、テ
ーマ公募型事業、国際実証・国
際共同事業） 
企画（Plan）・実施（Do）段階、
評価（Check）及び反映・実行
（Action）段階においては、技
術戦略策定を除き、１.（５）
①に準じて、業務を行うもの
とする。 

 ②ナショナルプロジェクト以外の事業の実
施（実証事業、テーマ公募型事業、国際実
証・国際共同事業） 
 企画（Plan）・実施（Do）段階、評価
（Check）及び反映・実行（Action）段階に
おいては、技術戦略策定を除き、１.（５）
①に準じて、業務を行った。 

―  

 

― 具体的には、テーマ公募型事
業においては、各事業の目的に
応じた良質な提案を集めるこ
とが重要であることに鑑み、全
国で制度説明を行い提案者の
掘り起こしを推進する。また採
択するテーマについては、各制
度の目的に応じ、達成目標を定
量的かつ明確に示すとともに、
採択にあたっては産業界、学術
界等の外部の専門家・有識者を
活用し厳格に行う。評価段階に
おいては、各テーマ公募型事業
の目的が達成されるよう制度
評価を行い、不断の見直しを行
う。また、各テーマ公募型事業
において採択したテーマにつ
いては、産業界、学術界等の外
部の専門家・有識者を活用し評
価を厳格に行う。 

具体的には、テーマ公募型事
業においては、各事業の目的
に応じた良質な提案を集める
ことが重要であることに鑑
み、全国で制度説明を行い提
案者の掘り起こしを推進す
る。また採択するテーマにつ
いては、各制度の目的に応じ、
達成目標を定量的かつ明確に
示すとともに、採択にあたっ
ては産業界、学術界等の外部
の専門家・有識者を活用し厳
格に行う。評価段階において
は、各テーマ公募型事業の目
的が達成されるよう制度評価
を行い、不断の見直しを行う。
また、各テーマ公募型事業に
おいて採択したテーマについ
ては、産業界、学術界等の外部
の専門家・有識者を活用し評
価を厳格に行う。 

  テーマ公募型事業においては、地方自治
体や経済産業局等と連携し、全国で制度説
明等を７４回行い、提案者の掘り起こしを
実施。採択にあたっては、産業界、学術界
等の外部の専門家・有識者を活用し厳格に
審査を実施。事業の実施中には技術委員会
を開催し、各テーマの研究開発の進捗、課
題等を把握するとともに、外部の専門家・
有識者からのフィードバックを行うことで
研究開発を推進。 

―  

 

― 国際実証・国際共同事業にお
いては、制度の実施方法や事業
内容について機構と相手国政
府機関等との間でＭＯＵを締
結した上で実施する。 

国際実証・国際共同事業にお
いては、制度の実施方法や事
業内容について機構と相手国
政府機関等との間でＭＯＵを
締結した上で実施する。 

  国際実証・国際共同事業においては、制
度の実施方法や事業内容について機構と相
手国政府機関等との間でＭＯＵを締結した
上で実施。 
 国際共同研究開発については、対象３か
国（イスラエル、フランス、ドイツ）の実
施機関との協力協定に基づき、７件の事業
を実施。企業マッチングや知財総合戦略を
支援する他の公的機関の支援スキームと連
携を図るとともに、広報活動も強化し、事
業推進体制を強化。 
 国際実証事業に係る協力協定を２０１８

【評価のポイント】 
・国際実証事業において、公募段階で
技術分野の課題設定を実施。我が国
の国際競争力強化に資する技術分
野の案件を戦略的形成し、国際競争
力強化に貢献。 

・また、実証要件適合性等調査から、
実証前調査への移行時にステージ
ゲート審査を新たに設けて案件の
絞り込みを行う等、より競争性の高
い制度を設計。 
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年度は新たに２件（インドネシア、タイ）
締結。２４件の実証事業、２０件の調査を
推進し、我が国エネルギー産業の海外展開、
市場開拓、国内外のエネルギー転換・脱炭
素化、我が国のエネルギー安全保障に貢献。 
 ２０１７年度より運用を開始した、国際
実証事業の「リスクマネジメントガイドラ
イン」の改訂を行うため、「国際実証事業に
おけるリスクマネジメントの浸透・定着に
係る調査」を開始。 
 
○海外機関との情報交換協定締結状況 
（モニタリング指標） 

［エネルギーシステム分野］ 
ＭＯＵ締結件数：１件 
相手国：インドネシア 
事業名：エネルギー消費の効率化等に資
する我が国技術の国際実証事業／分散型
エネルギー資源としての可搬型蓄電池シ
ェアリング実証研究 
 

［省エネルギー・環境分野］ 
ＭＯＵ締結件数：１件 
相手国：タイ 
事業名：アジア省エネルギー型資源循環
制度導入実証事業／タイ王国で発生する
仕様済自動車の効率的かつ適正な資源循
環システム構築 

・国際実証事業における「リスクマネ
ジメントガイドライン」の改訂を行
うなど、国際実証のマネジメント体
制の高度化を推進。 

 

③国際的な議論への貢献及び
関係機関との連携等 
世界トップレベルの産官学

関係者が一堂に会して、地球
温暖化問題の解決に向けたエ
ネルギー・環境技術のイノベ
ーションを促進する方策を議
論する国際会議ＩＣＥＦ
(Innovation for Cool Earth 
Forum)等の国際的な取組へ
の貢献、先進諸国等との連携
を着実に進めるものとする。
また、国連サミットで採択さ
れた持続可能な開発目標
(Sustainable Development 
Goals:SDGs）を踏まえ、我
が国における持続可能な開発
の実施指針（平成 28 年 12
月持続可能な開発目標
（SDGs）推進本部決定）へ
の対応についても検討する。 
 さらに、日本の技術の海外
展開と海外における技術開発
動向把握のため、海外の研究
開発機関や政府機関との協力
関係を強化する。その際には、
一方的な技術流出にならない
よう双方にとってＷｉｎ－Ｗ
ｉｎの関係となるような連携
の推進を図る。 

③国際的な議論への貢献及び
関係機関との連携等 
 世界トップレベルの産官学関
係者が一堂に会して、地球温
暖化問題の解決に向けたエネ
ルギー・環境技術のイノベー
ションを促進する方策を議論
する国際会議ＩＣＥＦ
(Innovation for Cool Earth 
Forum)、世界の最新技術を日
本に集め、日本発のルールで
開発競争を加速させることを
目的としたＷＲＳ（World 
Robot Summit）等の国際的な
取組への貢献、先進諸国等と
の連携を着実に進めるものと
する。 
 また、国連サミットで採択
された持続可能な開発目標
（Sustainable Development 
Goals:SDGs）を踏まえ、我が
国における持続可能な開発の
実施指針（平成２８年１２月
持続可能な開発目標（SDGs）
推進本部決定）への対応につ
いても検討する。 
 また、日本の技術の海外展
開の促進及び海外における技
術開発動向把握のため、海外
の研究開発機関や政府機関と
の協力関係を強化する。その
際、一方的な技術流出になら

③国際的な議論への貢献及び
関係機関との連携等 
 第５回“Innovation for 
Cool Earth Forum（ＩＣＥ
Ｆ）”を実施する。平成３０
年度は、ＩＣＥＦの主要テー
マである「人為的ＣＯ２のネ
ット・ゼロ・エミッション」
の実現に向け、技術及び社会
基盤のイノベーションを促進
するべく、議論を深化させ
る。また、ＩＥＡなどの国際
機関との連携を引き続き実施
するとともに、海外における
国際会議においてＩＣＥＦの
成果を発表するなど、気候変
動問題の解決に向けた更なる
イノベーションの促進に貢献
していく。 
 世界の最新技術を日本に集
め、日本発のルールで開発競
争を加速させることを目的と
した“World Robot Summit 
２０１８（ＷＲＳ２０１
８）”を１０月に東京にて開
催し、４つのカテゴリー（も
のづくり、サービス、インフ
ラ・災害対応、ジュニア）の
競技会と展示会を実施する。 
 政府や関係機関等における
持続可能な開発目標
（Sustainable Development 

 ③国際的な議論への貢献及び関係機関との
連携等 
＜ＩＣＥＦ＞ 
 第 ５ 回 Innovation for Cool Earth 
Forum（ＩＣＥＦ）を２０１８年１０月に
開催。約７０カ国、約１０００名が参加。
「ＣＯ２ネット・ゼロ・エミッション」の達
成という究極の目標を再確認しつつ、ビジ
ネス主導の脱炭素化に向けた技術イノベー
ションや企業・消費者を巻き込む社会イノ
ベーションについて、世界のリーダー達が
議論を深めた。また、IRENA などの国際機
関との連携を引き続き実施するとともに、
COP24 をはじめとする海外における国際
会議等において、ICEF 年次総会で議論の
成果を発表するなど、気候変動問題の解決
に向けたイノベーションの重要性を世界に
向けて発信。 
 
＜ＷＲＳ＞ 
 日本発のルールで開発競争を加速させる
ことを目的とした“World Robot Summit 
2018（WRS2018）”を 10 月に東京にて開
催。50 以上の国・地域から約 76,000 人が
参加。具体的には、4 つのカテゴリー（もの
づくり、サービス、インフラ・災害対応、
ジュニア）のロボット競技会を開催し、23
ヵ国・地域から 126 チームが参加して、多
様な技術やアイデアを披露することで、イ
ノベーションの創出を予見させる場となっ
た。同時開催する展示会では、94 社・団体
が出展し、ロボットの現在と未来の姿を発

 
【評価のポイント】 
＜ＩＣＥＦ＞ 
・第５回ＩＣＥＦ年次総会では、約７
０ヶ国、約１，０００名が参加し、
ビジネス主導の脱炭素化に向けた
技術イノベーションや企業・消費者
を巻き込む社会イノベーション等
について、世界のリーダー達が議
論。 

・解振華中国気候変動事務特別代表、
テルマ・クルーグ気候変動に関する
政府間パネル（IPCC）副議長等、
世界各国の産学官の著名人約１０
０名が講演。 

・ＩＣＥＦロードマップ「二酸化炭素
の直接空気回収（ＤＡＣ）」を作成
し、ＣＯＰ２４ （ポーランド）の
サイドイベントでＩＣＥＦ年次総
会の成果とともに発表。 

 
＜ＷＲＳ＞ 
・「ロボット新戦略」に基づき、日本
が世界をリードする新たなロボッ
ト・イノベーションのしかけづくり
を主導。 

・５０以上の国・地域から約７６，０
００人が参加。 

・日本発のルールで開発競争を加速
させることを目的に、４つのカテゴ
リー（ものづくり、サービス、 
インフラ・災害対応、ジュニア）を
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ないよう双方にとってＷｉｎ
－Ｗｉｎとなる関係構築を目
指す。 

Goals:SDGs）に関する検討
に協力する。 
また、日本の技術の海外展開
の促進及び海外における技術
開発動向把握のため、海外の
研究開発機関や政府機関との
協力関係を強化する。その
際、一方的な技術流出になら
ないよう双方にとってＷｉｎ
－Ｗｉｎとなる関係構築を目
指す。 
 

信した。さらに、会期中に国内外のロボッ
ト関連の有識者 100 名以上が登壇する 37
のステージプログラム、体験・実演企画等
も実施。 
 
＜水素閣僚会議＞ 
 経済産業省及びＮＥＤＯは、２０１８年
１０月にグローバルな水素利活用に積極的
に取り組む世界２１の国・地域・機関の代
表を一堂に集め、国際的な水素社会の実現
に向けた課題や政策の方向性を議論する場
として「水素閣僚会議」を世界で初めて開
催。 
 
＜その他＞ 
 オーストリア研究推進機構(FFG)と情報
交換協定を延長する等、海外機関との協力
関係を深化。 

設定、全９種目の競技会「World 
Robot Challenge」を開催。 

・２３の国・地域から１２６チームが
参加し、多様な技術やアイデアを披
露。 

・国内外の最新ロボットが揃った展
示会「World Robot Expo」を開催。 
９４社・団体が出展。 

・カーネギーメロン大学 金出教授、
TOYOTA Research Institute Gill 
Pratt 氏、宇宙飛行士 山崎直子氏
など、３７のステージプログラムに
１００人以上の有識者が登壇。さら
に体験・実演企画も実施。 

 
＜水素閣僚会議＞ 
・ＮＥＤＯは経済産業省とともに各
国関係機関との事前調整から本会
議の運営を主体的に担い、世界初と
なる「水素閣僚会議」の開催に大き
く貢献。 

・関係各国の連携の重要性などにつ
いて認識を共有するとともに、議長
声明として国際共同研究開発の推
進や標準化の推進など４項目をま
とめた Tokyo Statement（東京宣
言）を発表。 

・Tokyo Statement を踏まえ、ＩＥＡ
（国際エネルギー機関）などの国際
機関及び世界のリーダー企業から
世界の最新動向、水素の利用拡大の
道筋や今後の展望について講演を
行う民間セッションを設け、本分野
の主要な関係者間で水素社会の実
現に向けた課題及び方向性を共有。 

 

 

④各事業の効率的な実施 
 各事業の実施に当たり、事業
実施者における交付申請・契
約・検査事務などの手続きの
公正さを確保しつつ簡素化す
るとともに、委託事業におい
ては技術開発資産等の事業終
了後の有効活用を図るものと
する。 
 また、事業の予見性を高め
るとともに進捗に応じた柔軟
な執行を可能とするために導
入した「複数年度契約」や、技
術開発のニーズに迅速に応え
る「年複数回採択」等の制度
面・手続き面の改善を引き続
き行うものとする。 

④各事業の効率的な実施 
 各事業の実施に当たり、引き
続き、交付申請・契約・検査事
務などに係る事業実施者の事
務負担を極力軽減するととも
に、委託事業においては技術開
発資産等の事業終了後の有効
活用を図るものとし、事業終了
後の処分に要する期間につい
て、平均３ヶ月以内とする。 
 手続き面では、事業の予見性
を高めるとともに、進捗に応じ
た柔軟な執行を可能とするた
めに導入した「複数年度契約」
や、技術開発ニーズに迅速に応
える「年複数回採択」等の制度
面、手続き面の改善を行う。 

④各事業の効率的な実施 
委託事業においては技術開
発資産等の事業終了後の有効
活用を図る。事業終了後の処
分に要する期間について、平
均３ヶ月以内とする。 
 技術開発については、複数
年度実施の案件が大宗である
ことを踏まえ、複数年度契約・
交付決定を極力実施する。ま
た、制度面、手続面の改善を行
う。 
 国からの運営費交付金を原
資とする事業については、事
業実施者から目標達成に向け
た明確なコミットメントが得
られる場合には、最長３年間
程度の複数年度契約、交付決
定を実施する。 
 また、機構と事業実施者双
方における事務の効率化を目
指すため、事業実施者からの
提出物について、ウェブでの
手続きを用いた電子システム
化の検討等、引き続き制度改
善検討に取り組む。 
 

 ④各事業の効率的な実施 
 ２０１８年度における資産の有効活用に
ついては、他の委託事業及び助成事業への
転用が９４５件、公共機関や大学等への無
償譲渡は７３２件、委託先等への有償譲渡
は８７９件。 
 また、事業終了から有償譲渡が完了する
までの期間については、事業期間中から手
続きを開始するなど処分手続きの早期化を
図った結果、平均３ヶ月を下回った(２０１
９年３月末時点）。 
 
 国からの運営費交付金を原資とする事業
については、最長３年間程度の複数年度契
約、交付決定を実施。制度面、手続面の改
善については、事業実施者の意見を踏まえ
て、事業者が所有する装置の保守費に関し
て、ＮＥＤＯ事業に専用使用している場合
には、保守費を計上できるよう改善。その
他、より適正かつ効率的な経理処理となる
ようマニュアルの改定を行い、これらの改
定内容について、事業実施者向け説明会等
を通じて、事業者への周知を実施。 
 
 さらに、機構と事業実施者双方における
事務の効率化を目指すため、事業実施者か
らの提出物について、ウェブでの手続きを

―  
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用いた電子システム化等の検討に着手する
等、制度の改善を推進。 
 

 

⑤各事業における技術流出の
防止 
 各事業の実施に当たり、科学
技術イノベーション総合戦略
2017 において、技術情報流出
の防止強化のため、公的研究
機関等において、外国為替及
び外国貿易法の遵守徹底など
の安全保障貿易管理の取組の
促進や、機微な技術を適切に
管理するための体制整備が求
められていることを踏まえ、
そのための具体的取組内容を
整備するものとする。 

⑤各事業における技術流出の
防止 
 各事業の実施に当たり、科学
技術イノベーション総合戦略
２０１７において、技術情報流
出の防止強化のため、公的研究
機関等において、外国為替及び
外国貿易法の遵守徹底などの
安全保障貿易管理の取組の促
進や、機微な技術を適切に管理
するための体制整備が求めら
れていることを踏まえ、公募要
領へ安全保障貿易管理の留意
点の記載や、必要に応じて事業
者の管理体制の確認等を行う。 

⑤各事業における技術流出の
防止 
各事業の実施に当たり、科学
技術イノベーション総合戦略
２０１７において、技術情報
流出の防止強化のため、公的
研究機関等において、外国為
替及び外国貿易法の遵守徹底
などの安全保障貿易管理の取
組の促進や、機微な技術を適
切に管理するための体制整備
が求められていることを踏ま
え、公募要領へ安全保障貿易
管理の留意点の記載や、必要
に応じて事業者の管理体制の
確認等を行う。 

 ⑤各事業における技術流出の防止 
 各事業の実施に当たり、科学技術イノベ
ーション総合戦略２０１７において、技術
情報流出の防止強化のため、公的研究機関
等において、外国為替及び外国貿易法の遵
守徹底などの安全保障貿易管理の取組の促
進や、機微な技術を適切に管理するための
体制整備が求められていることを踏まえ、
公募要領へ安全保障貿易管理の留意点の記
載や、必要に応じて事業者の管理体制の確
認等を実施。 

―  

 

（６）特定公募型研究開発業
務の実施 
 科学技術・イノベーション創
出の活性化に関する法律（平
成２０年法律第６３号）第２
７条の２第１項に規定する特
定公募型研究開発業務（特に
先進的で緊要な革新的技術の
創出のための研究開発等であ
って事業の実施が複数年度に
わたり、その事業の実施者を
公募により選定するもの。以
下同じ。）を実施する。具体的
には、総合科学技術・イノベー
ション会議が決定する、人々
を魅了する野心的な目標及び
経済産業省が策定する研究開
発構想を踏まえ、ＮＥＤＯは、
研究開発をマネジメントする
ＰＭの任命、研究開発の実施
及びそれに付随する調査・分
析機能等を含む研究開発体制
の構築、中間評価・事後評価を
含めた研究開発の進捗管理等
研究開発の実施を担うものと
する 。また、研究開発の推進
においては、その途中段階に
おいて研究開発目標の達成見
通しを随時評価し、研究開発
の継続・拡充・中止などを決定
する。 
 総合科学技術・イノベーシ
ョン会議が決定する目標等を
踏まえて、ＮＥＤＯの業務目
標を定めることが必要である
が、既に業務実施機関として

（６）特定公募型研究開発業務
の実施 
 科学技術・イノベーション創
出の活性化に関する法律（平成
２０年法律第６３号）第２７条
の２第１項に規定する特定公
募型研究開発業務（特に先進的
で緊要な革新的技術の創出の
ための研究開発等であって事
業の実施が複数年度にわたり、
その事業の実施者を公募によ
り選定するもの。以下同じ。）を
実施する。 
具体的には、国から交付される
補助金により基金を設け、ムー
ンショット型研究開発事業を
実施する。本事業においては、
総合科学技術・イノベーション
会議が決定する、人々を魅了す
る野心的な目標及び経済産業
省が策定する研究開発構想を
踏まえ、機構は、研究開発をマ
ネジメントするＰＭの任命、研
究開発の実施及びそれに付随
する調査・分析機能等を含む研
究開発体制の構築、関係府省連
携調整会議における議論等を
踏まえ、内閣府、文部科学省及
び経済産業省と連携し、関係す
る研究開発の戦略的かつ一体
的な推進、中間評価・事後評価
を含めた研究開発の進捗管理
を実施する。また、研究開発の
推進においては、その途中段階
において研究開発目標の達成
見通しを随時評価し、研究開発

（６）特定公募型研究開発業
務の実施 
 科学技術・イノベーション創
出の活性化に関する法律（平
成２０年法律第６３号）第２
７条の２第１項に規定する特
定公募型研究開発業務（特に
先進的で緊要な革新的技術の
創出のための研究開発等であ
って事業の実施が複数年度に
わたり、その事業の実施者を
公募により選定するもの。以
下同じ。）を実施する。 
 ムーンショット型研究開発
事業においては、総合科学技
術・イノベーション会議が決
定する、人々を魅了する野心
的な目標及び経済産業省が策
定する研究開発構想を踏ま
え、機構は、研究開発をマネジ
メントするＰＭの任命、研究
開発の実施及びそれに付随す
る調査・分析機能等を含む研
究開発体制の構築、関係府省
連携調整会議における議論等
を踏まえ、内閣府、文部科学省
及び経済産業省と連携し、関
係する研究開発の戦略的かつ
一体的な推進、中間評価・事後
評価を含めた研究開発の進捗
管理を実施する。また、研究開
発の推進においては、その途
中段階において研究開発目標
の達成見通しを随時評価し、
研究開発の継続・拡充・中止な
どを決定する。 

 （６）特定公募型研究開発業務の実施 
 ムーンショット型研究開発事業を実施す
るため国から交付される補助金により約２
００億円の基金を設置。また、研究開発を
推進するため、機構内に新たに「ムーンシ
ョット型研究開発事業準備室」を設置。 

―  
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位置付けられていることか
ら、事業実施期間がより長期
に及ぶと考えられる特定公募
型研究開発業務の性質を踏ま
えつつ、ＮＥＤＯが本業務に
積極的に取り組むことを促す
ため、総合科学技術・イノベー
ション会議の決定に先行し
て、上記の（１）から（４）の
数値目標の一部を本業務にも
準用し、具体的な数値目標の
適用を以下のとおりとするこ
ととし、今後、総合科学技術・
イノベーション会議が決定す
る目標を踏まえ、速やかに必
要な修正を行うこととする。 
 また、平成 30 年度におい
て、国から交付される補助金
により基金を設け、研究開発
を推進する体制の整備を着実
に進める。 
 平成 31 年度において、内閣
府が策定する指針や総合科学
技術・イノベーション会議が
決定する、人々を魅了する野
心的な目標及び経済産業省が
策定する研究開発構想並びに
中長期目標の評価軸を踏まえ
て、ＮＥＤＯは、研究開発の推
進及び中間評価・事後評価に
関する具体的な取組方針をプ
ロジェクト基本計画に定める
ものとする。 
 
〇数値目標１.-１の適用につ
いて 
 研究開発期間がより長期間
に及ぶものであることから、
ナショナルプロジェクトの実
用化達成率については、達成
水準を設定しないこととす
る。 
 なお、ナショナルプロジェ
クトの実用化達成率の実績値
と、特定公募型研究開発業務
がナショナルプロジェクトと
比較して研究開発リスクが極
めて高いことを考慮して、特
定公募型研究開発業務におけ
る採択事業（ステージゲート
を通過した採択事業に限る。）
が目標とすべき実用化達成率
を推計したところ、その参考
数値は、該当する評価単位の
それぞれにおいて、いずれも
１０％以上となる。また、これ
までＮＥＤＯの研究開発成果
が活用された製品・プロセス
等について、それらが社会に
もたらした経済効果（アウト
カム）を把握する既存の取組
から得られた実績値を踏ま
え、特定公募型研究開発業務

の継続・拡充・中止などを決定
する。 
機構は、上記の（１）から（４）
の数値目標の一部を本業務に
も準用し、具体的な数値目標の
適用を以下のとおりとして、本
業務に取り組む。 
また、平成３０年度において、
国から交付される補助金によ
り基金を設け、研究開発を推進
する体制の整備を着実に進め
る。 
平成３１年度において、内閣府
が策定する指針や総合科学技
術・イノベーション会議が決定
する、人々を魅了する野心的な
目標及び経済産業省が策定す
る研究開発構想並びに中長期
目標の評価軸を踏まえて、機構
は、研究開発の推進及び中間評
価・事後評価に関する具体的な
取組方針をプロジェクト基本
計画に定める。 
 
〇数値目標１.‐１の適用につ
いて 
第４期中長期目標において、特
定公募型研究開発業務におけ
るステージゲートを通過した
採択事業が目標とすべき実用
化達成率の参考数値（該当する
評価単位のそれぞれにおいて、
いずれも１０％以上）及び事後
評価等における「成果の実用
化・事業化に向けた取組及び見
通し」の評価項目の４段階評点
が最上位又は上位の区分とな
る比率の参考数値（該当する評
価単位のそれぞれにおいて、い
ずれも２０％以上）が推計され
たところである。 
これまで機構の研究開発成果
が活用された製品・プロセス等
について、それらが社会にもた
らした経済効果（アウトカム）
を把握する既存の取組から得
られた実績値を踏まえ、特定公
募型研究開発業務による研究
開発成果が将来もたらすアウ
トカムについて推計を行う。本
業務の実施にあたっては、この
推計を踏まえる。 
第４期中長期目標期間内に中
間評価を実施した採択事業（ス
テージゲートを通過した採択
事業に限る。）について、外部評
価委員会による中間評価項目
のうち、「成果の実用化・事業化
に向けた取組及び見通し」の評
価項目の４段階評点が最上位
又は上位の区分の評価を得る
比率について、第４期中長期目
標期間全体で該当する評価単

 平成３０年度は、ムーンシ
ョット型研究開発事業を実施
するため国から交付される補
助金により基金を設ける。ま
た、機構内において研究開発
を推進する体制を着実に整備
し、基金の適切な執行を図る。 



27 

による研究開発成果が将来も
たらすアウトカムについても
推計を行う。本業務の実施に
あたっては、この推計を踏ま
えるものとする。 
 加えて、ナショナルプロジ
ェクトの外部評価委員会によ
る事後評価における「成果の
実用化・事業化に向けた取組
及び見通し」の評価項目の４
段階評点が最上位又は上位の
区分となる比率についても、
達成水準を設定しないことと
する。 
 なお、事後評価における「成
果の実用化・事業化に向けた
取組及び見通し」の評価項目
の４段階評点が最上位又は上
位の区分となる比率の実績値
と、特定公募型研究開発業務
がナショナルプロジェクトと
比較して研究開発リスクが極
めて高いことを考慮して、特
定公募型研究開発業務におけ
るステージゲートを通過した
採択事業が目標とすべき事後
評価等における「成果の実用
化・事業化に向けた取組及び
見通し」の評価項目の４段階
評点が最上位又は上位の区分
となる比率を推計したとこ
ろ、その参考数値は、該当する
評価単位のそれぞれにおい
て、いずれも２０％以上とな
る。 
 
〇数値目標１.-２の適用につ
いて 
 第４期中長期目標期間内に
中間評価を実施した採択事業
（ステージゲートを通過した
採択事業に限る。）について、
外部評価委員会による中間評
価項目のうち、「研究開発マネ
ジメント」の評価項目の４段
階評点が最上位又は上位の区
分の評価を得る比率につい
て、第４期中長期目標期間全
体で該当する評価単位のそれ
ぞれにおいて、いずれも７
０％以上とすることを目標と
する。 
 
○数値目標１.‐４の適用に
ついて 
 特定公募型研究開発業務の
研究開発成果は、技術シーズ
レベルのものであり、特定用
途に限らず、幅広い製品・シス
テムに組み入れられる可能性
が見込まれることから、国際
標準化への提案は、主に次期
中長期目標期間以降になるも

位のそれぞれにおいて、算出す
る。 
 
〇数値目標１.‐２の適用につ
いて 
第４期中長期目標期間内に中
間評価を実施した採択事業（ス
テージゲートを通過した採択
事業に限る。）について、外部評
価委員会による中間評価項目
のうち、「研究開発マネジメン
ト」の評価項目の４段階評点が
最上位又は上位の区分の評価
を得る比率について、第４期中
長期目標期間全体で該当する
評価単位のそれぞれにおいて、
いずれも７０％以上とするこ
とを目標とし、その達成に向け
て取り組む。 
 
○数値目標１.‐４の適用につ
いて 
特定公募型研究開発業務の研
究開発成果は、技術シーズレベ
ルのものであり、特定用途に限
らず、幅広い製品・システムに
組み入れられる可能性が見込
まれることから、国際標準化へ
の提案は、主に次期中長期目標
期間以降になるものと考えら
れる。このため、ステージゲー
ト通過時点における中間評価
において、将来、国際標準化の
提案を予定する事業数を開示
する。 
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のと考えられる。このため、ス
テージゲート通過時点におけ
る中間評価において、将来、国
際標準化の提案を予定する事
業数を開示するものとする。 

 

２．世界に通用するオープン
イノベーションの促進と研究
開発型ベンチャー企業の育成 

２．世界に通用するオープンイ
ノベーションの促進と研究開
発型ベンチャー企業の育成 
 
 第４期中長期目標における
数値目標を第４期中長期計画
においても同様に以下のとお
り掲げ、その達成状況を評価す
るものとする。 
  
○数値目標２.‐１ 
○数値目標２.‐２ 

 ※下欄に記載 
 
 この数値目標を達成するた
め、以下の取組みを行うものと
する。 

２．世界に通用するオープン
イノベーションの促進と研究
開発型ベンチャー企業の育成 
 
第４期中長期目標における

数値目標を第４期中長期計画
においても同様に以下のとお
り掲げ、その達成状況を評価
するものとする。 
  
○数値目標２.‐１ 
○数値目標２.‐２ 

 ※下欄に記載 
 
 この数値目標を達成するた
め、以下の取組みを行うもの
とする。 

 ２．世界に通用するオープンイノベーショ
ンの促進と研究開発型ベンチャー企業の育
成 
 

―  

 

組織や業種等の壁を越え
て、技術やノウハウ、人材等を
組み合わせ、新たな価値を創
造する企業の「オープンイノ
ベーション」の取組を積極的
に推進しつつ、新規産業・雇用
の創出の担い手として、新規
性・機動性に富んだ「研究開発
型ベンチャー企業」等の育成
を図るため、ＮＥＤＯは、①民
間ベンチャーキャピタルやカ
タライザー等と連携した補助
事業や研修事業、②オープン
イノベーション・ベンチャー
創造協議会等の幅広いネット
ワークの構築、③ナショナル
プロジェクトのマネジメント
で培ってきた先進的技術に関
する高い目利き能力を活かし
た支援を実施してきていると
ころ。 
 これらのリソースを活か
し、第４期中長期目標期間に
おいては、ＮＥＤＯが研究開
発型ベンチャーの支援に必要
な「技術的目利き」を行いつ
つ、民間資金や政府資金を研
究開発型ベンチャーのシード
期に引き込み、「技術とマネー
の結節点」として研究開発型
ベンチャー・エコシステム創
出のハブとして機能するとと
もに、他公的支援機関等と連
携しつつ官民のベンチャー支

 組織や業種等の壁を越えて、
技術やノウハウ、人材等を組み
合わせ、新たな価値を創造する
企業の「オープンイノベーショ
ン」の取組を積極的に推進しつ
つ、新規産業・雇用の創出の担
い手として、新規性・機動性に
富んだ「研究開発型ベンチャー
企業」等の育成を図るため、機
構は、①民間ベンチャーキャピ
タルやカタライザー等と連携
した補助事業や研修事業、②オ
ープンイノベーション・ベンチ
ャー創造協議会等の幅広いネ
ットワークの構築、③ナショナ
ルプロジェクトのマネジメン
トで培ってきた先進的技術に
関する高い目利き能力を活か
した支援を実施してきている
ところ。 
 これらのリソースを活かし、
第４期中長期目標期間におい
ては、機構が研究開発型ベンチ
ャーの支援に必要な「技術的目
利き」を行いつつ、専門家等と
連携し研究開発型ベンチャー
の事業計画策定の支援等を行
う。また、民間資金や政府資金
を研究開発型ベンチャーのシ
ード期に引き込み、シーズ段階
から事業化までの一貫した支
援体制を構築し、「技術とマネ
ーの結節点」として研究開発型
ベンチャー・エコシステム創出
のハブとして機能するととも

 組織や業種等の壁を越え
て、技術やノウハウ、人材等を
組み合わせ、新たな価値を創
造する企業の「オープンイノ
ベーション」の取組を積極的
に推進しつつ、新規産業・雇用
の創出の担い手として、新規
性・機動性に富んだ「研究開発
型ベンチャー企業」等の育成
を図るため、機構は、①民間ベ
ンチャーキャピタルやカタラ
イザー等と連携した補助事業
や研修事業、②オープンイノ
ベーション・ベンチャー創造
協議会等の幅広いネットワー
クの構築、③ナショナルプロ
ジェクトのマネジメントで培
ってきた先進的技術に関する
高い目利き能力を活かした支
援を実施してきているとこ
ろ。 
 これらのリソースを活か
し、平成３０年度においては、
機構が研究開発型ベンチャー
の支援に必要な「技術的目利
き」を行いつつ、専門家等と連
携し研究開発型ベンチャーの
事業計画策定の支援等を行
う。また、民間資金や政府資金
を研究開発型ベンチャーのシ
ード期に引き込み、シーズ段
階から事業化までの一貫した
支援体制を構築し、「技術とマ
ネーの結節点」として研究開
発型ベンチャー・エコシステ

 「技術とマネーの結節点」として研究開発
型ベンチャー・エコシステム創出のハブと
して機能を果たしていくため、ベンチャー
キャピタルと連携し、シード期の研究開発
型ベンチャーに対する事業化支援を実施。
具体的には、２０１８年７月にベンチャー
支援を行うＶＣ（ＮＥＤＯが認定ＶＣとし
て認定）について、１０社・チームを追加
認定（現在３４社・チームを認定。現在、
事業カタライザーを５０名、専門カタライ
ザーを５９名及び技術カタライザーを１４
名、計１２３名を委嘱するなど、支援者等
のネットワークの構築を推進。 
 加えて、研究開発型ベンチャーの支援者
の育成を目的に支援者育成のための研修事
業の応募を実施、８５名の応募があり、約
４０名について研修・ＯＪＴ等の機会を提
供。 
 オープンイノベーション・ベンチャー創
造協議会では、内閣府、厚生労働省、デジ
タルコンテンツ協会、グローバルネットワ
ーク協議会やＪＥＩＴＡ等関係機関と連携
したピッチイベントを実施。 
 「J-Startup」事業では、事務局として経
済産業省やＪＥＴＲＯ等と協力して、ロー
ンチセレモニー等の関連機関へのＰＲ・関
係構築等のためのイベントを７回開催。Ｐ
Ｒのための公式ＨＰの構築や関連機関との
連携の取りまとめを実施。また、６月に公
表したセレクション企業（J-Startup）９２
社のうち４３社は機構の支援実績を有する
ほか、各種表彰等の受賞者など現在活躍し
ているベンチャーの多くがＮＥＤＯ事業を
利用し、成長。 

【評価のポイント】 
・「J-Startup」企業の第１回選定にあ
たり、ＮＥＤＯが抱える事業カタラ
イザー等の有識者及び関連機関と
のネットワークを活用し、推薦人６
６名及びサポーター企業１３９社
（２０１９年３月末時点）の支援体
制の構築に貢献。 

・第１回選定９２社のうち４３社に
ついて過去に機構の支援を受けた
事業者が選定されるなど、現在活躍
しているベンチャーの多くがＮＥ
ＤＯ事業を利用し成長。 

・選定企業に対しては、「研究開発型
ベンチャー支援事業」において審査
時に一定の優遇措置を設ける等、施
策と連携した事業運営を実施。 
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援のハブを担うことを目指す
ものとする。 
 この取組を促すため、第４
期中長期目標における数値目
標を以下のとおり掲げ、その
達成状況を評価するものとす
る。 

に、他公的支援機関等との事業
の相互的な連携や情報の交換
等を通じ、官民のベンチャー支
援のハブを担うことを目指す
ものとする。 

ム創出のハブとして機能する
とともに、「Startup セレクシ
ョン」事業等により、他公的支
援機関等との事業の相互的な
連携や情報の交換等を通じ、
官民のベンチャー支援のハブ
を担うことを目指すものとす
る。 

 

○数値目標２.‐１ 
【目標】 
 イノベーションの担い手と
して重要な技術集約型の中
堅・中小・ベンチャー企業の育
成・支援に意識的に取り組む
観点から、新規採択額（特定公
募型研究開発業務を除く。）に
占める中堅・中小・ベンチャー
企業の採択額の割合について
２０％以上とすることとす
る。なお、評価単位毎の目標は
中長期計画において明示する
ものとする。 
※中堅企業：従業員１，０００
人未満又は売上１，０００億
円未満の企業であって 
中小企業を除く。 

○数値目標２.‐１ 
【目標】 
 イノベーションの担い手と
して重要な技術集約型の中堅・
中小・ベンチャー企業の育成・
支援に意識的に取り組む観点
から、新規採択額（特定公募型
研究開発業務を除く。）に占め
る中堅・中小・ベンチャー企業
の採択額の割合について２
０％以上とすることとする。 
※中堅企業：従業員１，０００
人未満又は売上１，０００億円
未満の企業であって中小企業
を除く。 
 
 なお、評価単位毎の目標は以
下のとおりとする。 
 
 
エネルギーシステム分野       
１５％ 

 省エネルギー・環境分野       
１５％ 

産業技術分野            
 １５％ 

 新産業創出・シーズ発掘等 
分野 
 ６０％ 

○数値目標２.‐１ 
【目標】 
 イノベーションの担い手と
して重要な技術集約型の中
堅・中小・ベンチャー企業の育
成・支援に意識的に取り組む
観点から、新規採択額（特定公
募型研究開発業務を除く。）に
占める中堅・中小・ベンチャー
企業の採択額の割合について
２０％以上とする中長期計画
の達成に向けて取り組む。 
※中堅企業：従業員１，０００
人未満又は売上１，０００億
円未満の企業であって中小企
業を除く。 
 なお、評価単位毎の目標は
以下のとおりとする。 
 
 
エネルギーシステム分野      
１５％ 

 省エネルギー・環境分野       
１５％ 

産業技術分野             
１５％ 

 新産業創出・シーズ発掘等
分野  
６０％ 

【評価軸】 
○研究開発型ベンチ
ャー企業等の育成に
積極的に取り組んで
いるか。 
 
【関連する評価指標】 
○新規採択額に占め
る中堅・中小・ベンチ
ャー企業の採択額の
割合（評価指標） 

○数値目標２.‐１ 
【新規採択額に占める中堅・中小ベンチャ
ー企業の採択額の割合（評価指標）】 

・新規採択額（特定公募型研究開発業務を
除く。）に占める中堅・中小・ベンチャー
企業の採択額の割合について、２０１８
年度の実績は以下のとおり。 
 

［エネルギーシステム分野］  
２１．９％ 

 （５１．９億円／２３７．５億円） 
 

［省エネルギー・環境分野］ 
５７．４％ 

 （１８７．３億円／３２６．３億円） 
 

［産業技術分野］ 
１６．５％ 

 （９７．４億円／５９１．３億円） 
 

［新産業創出・シーズ発掘等分野］  
８４．７％ 

 （６０．５億円／７１．５億円） 
 
（参考：ＮＥＤＯ全体） 
３２．４％ 

 （３９７．２億円／１２２６．５億円） 

 
【評価のポイント】 
・２０１８年度の新規採択額に占め
る中堅・中小・ベンチャー企業の割
合について、すべてのセグメントで
目標を上回る実績を達成。また、Ｎ
ＥＤＯ全体でも、３２．４％となり、
目標を上回る実績を達成。 

 

 

【目標】「基幹目標」 
 ＮＥＤＯが技術と資金の結
節点となり、研究開発型ベン
チャー支援のハブとしての役
割を果たすことを測る指標と
して、民間ベンチャーキャピ
タル等からの資金呼び込み額
を指標とする目標を新たに設
ける。 
具体的には、ＮＥＤＯの支援
をきっかけとして、研究開発
型ベンチャーが民間ベンチャ
ーキャピタル等から得た外部
資金を指標とし、民間ベンチ
ャーキャピタル等から得た外
部資金をＮＥＤＯ支援額で除
して得られる倍率について、
該当する評価単位のそれぞれ
において、いずれも第３期中
長期目標における実績見込み
（２．２５倍）から５割引き上
げ３．４６倍以上とすること

○数値目標２.‐２ （※記載場
所は冒頭） 
【目標】「基幹目標」 
 機構が技術と資金の結節点
となり、研究開発型ベンチャー
支援のハブとしての役割を果
たすことを測る指標として、民
間ベンチャーキャピタル等か
らの資金呼び込み額を指標と
する目標を新たに設ける。 
 具体的には、機構の支援をき
っかけとして、研究開発型ベン
チャーが民間ベンチャーキャ
ピタル等から得た外部資金を
指標とし、民間ベンチャーキャ
ピタル等から得た外部資金を
機構支援額で除して得られる
倍率について、該当する評価単
位のそれぞれにおいて、いずれ
も第３期中長期目標における
実績見込みの倍率（２．２５倍）
から５割引き上げ３．４６倍以

○数値目標２.‐２ （※記載
場所は冒頭） 
【目標】「基幹目標」 
 機構が技術と資金の結節点
となり、研究開発型ベンチャ
ー支援のハブとしての役割を
果たすことを測る指標とし
て、民間ベンチャーキャピタ
ル等からの資金呼び込み額を
指標とする目標を設ける。 
 具体的には、機構の支援を
きっかけとして、研究開発型
ベンチャーが民間ベンチャー
キャピタル等から得た外部資
金を指標とし、民間ベンチャ
ーキャピタル等から得た外部
資金を機構支援額で除して得
られる倍率について、平成３
０年度は０．６９倍以上を目
標とし、第４期中長期計画の
達成に向けて取り組む。 

【評価軸】 
○研究開発型ベンチ
ャー支援のハブとし
ての役割を果たして
いるか。 
 
【関連する評価指標】 
○ＮＥＤＯ支援額に
対する民間ベンチャ
ーキャピタル等から
の資金呼び込み額比
率（評価指標） 

○数値目標２.‐２ 「基幹目標」 
【ＮＥＤＯ支援額に対する民間ベンチャー
キャピタル等からの資金呼び込み額比率
（評価指標）】 

・民間ベンチャーキャピタル等から得た外
部資金を機構支援額で除して得られる倍
率について、２０１８年度の実績は以下
のとおり。 

 
［新産業創出・シーズ発掘等分野］ 
１．５２倍 

 （外部資金獲得額１９．８億円／ 
機構支援額１３．０億円） 

 
【評価のポイント】 
・資金呼び込み倍率について、目標を
大きく上回る１．５２倍（目標：０．
６９倍以上）を達成。 

・２０１８年７月にＮＥＤＯ事業と
協調し、ベンチャー支援を行うＶＣ
（ＮＥＤＯが認定ＶＣとして認定）
について１０社・チームを追加認
定。地域案件の発掘・初期段階の育
成支援のため、地域・アクセラレー
ター枠を設定し、新たに地方のＶＣ
も認定ＶＣに追加。現在３４社・チ
ームを認定し、応募数の増加及び地
域発も含めて有望案件の発掘を促
進。 

・民間における投資のタイミング等
に鑑み、年間の公募予定を事前に公
開の上、複数回公募を実施するな
ど、弾力的に事業を運営。 

・事業連携及び追加資金調達に繋げ
るため、展示会出展及びピッチ登壇
機会の提供等を実施。 
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を第４期中長期目標期間の目
標とする。 

上とすることを第４期中長期
目標期間の目標とする。 
 

 

【重要度：高】、【優先度：高】 
 ＮＥＤＯが研究開発型ベン
チャーの支援に必要な「技術
的目利き」を行いつつ、民間ベ
ンチャーキャピタル等からの
資金を呼び込む上で、「技術と
マネーの結節点」としてベン
チャー支援のハブとなる役割
を果たすことが最も重要であ
り、優先的に取組むべきもの
であることから、重要度及び
優先度が高いものである。 
【難易度：高】 
 研究開発型ベンチャーの初
期段階の研究開発リスクの低
減をＮＥＤＯの支援により実
施しつつ、民間ベンチャーキ
ャピタル等からの投資等の資
金を呼び込むものであるが、
民間ベンチャーキャピタル等
の投資規模の判断についてＮ
ＥＤＯが決定できるものでは
ないことに加え、世界的な金
融危機が発生した際には投資
額が大きく落ち込むなど金融
経済情勢に大きく左右される
外的要因もあるため。 

― ―  ― ―  

 

また、オープンイノベーショ
ンの促進、研究開発型ベンチ
ャー企業の育成に係る取組を
以下の（１）及び（２）のとお
り行うものとする。 

また、オープンイノベーショ
ンの促進、研究開発型ベンチャ
ー企業の育成に係る取組を以
下の（１）及び（２）のとおり
行うものとする。 

また、オープンイノベーショ
ンの促進、研究開発型ベンチ
ャー企業の育成に係る取組を
以下の（１）及び（２）のとお
り行うものとする。 

 ― ―  

 

（１）オープンイノベーショ
ンの促進 
  近年、組織や業種等の壁を
越えて、技術やノウハウ、人材
等を組み合わせ、新たな価値
を創造する企業の「オープン
イノベーション」の取組が重
要となってきていることか
ら、第３期中長期目標期間に
おいて、その取組を促進すべ
く、技術ニーズとシーズのマ
ッチングの推進、中堅・中小・
ベンチャー企業の共同研究等
支援の取組を実施してきたと
ころである。 

（１）オープンイノベーション
の促進 
 近年、組織や業種等の壁を越
えて、技術やノウハウ、人材等
を組み合わせ、新たな価値を創
造する企業の「オープンイノベ
ーション」の取組が重要となっ
てきていることから、第３期中
長期目標期間において、その取
組を推進すべく、技術ニーズと
シーズのマッチングの推進、中
堅・中小・ベンチャー企業の共
同研究等支援の取組等を実施
してきたところである。 
 第４期中長期目標期間にお
いては、引き続き、我が国企業

（１）オープンイノベーショ
ンの促進  
 近年、組織や業種等の壁を
越えて、技術やノウハウ、人材
等を組み合わせ、新たな価値
を創造する企業の「オープン
イノベーション」の取組が重
要となってきていることか
ら、第３期中長期目標期間に
おいて、その取組を推進すべ
く、技術ニーズとシーズのマ
ッチングの推進、中堅・中小・
ベンチャー企業の共同研究等
支援の取組を実施してきたと
ころである。 

 （１）オープンイノベーションの促進 
 オープンイノベーションの取組を推進す
べく、オープンイノベーション白書（第二
版）を６月２７日に公開。第三版の公開に
向けて調査を実施中（２０２０年４月以降
に公開予定）。加えて、事業会社の新規事業
担当者向けのワークショップを６回開催、
オープンイノベーション等に関するセミナ
ーを３回開催。ＮＥＤＯピッチへの登壇を
きっかけとして１９件の面談とＮＤＡ締結
等７件の協業の成立が実現。 
 中小企業等の技術力向上と橋渡し研究機
関の機能支援を目的とする「中堅・中小企
業への橋渡し研究開発促進事業」を引き続
き実施し、２０１８年度は新たに５件採択
し、事業を実施。また、２０１８年度は新

 
【評価のポイント】 
・ピッチイベントにおいては、「研究
開発型ベンチャー支援事業」等の
NEDO 事業の支援を受けた事業者
７社を含むベンチャー企業に登壇
機会の提供を行い、ベンチャー支援
施策とも連携を図りつつ事業化を
支援。 

・オープンイノベーションの促進に
資する会員向けワークショップを
開催し、参加者の７割程度から抱え
る課題解決に寄与したとの回答を
得た。 

・６月にオープンイノベーション白
書第二版を公開。各種専門誌やビジ
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 第４期中長期目標期間にお
いては、引き続き、我が国企業
のオープンイノベーションの
取組を促進すべく、産業界の
取組への関与・支援、技術ニー
ズと技術シーズのマッチング
を促進するとともに、中堅・中
小・ベンチャー企業と革新的
な技術シーズを事業化に結び
つける「橋渡し」機能の能力を
有する機関との共同研究への
支援を行うものとする。 

のオープンイノベーションの
取組を推進すべく、オープンイ
ノベーション・ベンチャー創造
協議会の運営及びオープンイ
ノベーション白書の発行、国内
外の技術普及・推進機関と連携
支援等を通じ、産業界の取組へ
の関与・支援、技術ニーズと技
術シーズのマッチングを推進
するとともに、中堅・中小・ベ
ンチャー企業と革新的な技術
シーズを事業化に結びつける
「橋渡し」機能の能力を有する
機関との共同研究への支援を
行うものとする。 

 平成３０年度においては、
引き続き、我が国企業のオー
プンイノベーションの取組を
推進すべく、オープンイノベ
ーション・ベンチャー創造協
議会の運営を通じ各種セミナ
ー及びピッチイベント等を行
うとともに、オープンイノベ
ーション白書を改定するとと
もに、国内外の技術普及・推進
機関と連携支援等、産業界の
取組への関与・支援、技術ニー
ズと技術シーズのマッチング
を推進する。また、中堅・中小・
ベンチャー企業と革新的な技
術シーズを事業化に結びつけ
る「橋渡し」機能の能力を有す
る機関との共同研究への支援
として「中堅・中小企業への橋
渡し研究開発促進事業」等を
行うものとする。 
 

たに３つの橋渡し研究機関を確認し、２０
１９年３月末までに確認した橋渡し研究機
関は１８５機関となっている。２０１９年
度以降は、支援対象を研究開発型ベンチャ
ー企業に絞り、その研究開発・実用化の促
進を目的に「研究開発型ベンチャー支援事
業」へ事業を統合する。 

ネス系 web サイトでの記事公開、
講演依頼を受けるなど高い関心を
獲得。 

・２０１９年４月１日時点の会員数
は１３６６者となり、昨年同時期よ
り１８％増加。 

 

（２）研究開発型ベンチャー
企業の育成 
ＮＥＤＯはこれまで中堅・中
小・ベンチャー企業を技術面
から支援し、研究開発助成等
による研究開発リスクの低減
に貢献してきており、第３期
中長期目標期間には、研究開
発型ベンチャー企業等の育成
を図ることを目的として、シ
ーズ発掘から民間リスクマネ
ーの獲得、事業化の支援に至
るまでのシームレスな支援環
境の構築等を実施してきたと
ころである。 
 経済の活性化や新規産業・
雇用の創出の担い手として、
新規性・機動性に富んだ「研究
開発型ベンチャー企業」等の
育成がより一層重要になって
きていることにも鑑み、ベン
チャー企業への実用化助成事
業における取組等を一層推進
する。 
 上記事業の実施に当たって
は、我が国におけるベンチャ
ー・エコシステムの構築が重
要であることに鑑み、諸外国
の先進的な取組も参考にしつ
つ、ベンチャーキャピタル及
び事業会社等との協調支援の
取組を一層推進し、研究開発
型ベンチャー企業の成長と新
陳代謝を促進する環境づくり
を行うほか、官民の支援機関
及び地方との連携体制を強化
し、研究開発型ベンチャー企
業の一層の底上げを図る。さ
らに、我が国における企業意
識の醸成・浸透に係る取組を
行う。特に、ＮＥＤＯの支援を

（２）研究開発型ベンチャー企
業の育成 
ＮＥＤＯはこれまで中堅・中
小・ベンチャー企業を技術面か
ら支援し、研究開発助成等によ
る研究開発リスクの低減に貢
献してきており、第３期中長期
目標期間には、研究開発型ベン
チャー企業等の育成を図るこ
とを目的として、シーズ発掘か
ら民間リスクマネーの獲得、事
業化の支援に至るまでのシー
ムレスな支援環境の構築等を
実施してきたところである。 
 経済の活性化や新規産業・雇
用の創出の担い手として、新規
性・機動性に富んだ「研究開発
型ベンチャー企業」等の育成が
より一層重要になってきてい
ることにも鑑み、ベンチャー企
業への実用化助成事業におけ
る取組等を一層推進する。 
 上記事業の実施に当たって
は、我が国におけるベンチャ
ー・エコシステムの構築が重要
であることに鑑み、諸外国の先
進的な取組も参考にしつつ、ベ
ンチャーキャピタル及び事業
会社等との協調支援の取組を
一層推進し、研究開発型ベンチ
ャー企業の成長と新陳代謝を
促進する環境づくりを行うほ
か、官民の支援機関及び地方と
の連携体制を強化し、研究開発
型ベンチャー企業の一層の底
上げを図る。さらに、我が国に
おける企業意識の醸成・浸透に
係る取組を行う。特に、ＮＥＤ
Ｏの支援を受けた研究開発型
ベンチャー企業の成功事例の
紹介に努めるものとする。 

（２）研究開発型ベンチャー
企業の育成 
機構はこれまで中堅・中小・ベ
ンチャー企業を技術面から支
援し、研究開発助成等による
研究開発リスクの低減に貢献
してきており、第３期中長期
目標期間には、研究開発型ベ
ンチャー企業等の振興を図る
ことを目的として、シーズ発
掘から民間リスクマネーの獲
得、事業化の支援に至るまで
のシームレスな支援環境の構
築等を実施してきたところで
ある。 
 経済の活性化や新規産業・
雇用の創出の担い手として、
新規性・機動性に富んだ「研究
開発型ベンチャー企業」等の
振興がより一層重要になって
きていることにも鑑み、「研究
開発型ベンチャー支援事業」
においてベンチャー企業への
実用化助成事業における取組
等を一層推進する。 
 上記事業の実施に当たって
は、我が国におけるベンチャ
ー・エコシステムの構築が重
要であることに鑑み、諸外国
の先進的な取組も参考にしつ
つ、シーズ段階から事業化ま
で一貫した支援体制を構築す
ることで、ベンチャー企業が
保有する技術の事業化を通
じ、イノベーション創出及び
経済の活性化等を実現するこ
とを目指し、ベンチャーキャ
ピタル及び事業会社等との協
調支援の取組を一層推進する
とともに、支援人材の育成を
行うなど、研究開発型ベンチ

 （２）研究開発型ベンチャー企業の育成 
 我が国におけるベンチャー・エコシステ
ムの発展を後押しするため「研究開発型ベ
ンチャー支援事業」の中で以下の４事業を
実施中。 
 
①「NEDO Technology Commercializati
on Program（ＴＣＰ）」（２０１４年度～） 
 大学・企業等の研究者を対象としたビジ
ネスプラン構築支援とマッチング機会の提
供を組み合わせた研修プログラムとして実
施。２０１８年度は５０件の応募があり今
後、書面審査を通過した案件に対して、ビ
ジネスプラン構築に関する研修や個別のメ
ンタリング等の実施した後、ピッチ形式で
のビジネスプランコンテスト（二次審査会
は川崎及び大阪、最終審査会は東京）を実
施。 
 また地域連携イベントからもＴＣＰに該
当する優秀者を二次審査会、最終審査会へ
出場する機会の提供を並行して実施。 
 
②「NEDO Entrepreneurs Program」（２
０１８年度～） 
 事業化の専門家（起業家やＶＣ等）であ
る事業カタライザーがビジネスプラン構築
に係る支援を行いつつ、研究開発に係る資
金的な支援を実施。２０１８年度は９０件
の応募があり、２０件に対して支援を実施。 
 
③「シード期の研究開発型ベンチャー（Ｓ
ＴＳ）に対する事業化支援」（２０１５年度
～） 
 機構が認定した民間ベンチャーキャピタ
ル等（認定ＶＣ）からの出資を条件として、
機構からの研究開発に係る資金的な支援と
認定ＶＣによる出資・ハンズオンとの連携
による協調支援を実施。２０１８年度は第
一回公募において計２３件の応募があり９
件を、第二回公募において計２７件の応募
があり９件を採択・交付決定し支援を実施

 
【評価のポイント】 
・「研究開発型ベンチャー支援事業」
において、２０１８年度は４９件の
ベンチャー・起業家を支援。 

・ＶＣとの協調支援プログラムを中
心に複数のプログラムを実施し、シ
ーズ発掘から事業化に至るまでシ
ームレスな支援環境の構築を実現。 

・「J-Startup 事業」の本格運用、
「NEDO Entrepreneurs Program
（ＮＥＰ）事業」の開始、「ＡＩシ
ステム共同開発支援事業」の実施
等、各フェーズ・分野の支援ニーズ
に応じ柔軟に支援プログラムを拡
充・運用。 

・シリコンバレーにおける研修事業
をきっかけに、参加者が米国法人を
２０１９年１月に設立。 

・これまで、機構からの支援を受けた
研究開発型ベンチャーのうち、その
後にＩＰＯ（株式公開）を果たした
のは２３社。２０１８年度は新たに
３社上場。上場した２３社につい
て、２０１９年３月時点での時価総
額は１兆２，７９１億円を達成。 

・川崎市と共同で起業家支援拠点
「Kawasaki-NEDO Innovation 
Center（K-NIC）」を２０１９年
３月に開設、運営を開始。 

・九州大学（５月）、広島大学（１月）、
東北大学（２月）、名古屋大学（３
月）及び神戸大学（３月）と計５大
学と起業家支援に係る相互協力の
覚書を締結し、地域大学との連携の
強化を推進（引き続き拡充予定）。 
１９件（２０１７年度は１１件）の
地域発シーズについて「研究開発型
ベンチャー支援事業」で資金支援を
実施。 
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受けた研究開発型ベンチャー
企業の成功事例の紹介に努め
るものとする。 
 また、１.（５）②に準じて、
業務を行うものとする。 

 また、１.（５）②に準じて、
業務を行うものとする。 

ャー企業の成長と新陳代謝を
促進する環境づくりを行う。
また、「Startup セレクショ
ン」事業等により官民の支援
機関との連携を図るほか、地
方との連携体制を強化し、研
究開発型ベンチャー企業の一
層の底上げを図るとともに、
我が国における企業意識の醸
成・浸透に係る取組を行う。こ
れに加え、技術・市場動向に応
じ、「ＡＩシステム共同開発支
援事業」等ＡＩ等の個別分野
を対象とした支援を行うな
ど、イノベーション創出の後
押しをする。さらに、ＮＥＤＯ
の支援を受けた研究開発型ベ
ンチャー企業の成功事例の紹
介に努めるものとする。 
 また、１.（５）②に準じて、
業務を行うものとする。 

中。 
 
④「企業間連携スタートアップ（ＳＣＡ）
に対する事業化支援」（２０１６年度～） 
 事業会社と共同研究等を行う研究開発型
ベンチャーに対する支援事業として創設。
２０１８年度は第一回公募において４３件
の応募があり８件を、第二回公募において
３２件の応募があり３件を採択・交付決定
し支援を実施中。 
 
 引き続き「研究開発型ベンチャー支援事
業」として、シーズ発掘から民間リスクマ
ネーの獲得、事業化の支援に至るまでのシ
ームレスな支援環境の構築と強化を実現す
るとともに、ベンチャー支援人材の育成プ
ログラムを実施することで、ベンチャー・
エコシステムを強化。 
 
 加えて、２０１７年度補正予算事業とし
て開始した「ＡＩシステム共同開発支援事
業」においては、２５件について事業を実
施。 
 さらに、地域発・大学発のシーズの発掘
や事業化・起業支援を目的に、関係機関と
の連携を強化するため、川崎市と起業家支
援のワンストップ拠点に関する覚書を締結
（５月）し、川崎市と共同でワンストップ
支援拠点である Kawasaki-NEDO Innov
ation Center（K-NIC）の運営を３月から
開始。さらに、九州大学（６月）、広島大学
（１月）、東北大学（２月）、名古屋大学（３
月）及び神戸大学（３月）と起業家支援に
係る相互協力の覚書を締結。 

 

３．技術に対するインテリジ
ェンス向上による技術開発マ
ネジメントの強化 
 

３．技術に対するインテリジェ
ンス向上による成果の最大化 
 第４期中長期目標における
数値目標を第４期中長期計画
においても同様に以下のとお
り掲げ、その達成状況を評価す
るものとする。 
 
○数値目標３.‐１ 

 ○数値目標３.‐２ 
 ※下欄に記載 
 
この数値目標を達成するため、
以下の取組みを行うものとす
る。 

３．技術に対するインテリジ
ェンス向上による成果の最大 
 第４期中長期目標における
数値目標を第４期中長期計画
においても同様に以下のとお
り掲げ、その達成状況を評価
するものとする。  
 
○数値目標３.‐１ 
○数値目標３.‐２ 
※下欄に記載 

 
この数値目標を達成するた
め、以下の取組みを行うもの
とする。 

 ３．技術に対するインテリジェンス向上に
よる成果の最大化 
 

―  

 

（１）技術情報の収集・分析に
関する機能強化及び技術戦略
の策定 
ＴＳＣを中心として、国内外
の有望技術・先端技術と社会
課題・市場課題の動向に関す
る情報を収集・把握し、それら
情報に基づいて、技術革新が
もたらす将来の国内外市場を
分析するとともに、産学官の
連携によりその市場の獲得に
つなげるための戦略を策定す
るものとする。そのために、国
内外における革新的な技術の

（１）技術情報の収集・分析に
関する機能強化及び技術戦略
の策定 
 ＴＳＣを中心として、国内外
の有望技術・先端技術と社会課
題・市場課題の動向に関する情
報を収集・把握し、それら情報
に基づいて、技術革新がもたら
す将来の国内外市場を分析す
るとともに、産学官の連携によ
りその市場の獲得につなげる
ための戦略を策定するものと
する。そのために、国内外にお
ける革新的な技術の探索、その

（１）技術情報の収集・分析に
関する機能強化及び技術戦略
の策定 
 ＴＳＣを中心として、国内
外の有望技術・先端技術と社
会課題・市場課題の動向に関
する情報を収集・把握し、それ
ら情報に基づいて、技術革新
がもたらす将来の国内外市場
を分析するとともに、産学官
の連携によりその市場の獲得
につなげるための戦略を策定
するものとする。そのために、
国内外における革新的な技術

 （１）技術情報の収集・分析に関する機能
強化及び技術戦略の策定 
 ＴＳＣを中心として、国内外の有望技術・
先端技術と社会課題・市場課題の動向に関
する情報を収集・把握し、それら情報に基
づいて、技術革新がもたらす将来の国内外
市場を分析するとともに、産学官の連携に
よりその市場の獲得につなげるための戦略
を策定。そのために、国内外における革新
的な技術の探索、実現したい将来像とシナ
リオ、その技術を実用化するまでのボトル
ネックの見極め、将来の国内外の市場に及
ぼすインパクトの予測及びこれら分析に基
づく技術戦略の策定に関する機能及び能力

 
 
【評価のポイント】 
・バックキャスティング手法の高度
化により、食料問題、インフラの老
朽化等の社会課題を体系的に抽出
するための一手法として新たに実
施。ＮＥＤＯだけでなく、政策立案
を担う経済産業省の関係者も参加
することで、協働するプロセス作り
を実施。 
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探索、その技術を実用化する
までのボトルネックの見極
め、将来の国内外の市場に及
ぼすインパクトの予測及びこ
れら分析に基づく技術戦略の
策定に関する機能及び能力の
向上に取り組むものとする。
その際、特許庁の技術動向調
査等行政機関が実施する調査
研究からの技術動向の把握、
最新の科学技術情報を持つ研
究機関等との連携強化及び国
内外における研究者、技術者
等とのネットワーク構築に取
組むものとする。また、国だけ
ではなく民間企業におけるイ
ノベーション促進にも資する
技術戦略を目指す。 
 また、技術戦略の策定にあ
たっては、技術分野毎に企業
が抱える共通の課題や技術領
域を抽出することにより、産
学官連携による課題解決に向
けた取組を促進するものとす
る。その際、技術戦略の客観性
を担保するため、情報の取扱
に注意しつつ、策定途中の技
術戦略案のとりまとめの方向
性について複数の外部専門家
から意見を聞くものとする。 

技術を実用化するまでのボト
ルネックの見極め、将来の国内
外の市場に及ぼすインパクト
の予測及びこれら分析に基づ
く技術戦略の策定に関する機
能及び能力の向上に取り組む
ものとする。その際、特許庁の
技術動向調査等行政機関が実
施する調査研究からの技術動
向の把握、最新の科学技術情報
を持つ国立研究開発法人科学
技術振興機構研究開発戦略セ
ンター（ＣＲＤＳ）等との連携
強化及び国内外における研究
者、技術者等とのネットワーク
構築に取組むものとする。ま
た、国だけではなく民間企業に
おけるイノベーション促進に
も資する技術戦略を目指す。 
 また、技術戦略の策定にあた
っては、技術分野毎に企業が抱
える共通の課題や技術領域を
抽出することにより、産学官連
携による課題解決に向けた取
り組みを促進するものとする。
その際、技術戦略の客観性を担
保するため、情報漏えいに注意
しつつ、策定途中の技術戦略案
について、その技術戦略のとり
まとめの方向性について技術
分野毎の有識者をフェローと
して採用すること等により、積
極的に複数の外部専門家から
意見を聞くものとする。 
 

の探索、その技術を実用化す
るまでのボトルネックの見極
め、将来の国内外の市場に及
ぼすインパクトの予測及びこ
れら分析に基づく技術戦略の
策定に関する機能及び能力の
向上に取り組むものとする。
その際、特許庁の技術動向調
査等行政機関が実施する調査
研究からの技術動向の把握、
最新の科学技術情報を持つ国
立研究開発法人科学技術振興
機構研究開発戦略センター
（ＣＲＤＳ）等との連携強化
及び国内外における研究者、
技術者等とのネットワーク構
築に取組むものとする。また、
国だけではなく民間企業にお
けるイノベーション促進にも
資する技術戦略を目指す。 
 また、技術戦略の策定にあ
たっては、技術分野毎に企業
が抱える共通の課題や技術領
域を抽出することにより、産
学官連携による課題解決に向
けた取組を促進するものとす
る。その際、技術戦略の客観性
を担保するため、情報漏えい
に注意しつつ、策定途中の技
術戦略案について、その技術
戦略のとりまとめの方向性に
ついて技術分野毎の有識者を
フェローとして採用すること
等により、積極的に複数の外
部専門家から意見を聞くもの
とする。 

の向上に取り組んだ。その際、特許庁の技
術動向調査等行政機関が実施する調査では
「三次元計測」や「電池の充放電技術」等
の委員会からの技術動向の把握、最新の科
学技術情報を持つ国立研究開発法人科学技
術振興機構研究開発戦略センター（ＣＲＤ
Ｓ）等との連携強化及び国内外における研
究者、技術者等とのネットワーク構築に引
き続き取組んだ。また、国だけではなく民
間企業におけるイノベーション促進にも資
する技術戦略を目指し、新たな技術戦略分
野の探求を目指した試みとして、バックキ
ャスティング型のアプローチとして「社会
課題起点のアイデア創発ブレストセッショ
ン」、フォーキャスティング型のアプローチ
として「非連続イノベーションシーズ研究
会」を立ち上げた。 
 また、技術戦略の策定にあたっては、技
術分野毎に企業が抱える共通の課題や技術
領域を抽出することにより、産学官連携に
よる課題解決に向けた取組を促進。その際、
技術戦略の客観性を担保するため、情報漏
えいに注意しつつ、策定途中の技術戦略案
について、その技術戦略のとりまとめの方
向性について技術分野毎の有識者をフェロ
ーとして採用すること、ワークショップの
開催等により、積極的に複数の外部専門家
から意見を聴取。 

 

 さらに、海外事務所も最大
限活用して、ＴＳＣの技術情
報収集・分析に関する機能強
化及び技術戦略策定能力の向
上のための体制強化に取り組
むとともに、ＮＥＤＯ事業推
進部の職員を戦略策定に関与
させる仕組みを導入するもの
とする。 
 加えて、科学技術イノベー
ション総合戦略 2017 で指摘
されているように、技術力は
我が国の経済・社会活動を支
える基盤であるとともに、国
及び国民の安全・安心を確保
するための基盤ともなってお
り、安全保障に資する技術を
幅広く活用し、民生分野にお
ける科学技術イノベーション
を促進することも期待され
る。このため、我が国の科学技
術の現状の情報収集、客観的
根拠に基づく先端技術の進展
予測、国内外の科学技術の動
向把握などについて、科学技
術の変化により安全保障を巡
る環境にもたらされる影響を

さらに、海外事務所も最大限
活用して、ＴＳＣの技術情報収
集・分析に関する機能強化及び
技術戦略策定能力の向上のた
めの体制強化に取り組むとと
もに、事業推進部の職員を戦略
策定に関与させる仕組みを導
入するものとする。 
 科学技術イノベーション総
合戦略２０１７で指摘されて
いるように、技術力は我が国の
経済・社会活動を支える基盤で
あるとともに、国及び国民の安
全・安心を確保するための基盤
ともなっており、安全保障に資
する技術を幅広く活用し、民生
分野における科学技術イノベ
ーションを促進することも期
待される。このため、我が国の
科学技術の現状の情報収集、客
観的根拠に基づく先端技術の
進展予測、国内外の科学技術の
動向把握などについて、科学技
術の変化により安全保障を巡
る環境にもたらされる影響を
含めて俯瞰し、ゲームチェンジ
ャーとなる可能性のあるよう

さらに、海外事務所も最大限
活用して、ＴＳＣの技術情報
収集・分析に関する機能強化
及び技術戦略策定能力の向上
のための体制強化に取り組む
とともに、事業推進部の職員
を戦略策定に関与させる仕組
みを導入するものとする。 
 科学技術イノベーション総
合戦略２０１７で指摘されて
いるように、技術力は我が国
の経済・社会活動を支える基
盤であるとともに、国及び国
民の安全・安心を確保するた
めの基盤ともなっており、安
全保障に資する技術を幅広く
活用し、民生分野における科
学技術イノベーションを促進
することも期待される。この
ため、我が国の科学技術の現
状の情報収集、客観的根拠に
基づく先端技術の進展予測、
国内外の科学技術の動向把握
などについて、科学技術の変
化により安全保障を巡る環境
にもたらされる影響を含めて
俯瞰し、ゲームチェンジャー

  さらに、海外事務所も最大限活用して、
ＴＳＣの技術情報収集・分析に関する機能
強化及び技術戦略策定能力の向上のための
体制強化に取り組むとともに、事業推進部
の職員を戦略策定に関与させる仕組みを導
入。 
 科学技術イノベーション総合戦略２０１
７で指摘されているように、技術力は我が
国の経済・社会活動を支える基盤であると
ともに、国及び国民の安全・安心を確保す
るための基盤ともなっており、安全保障に
資する技術を幅広く活用し、民生分野にお
ける科学技術イノベーションを促進するこ
とも期待される。このため、我が国の科学
技術の現状の情報収集、客観的根拠に基づ
く先端技術の進展予測、国内外の科学技術
の動向把握などについて、科学技術の変化
により安全保障を巡る環境にもたらされる
影響を含めて俯瞰し、ゲームチェンジャー
となる可能性のあるような先進技術につい
て技術情報の収集・分析を行う体制を整備
することが必要である。 
 ２０１８年度については、海外における
技術情報収集・分析に関する機能強化をす
べく、海外技術情報ユニットを４月に新設
し、国際部・海外事務所・推進部等と連携
しつつ、海外の技術を取り巻く環境変化を

・海外技術情報ユニットを新たに設
置（２０１８年４月）し、これまで
の技術分野別の技術情報収集に加
えて、地域別に最新の技術トレンド
の収集を開始。 
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含めて俯瞰し、ゲームチェン
ジャーとなる可能性のあるよ
うな先進技術について技術情
報の収集・分析を行う体制を
整備することが必要である。 

な先進技術について技術情報
の収集・分析を行う体制を整備
することが必要である。 
 なお、技術戦略及びプロジェ
クト構想の策定に当たっては、
必要に応じて、方法論募集（注
１）、ワークショップ（注２）、
先導調査（注３）及び先導研究
（注４）の結果を活用する。 
 
（注１）方法論募集（ＲＦＩ：
Request for Information） 
産学官におけるアイデアや研
究状況を把握するため、技術開
発の様々な方法論を広く募集
する。 
（注２）ワークショップ 
技術開発の対象技術や実施者
の候補・水準・可能性等の把握
や発掘のため、産学官の関係者
を一同に集め、大学や公的研究
機関と産業界とが基礎研究も
含め具体的技術課題等につい
て双方向で話し合い、議論を行
う。 
（注３）先導調査 
国内外における、①学会発表の
内容、②論文動向・特許動向、
③産業界の研究開発動向、④当
該技術による経済・社会インパ
クト、⑤当該技術普及のための
方策等を把握するため、技術戦
略及びプロジェクト構想の策
定の際に調査を行う。 
（注４）先導研究 
候補となる技術課題の現状水
準、今後の発展可能性及び限界
を確認するとともに、競合技
術・代替技術の把握のため、研
究者等への委託により予備的
な研究を行う。 

となる可能性のあるような先
進技術について技術情報の収
集・分析を行う体制を整備す
ることが必要である。 
 平成３０年度については、
海外における技術情報収集・
分析に関する機能強化をすべ
く、海外技術情報ユニットを
新設し、体制を強化する。 
 なお、技術戦略及びプロジ
ェクト構想の策定に当たって
は、必要に応じて、方法論募集
（注１）、ワークショップ（注
２）、先導調査（注３）及び先
導研究（注４）の結果を活用す
る。 
 
（注１）方法論募集（ＲＦＩ：
Request for Information） 
 産学官におけるアイデアや
研究状況を把握するため、技
術開発の様々な方法論を広く
募集する。 
（注２）ワークショップ 
 技術開発の対象技術や実施
者の候補・水準・可能性等の把
握や発掘のため、産学官の関
係者を一同に集め、大学や公
的研究機関と産業界とが基礎
研究も含め具体的技術課題等
について双方向で話し合い、
議論を行う。 
（注３）先導調査 
 国内外における、①学会発
表の内容、②論文動向・特許動
向、③産業界の研究開発動向、
④当該技術による経済・社会
インパクト、⑤当該技術普及
のための方策等を把握するた
め、技術戦略及びプロジェク
ト構想の策定の際に調査を行
う。 
（注４）先導研究 
 候補となる技術課題の現状
水準、今後の発展可能性及び
限界を確認するとともに、競
合技術・代替技術の把握のた
め、研究者等への委託により
予備的な研究を行う。 

エリア別に収集・分析・共有。 
 なお、技術戦略及びプロジェクト構想の
策定に当たっては、必要に応じて、方法論
募集（注１）、ワークショップ（注２）、先
導調査（注３）及び先導研究（注４）の結
果を活用。 
 
（注１）方法論募集（ＲＦＩ：Request for 
Information） 
産学官におけるアイデアや研究状況を把握
するため、技術開発の様々な方法論を広く
募集する。 
（注２）ワークショップ 
技術開発の対象技術や実施者の候補・水準・
可能性等の把握や発掘のため、産学官の関
係者を一同に集め、大学や公的研究機関と
産業界とが基礎研究も含め具体的技術課題
等について双方向で話し合い、議論を行う。 
（注３）先導調査 
国内外における、①学会発表の内容、②論
文動向・特許動向、③産業界の研究開発動
向、④当該技術による経済・社会インパク
ト、⑤当該技術普及のための方策等を把握
するため、技術戦略及びプロジェクト構想
の策定の際に調査を行う。 
（注４）先導研究 
候補となる技術課題の現状水準、今後の発
展可能性及び限界を確認するとともに、競
合技術・代替技術の把握のため、研究者等
への委託により予備的な研究を行う。 

 

（２）人材の流動化促進、育成 
技術インテリジェンスの向上
を図るため、ＴＳＣにおいて、
内部人材の育成を図るととも
に、クロスアポイントメント
制度の活用、外部人材の中途
採用、国立研究開発法人等の
研究機関や大学における研究
者等幅広い人事交流を行うも
のとする。 
 また、民間企業や大学等の
技術開発における中核的人材
として活躍しイノベーション
の実現に貢献するＰＭ人材が

（２）人材の流動化促進、育成 
技術インテリジェンスの向上
を図るため、ＴＳＣにおいて、
内部人材の育成を図るととも
に、クロスアポイントメント制
度の活用、外部人材の中途採
用、国立研究開発法人等の研究
機関や大学における研究者等
幅広い人事交流を行うものと
する。 
 また、民間企業や大学等の技
術開発における中核的人材と
して活躍しイノベーションの
実現に貢献するＰＭ人材が不

（２）人材の流動化促進、育成 
 技術インテリジェンスの向
上を図るため、ＴＳＣにおい
て、内部人材の育成を図ると
ともに、クロスアポイントメ
ント制度の活用、外部人材の
中途採用、国立研究開発法人
等の研究機関や大学における
研究者等幅広い人事交流を行
うものとする。 
 また、民間企業や大学等の
技術開発における中核的人材
として活躍しイノベーション
の実現に貢献するＰＭ人材が

 （２）人材の流動化促進、育成 
 技術開発マネジメントに関して、研修等
を通じて内部人材の育成を図るとともに、
企業や大学での実務経験を有する外部人材
を、プロジェクトの企画・運営等を担う者
として、１７名を採用。 
 民間企業や大学等の技術開発において中
核的人材として活躍しイノベーションの実
現に貢献するＰＭ人材の育成を図るため、
民間企業・大学・研究開発法人等から２８
８名（うち、クロスアポイントメント制度
適用者２名）を受け入れ。 
 また、プロジェクトマネジメント力強化
のため「プロジェクトマネージャー育成講

 
【評価のポイント】 
・民間企業１００社以上、独法等から
多様なバックグラウンドを持つ人
材を受け入れるなど幅広い人事交
流を実施。受け入れた人材は PM等
として活躍。 

・延べ６００名超の職員と「高度専門
支援人材育成プログラム」で採用さ
れた外部人材３１名がＰＭ育成講
座に参加し、習得した知識やスキル
を実際のマネジメントに活用。 
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不足しており、その育成を図
ることが急務である。このた
め、将来のＰＭ人材の候補を
採用して多様な実践経験を積
ませることや、利益相反に配
慮しつつ民間企業・大学・ＮＥ
ＤＯを含む研究開発法人にお
いてすでに技術開発マネジメ
ントの実績を有する人材を積
極登用するなど、ＰＭ人材の
キャリアパスの確立に貢献す
るものとする。 

足しており、その育成を図るこ
とが急務である。このため、将
来のＰＭ人材の候補を採用し
て多様な実践経験を積ませる
ことや、利益相反に配慮しつつ
民間企業・大学・機構を含む研
究開発法人においてすでに技
術開発マネジメントの実績を
有する人材を積極登用するな
ど、ＰＭ人材のキャリアパスの
確立に貢献するものとする。 
 加えて、ＴＳＣが世界の最新
技術動向と我が国における産
業動向を踏まえた実効性のあ
る戦略策定を実施できるよう、
事業推進部の職員を戦略策定
に関与させる仕組みを導入す
る。これに伴い、事業推進部に
おいても引き続き、内部人材の
育成を図るとともに、プロジェ
クト管理等に係る透明性を十
分に確保した上で、一定の実務
経験を有する優秀な人材など、
外部人材の中途採用等を毎年
度実施し、人材の流動化を促進
して、機構のマネジメント能力
の底上げと質の高い技術戦略
の策定に資するための技術イ
ンテリジェンスの向上を図る
ものとする。 

不足しており、その育成を図
ることが急務である。このた
め、将来のＰＭ人材の候補を
採用して多様な実践経験を積
ませることや、利益相反に配
慮しつつ民間企業・大学・機構
を含む研究開発法人において
すでに技術開発マネジメント
の実績を有する人材を積極登
用するなど、ＰＭ人材のキャ
リアパスの確立に貢献するも
のとする。 
 加えて、ＴＳＣが世界の最
新技術動向と我が国における
産業動向を踏まえた実効性の
ある戦略策定を実施できるよ
う、事業推進部の職員を戦略
策定に関与させる仕組みを導
入する。これに伴い、事業推進
部においても引き続き、内部
人材の育成を図るとともに、
プロジェクト管理等に係る透
明性を十分に確保した上で、
一定の実務経験を有する優秀
な人材など、外部人材の中途
採用等を毎年度実施し、人材
の流動化を促進して、機構の
マネジメント能力の底上げと
質の高い技術戦略の策定に資
するための技術インテリジェ
ンスの向上を図るものとす
る。 

座」（１５講座）を実施。前年度のアンケー
ト結果等を参考に、ビジネスモデル等を想
定しながら戦略や研究計画を立案・遂行で
きる能力をより効果的に身につけられるよ
う講座の内容を一部リニューアルし、「マー
ケティング・ビジネスモデル」、「システム
思考」及び「デザイン思考」等のプロジェ
クト立案に関する講座を新規に追加。 
 ＰＭ人材の育成のため、将来のＰＭ人材
の候補として若手職員に多様な実戦経験を
積ませている。また、２０１８年度３月末
現在のＰＭの出身組織の内訳は、民間から
の出向が３０名、プロパー職員が２１名（う
ち民間からの転籍が１１名）、官庁からの出
向が１名。 
 加えて、戦略策定を実施するために、TSC
と事業推進部の職員で戦略策定チームを設
置する仕組みを導入。事業推進部において
も引き続き、内部人材の育成を図るととも
に、プロジェクト管理等に係る透明性を十
分に確保した上で、一定の実務経験を有す
る優秀な人材など、外部人材の中途採用等
を実施し、人材の流動化を促進して、機構
のマネジメント能力の底上げと質の高い技
術戦略の策定に資するための技術インテリ
ジェンスの向上を図った。 

 

（３）情報発信の推進 
ＮＥＤＯの技術インテリジェ
ンスの成果である技術戦略に
ついて、積極的にセミナー等
による情報発信を推進するこ
とにより、様々な分野におけ
る技術情報を有する企業・大
学・国立研究開発法人等の研
究者との連携を深めることで
ＮＥＤＯの技術インテリジェ
ンス能力の向上を図るものと
する。 
 なお、ＮＥＤＯが技術イン
テリジェンスの向上に積極的
に取り組むことを促すため、
以下の数値目標を掲げ、その
達成状況を評価するものとす
る。 

（３）情報発信の推進 
機構の技術インテリジェンス
の成果である技術戦略につい
て、積極的にセミナー等による
情報発信を推進することによ
り、様々な分野における技術情
報を有する企業・大学・国立研
究開発法人等の研究者との連
携を深める。 
 また、機構の技術開発プロジ
ェクトに併設する、ＮＥＤＯプ
ロジェクトを核とした人材育
成、産学連携等の総合的展開事
業を活用して、当該技術や技術
経営人材の育成のほか、先端的
な成果を発信し、企業や大学の
研究者や技術開発部門の担当
者との人的交流を深める。 
 

（３）情報発信の推進 
機構の技術インテリジェンス
の成果である技術戦略につい
て、積極的にセミナー等によ
る情報発信を推進することに
より、様々な分野における技
術情報を有する企業・大学・国
立研究開発法人等の研究者と
の連携を深める。 
 また、機構の技術開発プロ
ジェクトに併設する、ＮＥＤ
Ｏプロジェクトを核とした人
材育成、産学連携等の総合的
展開事業を活用して、当該技
術や技術経営人材の育成のほ
か、先端的な成果を発信し、企
業や大学の研究者や技術開発
部門の担当者との人的交流を
深める。 

 （３）情報発信の推進 
 機構の技術インテリジェンスの成果であ
る技術戦略について、２０１８年度は関西
での開催を含め計４回の TSC Forsight セ
ミナーを開催。積極的にセミナー等による
情報発信を推進することにより、様々な分
野における技術情報を有する企業・大学・
国立研究開発法人等の研究者との連携を深
めた。 
 また、海外の研究開発動向について、海
外公的機関の最新情報の概要を取りまとめ
たＮＥＤＯ海外技術情報を計２３７件発
信。 
 
【海外技術情報の発信数（モニタリング 
指標）】 

［エネルギーシステム分野］ ４８件 
 
［省エネルギー・環境分野］ ２１件 
 
［産業技術分野］      １６８件 
 
 ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人材育
成、産学連携等の総合的展開事業では、「実
データで学ぶ人工知能講座」を２０１７年
度から継続して実施。ＡＩ知識を体系的に
習得する講義のほか、実データを用いた演
習を行った。また、発表会・交流会を実施
し、企業と大学関係者との間の人的交流を
深めた。 
 ２０１８年度は、新たにロボット分野の

 
【評価のポイント】 
・人工知能分野の講座を展開し、社会
的に急務となっているＡＩ人材不
足の解消に貢献。受講生の一部が即
戦力として、企業等で活躍。 

・ロボット性能評価手法に関する講
座を通じ、人材育成だけでなく、Ｎ
ＥＤＯプロジェクトの成果・情報の
発信、社会普及を推進。 

・２講座で延べ１６３回講義等を行
い、４５２名が受講。実技を取り入
れた質の高い授業を実施したほか、
シンポジウム、各種勉強会を通じ、
様々な業種の人材交流を促進。 
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講座を開講。本講座は、ＮＥＤＯプロジェ
クトの成果であるロボット性能評価手法に
関するものであり、人材育成やシンポジウ
ムの開催を通じ、ＮＥＤＯプロジェクトの
成果の普及、情報発信を実施。 
 

 

○数値目標３.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
 最新の技術動向や市場動向
を把握し、先を見据えた中長
期の技術戦略を策定すること
としており、先見性の高い技
術戦略の策定を評価するため
には、技術戦略がその後の研
究開発プロジェクトにつなが
った比率を指標とすることが
合理的である。一方で、研究開
発プロジェクトを創出するた
めだけの技術戦略という位置
付けではない。 
 このため、経済産業省から
の運営費交付金に基づく研究
開発プロジェクトだけではな
く、民間主導や他府省の公募
型事業を含む産学官連携プロ
ジェクトにつながった技術戦
略の比率に目標を設定するこ
とで、技術インテリジェンス
の向上を促すものとする。 
 具体的には、産学連携研究
開発プロジェクトにつながっ
た技術戦略（大幅改訂を含む）
割合を、該当する評価単位の
それぞれにおいて、いずれも
延べ１１０％以上（第３期中
長期目標期間中の実績は８
０％）とする目標を新たに設
ける。 
 なお、産学連携研究開発プ
ロジェクトには、経済産業省
からの運営費交付金に基づい
てＮＥＤＯが実施する研究開
発プロジェクトのほか、複数
の民間企業や大学等が資金を
分担して実施する共同研究開
発や、他省庁・他国立研究開発
法人等の研究開発プロジェク
トにおける実施件数も含むも
のとする。 

○数値目標３.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
 最新の技術動向や市場動向
を把握し、先を見据えた中長期
の技術戦略を策定することと
しており、先見性の高い技術戦
略の策定を評価するためには、
技術戦略がその後の研究開発
プロジェクトにつながった比
率を指標とすることが合理的
である。一方で、研究開発プロ
ジェクトを創出するためだけ
の技術戦略という位置付けで
はない。 
 このため、経済産業省からの
運営費交付金に基づく研究開
発プロジェクトだけではなく、
民間主導や他府省の公募型事
業を含む産学官連携プロジェ
クトにつながった技術戦略の
比率に目標を設定することで、
技術インテリジェンスの向上
を促すものとする。 
 具体的には、産学連携研究開
発プロジェクトにつながった
技術戦略（大幅改訂を含む）割
合を、該当する評価単位のそれ
ぞれにおいて、いずれも延べ１
１０％以上（第３期中長期目標
期間中の実績は８０％）とする
目標を新たに設ける。 
 なお、産学連携研究開発プロ
ジェクトには、経済産業省から
の運営費交付金に基づいてＮ
ＥＤＯが実施する研究開発プ
ロジェクトのほか、複数の民間
企業や大学等が資金を分担し
て実施する共同研究開発や、他
省庁・他国立研究開発法人等の
研究開発プロジェクトにおけ
る実施件数も含むものとする。 

○数値目標３.‐１ 
【目標】「基幹目標」  
 産学連携研究開発プロジェ
クトにつながった技術戦略
（大幅改訂を含む）割合を、該
当する評価単位のそれぞれに
おいて、いずれも延べ１１
０％以上とする中長期計画の
達成に向けて取り組む。 
 なお、産学連携研究開発プ
ロジェクトには、経済産業省
からの運営費交付金に基づい
て機構が実施する研究開発プ
ロジェクトのほか、複数の民
間企業や大学等が資金を分担
して実施する共同研究開発
や、他省庁・他国立研究開発法
人等の研究開発プロジェクト
における実施件数も含むもの
とする。 

【評価軸】 
○質の高い技術戦略
を策定し、政策・施策
や研究開発等に活用
されているか。 
 
【関連する評価指標】 
○産学連携研究開発
プロジェクトにつな
がった技術戦略の割
合（評価指標） 

○数値目標３.‐１ 「基幹目標」 
【産学連携研究開発プロジェクトにつなが
った技術戦略の割合（評価指標）】 

・産学連携研究開発プロジェクトにつなが
った技術戦略（大幅改訂を含む）割合に
ついて、２０１８年度の実績は以下のと
おり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
１５０％ 
（６プロジェクト／４プロジェクト） 
 

［省エネルギー・環境分野］ 
１５０％ 
（３プロジェクト／２プロジェクト） 

 
［産業技術分野］ 
３００％ 
（９プロジェクト／３プロジェクト） 

 
【評価のポイント】 
・２０１８年度は、すべてのセグメン
トにおいて目標値を達成。 

・２０１８年度以前に策定・改訂した
技術戦略に基づき、新規（拡充を含
む）産学連携研究開発プロジェクト
に活用された件数は１８件。経済産
業省関連のプロジェクトへ活用の
ほか、他府省関連プロジェクトにも
活用。 
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【重要度】高、【優先度】高、
【難易度】高 
 最新の技術動向や市場展望
を把握し、先を見据えた中長
期の技術戦略を策定すること
としており、研究開発プロジ
ェクトを創出するための技術
戦略という位置付けにはして
いない。したがって、技術戦略
がその後の研究開発プロジェ
クトにつながるかどうかは、
如何に先見性の高い技術戦略
を策定できるかということに
よるため、技術戦略の数以上
の産学連携研究開発プロジェ
クト数を求める上記の目標を
設定することにより、ＮＥＤ
Ｏに先見性の高い技術戦略を
作成することを促し、加えて、
先見性の高い技術戦略を作成
するために必要となる国内外
の有望技術の発掘にもＮＥＤ
Ｏが注力することによってＮ
ＥＤＯ自身の技術インテリジ
ェンス能力の向上を図るも
の。 
 また、民間企業が研究開発
費の多くを短期的研究に振り
向ける傾向がある中、研究開
発、市場獲得・開拓までを通じ
たイノベーションシステムの
構築や、勝ち筋となり得る「戦
略分野」の見極めを行ったう
えで、国が中長期的な研究を
支援していくことが求められ
ており、その戦略分野の見極
めを行う役割を担うＴＳＣの
技術インテリジェンス機能の
向上が第４期中長期目標の重
要なミッションとして位置付
けられていることから、本目
標の重要度及び優先度は高と
する。 
 なお、国内外の有望技術の
発掘には、特許庁の技術動向
調査等行政機関の調査研究や
他の国立研究開発法人の調査
研究等も活用しつつ情報収
集・分析を進めるだけでなく、
地道な研究論文の調査、国内
外の多くの研究者との直接対
話等から、その技術的内容を
理解して整理することが必
要。また、技術戦略を取りまと
めるためには、有望技術につ
いての社会課題・市場課題の
動向把握・分析を産官学関係
者の意見を踏まえつつ取りま
とめることが必要であり、こ
れらの一連の作業を実施した
うえで、中長期的な視点に立
った先見性の高い技術戦略を
策定することには、相当の困

― ―  ― ―  
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難性が伴うため、本目標の難
易度は高とする。 

 

○数値目標３.‐２ 
【目標】 
 ＮＥＤＯ事業（戦略的イノ
ベーション創造プログラム
（ＳＩＰ）事業等内閣府が戦
略を策定し推進するものを除
く。）に参加する４０才以下の
若手研究員及び女性研究員
を、年間１，４００人以上とす
ることとする。なお、評価単位
毎の目標は中長期計画におい
て明示するものとする。 

○数値目標３.‐２ 
【目標】 
 機構事業（戦略的イノベーシ
ョン創造プログラム（ＳＩＰ）
事業等内閣府が戦略を策定し
推進するものを除く。）に参加
する４０才以下の若手研究員
及び女性研究員を、年間１，４
００人以上とすることとする。 
 なお、評価単位毎の目標は以
下のとおりとする。 
 
エネルギーシステム分野       
５００人 

 省エネルギー・環境分野       
２００人 

産業技術分野             
５００人 

 新産業創出・シーズ発掘等 
分野 
 ２００人 

○数値目標３.‐２ 
【目標】 
 機構事業（戦略的イノベー
ション創造プログラム（ＳＩ
Ｐ）事業等内閣府が戦略を策
定し推進するものを除く。）に
参加する４０才以下の若手研
究員及び女性研究員を、年間
１，４００人以上とすること
とする。 
 なお、評価単位毎の目標は
以下のとおりとする。 
 
エネルギーシステム分野      
５００人 

 省エネルギー・環境分野       
２００人 

産業技術分野             
５００人 

 新産業創出・シーズ発掘等
分野 
 ２００人 

 

【評価軸】 
○ＮＥＤＯのマネジ
メント能力向上に資
する人材の育成等に
取り組んでいるか。 
 
【評価指標】 
○ＮＥＤＯ事業に参
加する４０才以下の
若手研究者及び女性
研究者の人数（評価指
標） 

○数値目標３.‐２ 
【ＮＥＤＯ事業に参加する４０才以下の若
手研究者及び女性研究者の人数（評価指
標）】 

・機構事業（内閣府が戦略を策定し推進す
る戦略的イノベーション創造プログラム
（ＳＩＰ）事業を除く。）に参加する４０
才以下の若手研究員及び女性研究員につ
いて、２０１８年度の実績は以下のとお
り。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
５８８人 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
２７２人 

 
［産業技術分野］ 
９０６人 

 
［新産業創出・シーズ発掘等分野］ 
６０人 

 
（参考：ＮＥＤＯ全体） 
 合計 １，８２６人 

 

 
【評価のポイント】 
・２０１８年度は計１，８２６人の若
手研究員及び女性研究員を養成。 

・人材育成の効果を追跡調査により
確認した結果、ＮＥＤＯプロジェク
トにおける人材育成（研究者の質的
向上）の達成度の評価は約８６％が
期待を上回るまたは期待どおりと
の回答を得ている。 

 

 

４．技術分野ごとの目標 
第４期中長期目標期間にお

ける技術分野ごとの取組は、
「未来投資戦略 2017」、「エネ
ルギー基本計画」、「エネルギ
ー・環境イノベーション戦略」
等の政府の方針を踏まえ、以
下の分野ごとに技術開発を実
施するものとし、ＮＥＤＯに
おいて作成する中長期計画又
は年度計画において、分野ご
とに長期的に目指すべき目標
及び第４期中長期目標期間中
に達成すべき技術水準や技術
開発目標などの達成水準を明
示して取り組むものとする。 
 また、世界的な技術革新や
市場動向の状況を十分に把握
しつつ、必要に応じて中長期
計画又は年度計画における達
成すべき技術水準・技術開発
目標をより野心的なものに見
直す等の対応を適切に行うも
のとする。 

４．技術分野ごとの目標 
第４期中長期目標期間におけ
る技術分野ごとの取り組みは、
「未来投資戦略２０１７」、「エ
ネルギー基本計画」、「エネルギ
ー・環境イノベーション戦略」
等の政府の方針を踏まえ、以下
の分野ごとに技術開発を実施
する。分野ごとに長期的に目指
すべき目標及び第４期中長期
目標期間中に達成すべき技術
水準や技術開発目標などの達
成水準を事業毎に策定する基
本計画に明示して取り組む。 
 また、世界的な技術革新や市
場動向の状況を十分に把握し
つつ、必要に応じて中長期計画
又は年度計画における達成す
べき技術水準・技術開発目標を
より野心的なものに見直す等
の対応を適切に行うものとす
る。 
 

４．技術分野ごとの目標 
 第４期中長期目標期間にお
ける技術分野ごとの取組は、
「未来投資戦略２０１７」、
「エネルギー基本計画」、「エ
ネルギー・環境イノベーショ
ン戦略」等の政府の方針を踏
まえ、以下の分野ごとに技術
開発を実施する。分野ごとに
長期的に目指すべき目標及び
第４期中長期目標期間中に達
成すべき技術水準や技術開発
目標などの達成水準を事業毎
に策定する基本計画に明示し
て取り組む。平成３０年度は
事業一覧（別紙）の事業につい
て取り組む。 
 また、世界的な技術革新や
市場動向の状況を十分に把握
しつつ、必要に応じて中長期
計画又は年度計画における達
成すべき技術水準・技術開発
目標をより野心的なものに見
直す等の対応を適切に行うも
のとする。 

 ４．技術分野ごとの目標 
 第４期中長期目標期間における技術分野
ごとの取組は、「未来投資戦略２０１７」、
「エネルギー基本計画」、「エネルギー・環
境イノベーション戦略」等の政府の方針を
踏まえ、以下の分野ごとに技術開発を実施。
分野ごとに長期的に目指すべき目標及び第
４期中長期目標期間中に達成すべき技術水
準や技術開発目標などの達成水準を事業毎
に策定する基本計画に明示し、事業を実施。 
 また、世界的な技術革新や市場動向の状
況を十分に把握しつつ、必要に応じて中長
期計画又は年度計画における達成すべき技
術水準・技術開発目標をより野心的なもの
に見直す等の対応を適切に実施。 
 具体例は以下のとおり。 
 
・水素利用等先導研究開発事業について
は、２０１８年度に政府が改定した「水
素・燃料電池戦略ロードマップ」に示す
革新的技術開発の方針に沿って、メタン
等の炭化水素やバイオマス資源等をはじ
めとした水素源から安価かつ大量の水素
を製造する、二酸化炭素を排出しないコ
ア技術の可能性調査を２０１９年度に迅
速に開始できるよう計画を変更。 

―  
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・省エネ化・低温室効果を達成できる次世
代冷媒・冷凍空調技術及び評価手法の開
発については、キガリ改正の目標達成に
向け、次年度からの次世代冷媒及び次世
代冷媒適用技術の開発を追加。 

・高輝度・高効率次世代レーザー技術開発
については、中間評価の結果を踏まえ、
短波長レーザー技術の加工への応用実証
を加速するために、研究開発項目を再編。 

 

 

【エネルギーシステム分野】 
 「エネルギー基本計画」、「水
素基本戦略」に基づき、再生可
能エネルギーの導入加速、蓄
電池などのエネルギーの貯蔵
手段の確保、水素の利活用を
着実に進めること等が求めら
れている。このため、再生可能
エネルギーについては、太陽
光発電、風力発電、地熱発電、
バイオマスエネルギー、波力・
潮力等の海洋エネルギー、そ
の他の再生可能エネルギー熱
利用の低コスト化・高効率化
や多様な用途の開拓に資する
研究開発、再生可能エネルギ
ー発電の既存系統への接続量
増加のための系統運用技術の
高度化や送配電機器の技術実
証、蓄電池などのエネルギー
貯蔵に関する技術開発、水素
の製造から貯蔵・輸送、利用に
関わる技術開発や社会実装等
を戦略的に推進するものとす
る。さらに、エネルギー分野に
おける新市場の創出と、国際
展開の強化による成長戦略の
実現に向け我が国の再生可能
エネルギー、蓄電池、水素等の
エネルギーシステム分野の国
際展開を進展させるため、各
国の政策、規制環境等を踏ま
え、日本の優れた技術を核に、
海外実証事業等を強力に推進
するものとする。加えて、他国
への温室効果ガス削減技術等
の普及等の国際的な取組を通
じて、実現した温室効果ガス
排出削減・吸収を国際貢献と
して示していくとともに、我
が国の削減目標の達成にも資
するよう二国間オフセット・
クレジット制度（ＪＣＭ）を活
用していく。 
 「エネルギー・環境イノベー
ション戦略」では、削減ポテン
シャル・インパクトが大きい
有望技術として、蓄エネルギ
ー分野では次世代蓄電池、水
素等製造・貯蔵・利用、創エネ
ルギー分野では次世代太陽光
発電、次世代地熱発電が特定

【エネルギーシステム分野】 
 新たなエネルギーシステム
の構築に向け、以下の個別技
術、システム技術の開発を総合
的に進めていく。 
再生可能エネルギー発電の

既存系統への接続量増加のた
めの系統運用技術の高度化や
送配電機器の技術実証では、太
陽光発電等の分散型エネルギ
ーの大量導入による配電網の
電圧上昇等の課題を克服し、再
生可能エネルギーを最小の社
会コストで最大限導入できる
次世代電力網の構築に向けた
共通基盤の技術開発や太陽光・
風力の自然変動電源の発電量
の予測技術を高精度化・実用化
する技術の開発等を推進する。 
蓄電池などのエネルギーの

貯蔵能力強化に関する技術開
発では、現行のリチウムイオン
電池（現行 LIB）に比べ、エネ
ルギー密度の高い全固体 LIB
や新原理により性能を大幅に
向上させた革新型蓄電池の共
通基盤技術の研究開発等を行
う。 
水素の製造から貯蔵・輸送、

利用に関わる技術開発では、超
高圧水素技術等を活用した低
コスト水素供給インフラ構築
に向けた研究開発や次世代燃
料電池の実用化に向けた低コ
スト化・耐久性向上等のための
研究開発、未利用エネルギーを
活用した大規模水素サプライ
チェーン構築の基盤となる技
術開発、大量の水素を利活用す
る技術開発等、水素利用社会の
構築に向けた取組を推進する。 
再生可能エネルギーについ

て、技術開発を進める。太陽光
発電では、大幅な発電コスト低
減を実現する可能性が高い太
陽電池や周辺機器等を対象と
して技術開発を行うほか、性能
評価等の共通基盤技術の開発、
太陽光パネルに対応する低コ
ストリサイクル・リユース技術
の開発等に取り組む。風力発電
では着床式・浮体式洋上風力発

【エネルギーシステム分野】 
新たなエネルギーシステム

の構築に向け、以下の個別技
術、システム技術の開発を総
合的に進めていく。 
再生可能エネルギー発電の

既存系統への接続量増加のた
めの系統運用技術の高度化や
送配電機器の技術実証では、
太陽光発電等の分散型エネル
ギーの大量導入による配電網
の電圧上昇等の課題を克服
し、再生可能エネルギーを最
小の社会コストで最大限導入
できる次世代電力網の構築に
向けた共通基盤の技術開発や
太陽光・風力の自然変動電源
の発電量の予測技術を高精度
化・実用化する技術の開発等
を推進する。 
蓄電池などのエネルギーの

貯蔵能力強化に関する技術開
発では、現行のリチウムイオ
ン電池（現行 LIB）に比べ、エ
ネルギー密度の高い全固体
LIB や新原理により性能を大
幅に向上させた革新型蓄電池
の共通基盤技術の研究開発等
を行う。 
 水素の製造から貯蔵・輸送、
利用に関わる技術開発では、
超高圧水素技術等を活用した
低コスト水素供給インフラ構
築に向けた研究開発や次世代
燃料電池の実用化に向けた低
コスト化・耐久性向上等のた
めの研究開発、未利用エネル
ギーを活用した大規模水素サ
プライチェーン構築の基盤と
なる技術開発、大量の水素を
利活用する技術開発等、水素
利用社会の構築に向けた取組
を推進する。 
 再生可能エネルギーについ
て、低コスト化・高効率化に係
る技術開発を進める。太陽光
発電では、大幅な発電コスト
低減を実現する可能性が高い
太陽電池や周辺機器等を対象
として技術開発を行うほか、
性能評価等の共通基盤技術の
開発、太陽光パネルに対応す

 電力系統出力変動対応技術研究開発事業 
［２０１４～２０１８年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・従来技術では予測が難しい風力発電の急
激な出力変動（ランプ）について、2017
年度までの成果をさらに深化させたこと
により、事業目標（既存モデルに対し
20%以上の改善）を達成。 

・また、再生エネルギー出力制御について
も、出力制御実証試験を行い、出力制御
の基本動作確認を実施するとともに事業
目標（実証試験を通して公平かつ実行可
能な遠隔出力制御手法を確立）達成。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・風力発電のランプ予測の精度向上によ
り、より効率的に風力発電のエネルギー
を利用可能。また、これにより風力発電
の導入量の増加に貢献。 

・本研究開発によるランプ予測技術の向上
や遠隔出力制御手法の確立等により、電
力品質を維持しながら、政策目標である
2030 年の再エネ比率 22～24%を達成す
ることが可能。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発 
［２０１６～２０２０年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・ＮＥＤＯプロジェクトチームが集中研究
拠点（京都大学）に常駐する現場密着型
のマネジメントを展開して、１９大学、
４研究機関、１０企業による強固な産官
学連携を実現。 

・日本オリジナルとなるハロゲン化物電池
の開発を加速するため、追加公募を実施
し、有望な技術シーズを保有する５大学
を採択。 

・亜鉛空気電池、コンバージョン電池及び
硫化物電池について、５～８Ａｈ級セル

評価のポイントとなる点は以下のと
おり。 
 
【評価のポイント】 
・NEDO が実施者間及びテーマ間の
情報共有を促進し、世界初の信頼性
の高い統合予測手法（※1）・出力変
動対応技術を開発。開発した予測手
法の実証や、シミュレーション結果
と実データの相互フィードバック
により成果向上を図り、風力予測で
は従来技術より予測精度を 20%以
上改善し、目標を達成。 

・実系統（独立系統）において、蓄エ
ネ、再エネ、デマンドレスポンス（※
2）を活用し、再エネ率 22～24%（第
5 次エネルギー基本計画における
2030 年の目標値）を安定運用可能
な技術を獲得。 

・経済産業省「次世代双方向通信出力
制御緊急実証事業（2015 年度）」を
引き継ぎ、九州電力管内の実系統に
おいて、39.4 万 kW の太陽光発電
設備へ出力制御システムを導入し、
遠隔制御の運用高度化・実効性を確
認。 

※1：複数の手法による予測値の重み
付けし平均をとる事で更に予測精
度を向上した手法。  

※2：電気料金価格の設定またはイン
センティブの支払に応じて、需要家
側が電力の使用を抑制するよう電
力の消費パターンを変化させるこ
と。 

 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・亜鉛空気電池、コンバージョン電池
及び硫化物電池について、５～８Ａ
ｈ級実セルでエネルギー密度３０
０Ｗｈ／ｋｇ以上を実証。従来、蓄
電池への適用は困難とされていた
金属フッ化物の電極 活物質を用
いたハロゲン化物電池について、世
界で初めて実セルの充放電作動を
実証。 

・ハイスループット高度解析装置を
活用した革新型蓄電池材料の高速
スクリーニングに着手。 
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されるとともに、ＡＩ、ビック
データ、ＩｏＴ等の活用によ
るエネルギーシステム統合技
術の重要性についても言及し
ている。これらの技術をはじ
めとした長期的な視点に立っ
た技術について、従来の発想
によらない革新的な技術の発
掘や開発に取り組むものとす
る。 
加えて、特定公募型研究開発
業務を行うものとする。 

電のコスト低減に向けた技術
開発・実証・導入支援等を進め
るほか、風車部品の故障による
停止時間を縮小させるための
メンテナンスシステムの開発
等を行う。地熱発電では、我が
国の豊富な地熱資源を活かす
ための高性能な地熱発電シス
テムの開発等に取り組む。バイ
オマスエネルギーでは食糧と
競合しないバイオ燃料の実用
化に向けた研究開発のほか、地
域で自立したバイオマスエネ
ルギーの活用モデルを確立さ
せるための実証事業等に取り
組む。波力・海流等の海洋エネ
ルギーでは、海洋エネルギー発
電システムの実用化に向けた
長期実証研究等に取り組む。再
生可能エネルギー熱利用では、
コストダウンを目的とした再
生可能エネルギー利用技術の
開発や蓄熱利用等を含むトー
タルシステムの高効率化・規格
化、熱量評価技術の高精度化等
に取り組む。 

る低コストリサイクル・リユ
ース技術の開発等に取り組
む。風力発電では着床式・浮体
式洋上風力発電のコスト低減
に向けた技術開発・実証・導入
支援等を進めるほか、風車部
品の故障による停止時間を縮
小させるためのメンテナンス
システムの開発等を行う。地
熱発電では、我が国の豊富な
地熱資源を活かすための高性
能な地熱発電システムの開発
等に取り組む。バイオマスエ
ネルギーでは食糧と競合しな
いバイオ燃料の実用化に向け
た研究開発のほか、地域で自
立したバイオマスエネルギー
の活用モデルを確立させるた
めの実証事業等に取り組む。
波力・海流等の海洋エネルギ
ーでは、海洋エネルギー発電
システムの実用化に向けた長
期実証研究等に取り組む。再
生可能エネルギー熱利用で
は、コストダウンを目的とし
た再生可能エネルギー利用技
術の開発や蓄熱利用等を含む
トータルシステムの高効率
化・規格化、熱量評価技術の高
精度化等に取り組む。 
 

でエネルギー密度３００Ｗｈ／ｋｇ以上
を実証。 

・従来、蓄電池への適用は困難とされてい
た金属フッ化物の電極活物質を用いたハ
ロゲン化物電池について、世界で初めて
実セル（フルセル）の充放電作動を実証。 

・高輝度放射光・高強度中性子を用いて、
高い性能を備えた解析技術を開発。充放
電状態にある革新型蓄電池の挙動を解析
し、その性能発現及び劣化・不安定メカ
ニズムを解明。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・２０３０年代にガソリン車並みの走行距
離（１充電で５００ｋｍ）を有する普及
価格帯の電気自動車の実現に貢献（約１，
３５０万トン／年のＣＯ２削減効果を期
待）。 

 
 
 
固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発
事業 
［２０１５～２０１９年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・固体高分子形燃料電池（PEFC）の社会へ
の本格実装に向けて大量生産可能な生産
プロセス化に資する実用化技術開発に関
する公募を行い、全４テーマを採択。ま
た、燃料電池システムの海外展開に係る
要求仕様の調査に係る公募を行い、調査
委託先を１件設定。 

・燃料電池自動車（FCV）の普及促進・市
場拡大を図るため、FCV 開発の関係者に
対して、FCV 用燃料電池に関する技術課
題のうち協調領域の課題を共有及び討議
することを目的として、「FCV 課題共有
フォーラム」を開催。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業で開発した電池及び各種アプリケ
ーションにより「次世代自動車戦略 ２０
１０」の全体戦略で謳われている ２０２
０年における次世代自動車の新車販売台
数に占める割合最大５０％という目標に
貢献するとともに、建機、鉄道等幅広い
分野での電池市場開拓を行う。これによ
って、運輸部門、産業部門、民生部門等
様々な分野でエネルギー利用効率向上が
図られ、２０２０年のＣＯ２排出量２
５％削減に貢献。 

・燃料電池自動車およびエネファームが普
及すると、２０２５年におけるＣＯ２削
減効果は約１６０万トン／年（※）。また、
市場創成効果は約７，０００億円規模と
なることを期待。 

※保有台数をエネファームが１００万台、
燃料電池自動車が２０万台とした場合の
ＣＯ２削減効果を示す。 

 
 
 

・２０３０年代にガソリン車並みの
走行距離（１充電で５００ｋｍ）を
有する普及価格帯の電気自動車の
実現に貢献（約１，３５０万トン／
年のＣＯ２削減効果を期待）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・燃料電池自動車（ＦＣＶ）の市場投
入により顕在化してきた技術課題
を業界内で共有・討議するため、Ｎ
ＥＤＯが複数の自動車会社のハブ
となり、各社が個別に取り組むべき
課題と、企業独自では取組むことが
困難なハイリスクな「協調領域」の
技術課題を整理分別。 

・従来は個別独自に研究を行ってき
た大手自動車会社２社が協力して
一つの発表資料に共通課題を整理
し交互に解説するという世界初の
取組「ＦＣＶ課題共有フォーラム」
を開催。 

・４００名超の研究者らが参加し、課
題を共有・議論するとともにアンケ
ートやヒアリングを通じて、ＦＣＶ
の共通課題に対し我が国研究者の
叡智を糾合した国家事業の体制で
取り組むべき課題を抽出。 
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水素社会構築技術開発事業 
［２０１４～２０２０年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・水素のエネルギー利用を大幅に拡大する
ため、水素を燃料とするガスタービン等
を用いた発電システムなど新たなエネル
ギーシステムの技術開発を実施。 

・NEDO 事業として、委託先だけでなく実
証実施場所である神戸市や福島県浪江町
の取組とも連携し、事業を推進。 

・神戸市で実証試験を進める水素コジェネ
レーションシステム（水素 CGS）につい
て、市街地における水素 100％のガスタ
ービン発電による熱電供給を達成。 

・また、福島県波江町において、世界最大
級の再生可能エネルギー由来の水素エネ
ルギーシステム研究フィールドの建設に
着工。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「世界初、市街地で水素 100％による熱電
供給を達成」（2018 年 4 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100945.html 

 
「再エネを利用した世界最大級の水素エネ
ルギーシステムの建設工事を開始」
（2018 年 8 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101007.html 

  
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・発電分野等における水素の利活用の抜本
的に拡大に貢献。２０３０年頃には世界
に先駆け本格的な水素サプライチェーン
を構築するとともに、エネルギー供給シ
ステムの柔軟性を確立し、エネルギーセ
キュリティの確保に貢献。 

 
 
高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト
低減技術開発 
［２０１５～２０１９年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・本事業で技術開発を行っている太陽電池
や太陽光発電システム関連技術のうち、
ペロブスカイト太陽電池とCIS系薄膜太
陽電池で目覚ましい成果を達成。 

・日本発の太陽電池である「ペロブスカイ
ト太陽電池」について、実用化に向けた
技術開発を推進。世界では小面積（約１
ｍｍ２）での高効率化に向けた激しい開
発競争が行われているが、ＮＥＤＯは効
率に加え、実用化を目指した大面積化に
注力。さらに、軽量性や柔軟性、低コス
トで製造可能、といった特長を活かすた
めの開発も推進。 

・２０１８年度は、大面積化時に起こる、
結晶の不均一成長によって変換効率が大
幅に低下するという課題を克服する新し
いプロセスを開発。その結果、実用サイ

 
 
 
【評価のポイント】 
・神戸市ポートアイランドの水素ガ
スタービン発電設備（１ＭＷ級実証
プラント）において、世界で初めて
市街地での水素１００％による熱
電供給を達成。ＣＯ２フリーとなる
水素１００％発電の実現に向けて、
各機器とシステムの性能を評価す
るとともにシステム全体が問題無
く稼働することを確認。 

・福島県浪江町において、世界最大
級の水電解水素製造装置（10MW 
定格運転時で年間 900ｔの水素製
造（FCV 1 万台/年相当））を備
えた「福島水素エネルギー研究フ
ィールド（Fukushima Hydrogen 
Energy Research Field 
（FH2R））」の建設工事を開始。 

・水素をカーボンフリーなエネルギ
ーの新たな選択肢として位置づけ、
日本の一次エネルギー供給構造の
多様化、大幅な低炭素化の実現に貢
献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・産学の連携について、開発の加速に
必要な連携を強化。特にペロブスカ
イト太陽電池の開発については、太
陽電池デバイスシミュレーション
に知見を持つ大学を参画させた。 

・手法精査のために外部有識者会議
を設置（年３回）し、進捗・開発の
方向性について定期的に確認。 

・結果、ペロブスカイト太陽電池の開
発については、（株）東芝が新たな
プロセスを開発し、世界で初めて大
面積化（７０３ｃｍ２）と高い変換
効率（１１．７％）との両立を実現。 

・今後は、更に実用化に向けた技術開
発を加速、従来設置が困難であった
ビルの壁面や重量制約のある屋根
への適用等、太陽電池の用途拡大に
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ズに近い大面積（703cm2）のフィルム型
太陽電池で世界最高効率（モジュール効
率 11.7％）を達成。また、1cm2のペロブ
スカイト太陽電池セルで効率 20.8％と、
世界最高効率（20.9％）に次ぐ特性を得
た。 

・「ＣＩＳ系薄膜太陽電池」について、カド
ミウムを含まない約 1cm2 のセルで世界
最高変換効率 23.35％を達成。 

  
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「面積世界最大のフィルム型ペロブスカ
イト太陽電池モジュールを開発」（2018
年 6 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100976.html 

  
「CIS 系薄膜太陽電池セルで世界最高変
換効率 23.35％を達成」（2019 年 1 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101055.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・革新的新構造太陽電池であるペロブスカ
イト太陽電池は「2030 年に発電モジュー
ル製造コスト 15 円/W」が目標。CIS 系
薄膜太陽電池では「2025 年に発電コスト
7 円/kWh」を実現が目標。各モジュール
が実用化し採用された場合、発電コスト
7 円/kWh の実現はもちろん、軽量等の新
特性を活かした新市場開拓も期待でき
る。 

 
 
風力発電等技術研究開発 
［２００８～２０２２年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・浮体式にとって比較的浅い水深 50 メー
トルから 100メートルで適用可能な低コ
ストの次世代浮体式洋上風力発電システ
ム実証研究に向けて実証海域の選定、浮
体の設計、製造などを行い、2018 年 6 月
にバージ型と呼ばれる浮体を製作。 

・2018 年 8 月にはこのバージ型浮体にコ
ンパクトな 2 枚羽風車を搭載した日本初
のバージ型浮体式洋上風力発電システム
実証機を完成、9 月に実海域に設置、試
験運転を開始。 

・利用稼働率向上に向け風力発電事業者等
想定されるユーザーのニーズを調査し、
システムの基本設計を実施。2019 年 3 月
にステージゲート審査を実施し、詳細設
計・構築・実証実験フェーズへ移行。 

 
（参考：プレスリリース） 
 「日本初のバージ型浮体式洋上風力発電
システム実証機が完成」（2018 年 8 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101008.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 

貢献し、２０３０年、モジュール製
造コスト１５円／Ｗ達成に向けた
研究開発を推進。 

・CIS 系薄膜太陽電池の開発につい
ては、ソーラーフロンティア（株）
が、カドミウムを含まない約 1cm2

の セ ル で 世 界 最 高 変 換 効 率
23.35％を達成。 

・これらの成果は、従来設置が困難で
あったビルの壁面や重量制約のあ
る屋根への適用等、太陽電池の用途
拡大への貢献も期待できるもの。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・日本初のバージ型浮体式洋上風力
発電システム実証機を開発し、実証
海域に設置完了、試験運転開始。２
０１９年５月の安全管理審査後、実
証運転を開始する予定。 

・２０２３年以降、水深５０～１００
ｍの海域を対象に、発電コスト２３
円／kWh の達成に向けて、低コス
トかつコンパクトな浮体式洋上風
力発電システムの技術を確立し、洋
上風力発電導入促進に寄与。 
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・低コスト及び高効率、信頼性、耐久性の
高い風車の開発を実現し、我が国におけ
る国内風車産業強化につなげ、国内のみ
ならず海外も視野にいれた市場の拡大を
通し、低炭素社会の実現に貢献。 

・浮体式洋上風力発電において、着床式洋
上風力発電並みの発電コスト（23 円／
kwh）まで低減させることで、２０３０
年以降に浮体式洋上風力発電の飛躍的な
導入拡大が見込まれる。 

・また、低コスト施工技術が国内における
開発計画中の着床式洋上ウィンドファー
ムに適用されることにより、約 9,000 億
円の市場規模を創出。 

・風力発電高度実用化においては、２０２
０年までに、風車の設備利用率向上によ
る発電量の増加及び発電コストの低減に
より、風力発電の導入拡大、風車メーカ
ー、発電事業者の国際競争力の強化・シ
ェアを拡大する。 

 
 
地熱発電技術研究開発 
［２０１３～２０２０年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・国立・国定公園内第２種・第３種特別地
域内の地熱開発で実施可能な自然環境や
風致景観への配慮手法の具体化を目指
し、国内外の地熱発電所の現地調査や開
発事業者へのヒアリング等から得られた
情報を「エコロジカル・ランドスケープ
デザイン手法」（※）という設計手法の観
点から検討・整理。 

・2018 年 7 月に NEDO ウエブサイトにお
いて、「自然環境－風致景観配慮マニュア
ル」とその具体事例となる「パタン事例
集」の２冊子を公表。 

※：地域の潜在能力を活用してその地域で
あるべき環境を保全・創出し、健全な生
態系を維持する設計手法。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・2030 年のエネルギーミックス（発電容量
約 155 万 kW、発電電力量 110 億ｋWh）
達成に向けて、今後、地熱資源ポテンシ
ャルの高い国立・国定公園第２種・第３
種特別地域内の地熱開発案件が多数立ち
あがることが予想される。これらの案件
は、自然豊かな土地に立地するため、よ
り高度な環境・景観配慮が求められると
ころ、本成果を活用することで、地熱開
発の円滑化が図られ、2030 年目標達成と
なる見込み。 

 
 
 
バイオジェット燃料生産技術開発事業 
［２０１７～２０２０年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・藻体培養から純バイオジェット燃料生産
までの一貫製造技術確立を目指して、タ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・自然環境や景観への配慮が重要と
なる発電所の立地と施設配置に着
目し、建設候補地の選定や土地利用
計画における配慮に重点を置いた
プロセスを「自然環境・風致景観配
慮マニュアル」として取りまとめ。 

・地域環境や景観に配慮した設計（デ
ザイン）を開発事業者が発電所を計
画する際に活用できるよう、地熱発
電所建設の際に実施された配慮事
例をパタン化し、「配慮手法パタン
参考集」として取りまとめ。 

・これらのマニュアルを NEDO ホー
ムページで公開。地熱発電の導入を
検討している事業者がこれらを活
用することで、地熱発電の導入が円
滑化かつ加速化されることが期待。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・国内（鹿児島）での小規模培養試験
の知見を活かし、タイ王国で延べ
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イ王国で延べ 15,000m2 の培養施設を整
備完了。 

・藻体培養等に係るスケールアップを検証
し、収穫、藻油抽出及び改質・精製を行
い、純バイオジェット燃料のサンプル製
造を開始。 

・商用化に向けて、ＮＥＤＯ事業実施者（三
菱日立パワーシステムズ（株）、中部電力
（株）、東洋エンジニアリング（株）、宇
宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）、（株）
ＩＨＩ）が燃料製造事業者（昭和シェル
石油（株）と連携。 

 
（参考：プレスリリース） 
 「純バイオジェット燃料の製品化で

NEDO 事業実施者が燃料製造事業者と
連携」（2018 年 12 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101044.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・バイオジェット燃料のサンプル製造によ
り、バイオジェット燃料を航空機に搭載
するために必要となる純バイオジェット
燃料の国際規格「ＡＳＴＭ Ｄ７５６６」
に適合したバイオジェット燃料製造プロ
セスの構築に貢献。 

・２０３０年頃にバイオジェット燃料製造
技術の実用化を実現することで、ジェッ
ト燃料の使用に起因するＣＯ２排出量の
削減に貢献。温室効果ガス排出削減率５
０％のバイオジェット燃料が１０万キロ
リットル/年導入された場合、ＣＯ２が１
２．３万トン/年削減可能となる見込み。 

15,000m2 の培養施設を整備し、藻
体の培養、収穫、藻油抽出、改質・
精製を経て純バイオジェット燃料
のサンプル製造を開始。 

・藻体から製造した純バイオジェッ
ト燃料サンプルを試験機関に提出
し、試験を開始。 

・純バイオジェット燃料の最終製品
に向けて、燃料製造事業者との連携
を開始。２０３０年頃のバイオジェ
ット燃料の商用化に大きく前進。 

 

― さらに、エネルギー分野にお
ける新市場の創出と、国際展開
の強化による成長戦略の実現
に向け、我が国の再生可能エネ
ルギー、蓄電池、水素等のエネ
ルギーシステム分野の国際展
開を進展させるため、各国の政
策、規制環境等を踏まえ、日本
の優れた技術を核に、相手国政
府・企業と共同で海外実証事業
等を行う。 
加えて、他国への温室効果ガ

ス削減技術等の普及等の国際
的な取組を通じて、実現した温
室効果ガス排出削減・吸収を国
際貢献として示していくとと
もに、我が国の削減目標の達成
にも資するよう二国間オフセ
ット・クレジット制度（ＪＣＭ）
を活用していく。具体的には我
が国の優れた低炭素技術・シス
テムの有効性を最大限に引き
出すプロジェクトの可能性調
査や、我が国の貢献による温室
効果ガス削減効果を測定・報
告・検証（ＭＲＶ）するための
手法開発及び削減量の定量化
事業を行う。 

さらに、エネルギー分野に
おける新市場の創出と、国際
展開の強化による成長戦略の
実現に向け、我が国の再生可
能エネルギー、蓄電池、水素等
のエネルギーシステム分野の
国際展開を進展させるため、
各国の政策、規制環境等を踏
まえ、日本の優れた技術を核
に、相手国政府・企業と共同で
海外実証事業等を行う。 
加えて、他国への温室効果

ガス削減技術等の普及等の国
際的な取組を通じて、実現し
た温室効果ガス排出削減・吸
収を国際貢献として示してい
くとともに、我が国の削減目
標の達成にも資するよう二国
間オフセット・クレジット制
度（ＪＣＭ）を活用していく。
具体的には我が国の優れた低
炭素技術・システムの有効性
を最大限に引き出すプロジェ
クトの可能性調査や、我が国
の貢献による温室効果ガス削
減効果を測定・報告・検証（Ｍ
ＲＶ）するための手法開発及
び削減量の定量化事業を行
う。 

 エネルギー消費の効率化等に資する我が国
技術の国際実証事業 
［１９９３～２０２０年度］ 
 
［独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリ
ッド蓄電池システム実証事業］ 
【主な成果、アウトプット等】 
・「独国ニーダーザクセン州大規模ハイブ
リッド蓄電池システム実証事業」では、
風力発電導入の進むドイツ・ニーダーザ
クセン州において、高出力なリチウムイ
オン電池と大容量のＮＡＳ電池という２
種類の異なる特性の蓄電池から構成され
る大規模ハイブリッド蓄電池システムの
効果を検証。 

・ドイツの送電系統運営者（ＴＳＯ）から
課される厳しい条件を満たし、２種類の
蓄電池の強みを活かしたハイブリッド蓄
電池システムを同構成では初めて運用承
認を得て欧州電力系統に接続し、電力取
引市場に参画。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「ドイツで大規模ハイブリッド蓄電池シ
ステムを完成、11 月に実証運転開始」
（2018 年 10 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101039.html 

 

 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・ドイツの送電系統運営者（ＴＳＯ）
から課される厳しい条件を満たし、
２種類の蓄電池の強みを活かした
ハイブリッド蓄電池システムを同
構成ではドイツで初めて運用承認
を得て欧州電力系統に接続し、電力
取引市場に参画。 

・NEDO とドイツ側カウンターパー
トが共催する定例会議に合わせ、本
実証事業と連携する enera（※）プ
ロジェクトとのワークショップを
開催。技術面と市場の課題を早期に
共有するとともに、enera プロジェ
クトが新たに創設する試行的な電
力取引市場等の世界最先端の状況
にいち早く対応する等により、実証
事業の効果を最大化。 

※ enera：ドイツ側実証参加企業
（EWE  AG）が代表幹事を務める
ドイツ経済産業省支援の大規模再
生可能エネルギー導入対策プロジ
ェクト。 
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上記の取組に加えて、「エネ
ルギー・環境イノベーション戦
略」では、削減ポテンシャル・
インパクトが大きい有望技術
として、蓄エネルギー分野では
次世代蓄電池、水素等製造・貯
蔵・利用、創エネルギー分野で
は次世代太陽光発電、次世代地
熱発電が特定されるとともに、
ＡＩ、ビックデータ、ＩｏＴ等
の活用によるエネルギーシス
テム統合技術の重要性につい
ても言及している。これらの技
術をはじめとした長期的な視
点に立った技術について、従来
の発想によらない革新的な技
術の発掘や開発に取り組む。 
これらの技術の社会実装を

通じて、２０３０年の再生可能
エネルギーの導入目標（発電量
ベースで２２～２４％）、更に
は２０５０年を見据えたさら
なる導入拡大に資する。 
加えて、特定公募型研究開発

業務として、ムーンショット型
研究開発事業を行う。 

上記の取組に加えて、「エネ
ルギー・環境イノベーション
戦略」では、削減ポテンシャ
ル・インパクトが大きい有望
技術として、蓄エネルギー分
野では次世代蓄電池、水素等
製造・貯蔵・利用、創エネルギ
ー分野では次世代太陽光発
電、次世代地熱発電が特定さ
れるとともに、ＡＩ、ビックデ
ータ、ＩｏＴ等の活用による
エネルギーシステム統合技術
の重要性についても言及して
いる。これらの技術をはじめ
とした長期的な視点に立った
技術について、従来の発想に
よらない革新的な技術の発掘
や開発に取り組む。 
これらの技術の社会実装を

通じて、２０３０年の再生可
能エネルギーの導入目標（発
電量ベースで２２～２４％）、
更には２０５０年を見据えた
さらなる導入拡大に資する。 
加えて、特定公募型研究開

発業務として、ムーンショッ
ト型研究開発事業を行う。 

【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・2050 年までに国内電力需要の 80％以上
を再生可能エネルギーに代替するエネル
ギー転換政策「Energiewende」を掲げる
ドイツでは、風力発電や太陽光発電など
の積極的な導入に伴い、これまで周波数
を維持する役割を担っていた火力発電の
代替技術へのニーズが急速に高まってい
る。 

・本事業では、異なる特性をもつ蓄電池シ
ステムを電力系統に接続し、周波数調整
や需給調整、電圧調整といった複数用途
で運用できることを検証。技術の成立性
に加えて実際のビジネス環境で経済性を
評価することで、早期の社会実装と普及
展開の実現に貢献。 

・系統連系国際会議（IRED）の機会
を捉えて NEDO 実証成果を紹介す
るサイドイベントをウィーンで開
催。欧州の電力事業関係者への効果
的・効率的な情報発信によりに実証
システムのビジネス展開を支援。 

 

【省エネルギー・環境分野】 
 「エネルギー基本計画」に基
づき、徹底した省エネルギー
社会の実現、化石燃料の製鉄
及び発電利用にあたって環境
負荷を低減しつつ利用するこ
と等が求められている。この
ため、省エネルギー・温室効果
ガス排出削減に資する技術開
発、水素還元を活用すること
で温室効果ガス排出量を根本
的に下げるための環境調和型
製鉄プロセス技術開発及び発
電効率を大きく向上させるこ
とで発電量当たりの温室効果
ガス排出量を抜本的に下げる
ための高効率火力発電技術開
発を推進するとともに、化石
燃料の徹底的な効率利用を図
りつつ、二酸化炭素回収・有効
利用・貯留（ＣＣＵＳ）の実用
化を目指した技術開発等を戦
略的に推進するものとする。 
 さらに、フロン対策技術、リ
サイクルシステムの構築に向
けた技術開発等の３Ｒ技術及
び水循環技術に関する技術開
発・技術実証を推進するもの
とする。 

【省エネルギー・環境分野】 
 省エネルギー・温室効果ガス
排出削減に資する技術開発、具
体的には環境中に排出される
未利用熱を効果的に削減（断
熱、蓄熱）、回収（熱電変換、排
熱発電）、再利用（ヒートポン
プ）するための技術開発や、鉄
鋼業の製鉄プロセスの省エネ
ルギー・温室効果ガス排出削減
のために水素還元やフェロコ
ークスを活用する環境調和型
製鉄プロセス技術開発及び発
電効率を大きく向上させるこ
とで発電量当たりの温室効果
ガス排出量を抜本的に下げる
ための高効率火力発電技術開
発を推進するとともに、化石燃
料の徹底的な効率利用を図り
つつ、二酸化炭素回収・有効利
用・貯留（ＣＣＵＳ）の実用化
を目指した技術開発等を戦略
的に推進する。また、革新的な
省エネルギー技術をシーズ発
掘から事業化まで一貫して支
援を行うテーマ公募型事業等
に関する技術開発に取り組む。 
さらに、フロン対策技術は次

世代の冷媒候補物質を冷媒と
して使用した場合のリスク評
価手法の確立や実用環境下で
の評価を行うことによる新た
な冷媒に対応した省エネルギ
ー型冷凍空調機器等の開発基
盤の整備等に関する技術開発
等に取り組む。 

【省エネルギー・環境分野】 
 省エネルギー・温室効果ガ
ス排出削減に資する技術開
発、具体的には環境中に排出
される未利用熱を効果的に削
減（断熱、蓄熱）、回収（熱電
変換、排熱発電）、再利用（ヒ
ートポンプ）するための技術
開発や、鉄鋼業の製鉄プロセ
スの省エネルギー・温室効果
ガス排出削減のために水素還
元やフェロコークスを活用す
る環境調和型製鉄プロセス技
術開発及び発電効率を大きく
向上させることで発電量当た
りの温室効果ガス排出量を抜
本的に下げるための高効率火
力発電技術開発を推進すると
ともに、化石燃料の徹底的な
効率利用を図りつつ、二酸化
炭素回収・有効利用・貯留（Ｃ
ＣＵＳ）の実用化を目指した
技術開発等を戦略的に推進す
る。また、革新的な省エネルギ
ー技術をシーズ発掘から事業
化まで一貫して支援を行うテ
ーマ公募型事業等に関する技
術開発に取り組む。 
 さらに、フロン対策技術は
次世代の冷媒候補物質を冷媒
として使用した場合のリスク
評価手法の確立や実用環境下
での評価を行うことによる新
たな冷媒に対応した省エネル
ギー型冷凍空調機器等の開発

 未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究
開発 
［２０１５～２０２２年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・世界で最も高い温度で加熱可能なヒート
ポンプを実現。80℃→160℃、加熱能力
300kW 級、500kW 級のヒートポンプの
性能試験を開始。 

・機構と産業技術総合研究所、未利用熱エ
ネルギー革新的活用技術研究組合
（TherMAT）が、テルル化鉛（PbTe）熱
電変換材料にゲルマニウム（Ge）を添加
した新しいナノ構造形成法を確立し、従
来材料と比べて、約 2 倍の熱電変換性能
を実現。 

・機構と産業技術総合研究所、TherMAT
は、フレキシブルな熱流センサーを袋状
に成型し、対象の物質を包むことで、相
変化中で温度が一定な物質の熱の流出入
量を定量的に計測する技術を開発。 

・機構と産業技術総合研究所は、従来は材
料の面内方向のみ評価していた熱電変換
性能を厚さ方向でも正確に計測できる手
法を世界で初めて開発。今回の成果を元
にアドバンス理工（株）が、厚さ方向熱
電特性評価装置を 2019年 4月に製品化。 

・機構と TherMAT は、未利用熱活用技術
の産業分野などへの適用と普及促進の方
策立案による省エネルギー化を促進する
ため、熱利用量の多い 15 業種を対象に
未利用熱の排出・活用状況に関するアン
ケートを実施し、全国 1273 事業所の回
答から得られた分析結果を報告書として
公表。 

 

評価のポイントとなる点は以下のと
おり。 
 
 
【評価のポイント】 
・熱電変換材料の新形成法を確立し、
従来材料の約２倍の性能を実現。ま
た、国際標準化の展開を見据え、従
来は面内方向のみ評価されていた
熱電変換性能を厚さ方向で正確に
計測する手法を世界で初めて開発。
有機薄膜など、面内方向と厚さ方向
で特性が異なる材料の熱電変換性
能をより正確に評価することが可
能。 

・熱関保冷剤などの開発で求められ
る、相変化中の物質の熱の流出入量
の計測技術を新たに確立。 

・熱利用量の多い１５業種を対象と
した工場設備に関するアンケート
調査を実施し、「排熱実態調査報告
書」をＮＥＤＯとして約２０年ぶり
に公表するとともに、２００℃未満
を中心とした未利用熱活用の重要
性と技術開発について広報を行い、
当該報告書が公表月（３月）だけで
８００件以上ダウンロードされる
など、反響を得た。 
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廃小型家電等を製品レベル・
部品レベルで自動選別するプ
ロセス及び高効率な製錬プロ
セスなどを構築するための３
Ｒ技術の技術開発等や水循環
技術に関する技術開発・技術実
証を推進するものとする。 

基盤の整備等に関する技術開
発等に取り組む。 
 廃小型家電等を製品レベ
ル・部品レベルで自動選別す
るプロセス及び高効率な製錬
プロセスなどを構築するため
の３Ｒ技術の技術開発等や水
循環技術に関する技術開発・
技術実証を推進するものとす
る。 
 

（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「テルル化鉛熱電変換材料の新形成法を
確立、約 2 倍の熱電変換性能を実現」
（2018 年 5 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100953.html 

 
 「熱流センサーを用いた相変化中の物質
の熱流出入量の計測技術を開発」（2019
年 1 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101062.html 

 
 「世界初、熱電変換材料の厚さ方向の変
換性能を正確に計測する手法を開発」
（2019 年 3 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101079.html 

  
「15 業種の工場設備の排熱実態調査報
告書を公表」
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101074.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・既存技術の限界及びコスト面での制約か
ら、未利用エネルギーの大半、特に中低
温領域の排熱は大部分が廃棄されている
が、断熱材・蓄熱材・熱電材料等に代表
される各種熱マネジメント部材の革新的
な技術開発を通して未利用熱を有効活用
できるシステムを確立し、産業分野、運
輸分野、民生分野における社会実装を実
現することにより、更なる省エネルギー
化に貢献。 

・本プロジェクトの研究開発成果の２０３
０年時点における波及効果として、原油
換算で６００万 ｋＬ／年程度以上の省
エネルギー効果、１，７００万ｔ－ＣＯ
２／年程度以上のＣＯ２削減効果を見込
んでいる。 

 
 
 
次世代火力発電等技術開発 
［２０１６～２０２２年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・商用規模の燃料電池とＣＯ２分離・回収
型 酸 素 吹 IGCC （ Integrated Coal 
Gasification Combined Cycle）を組み合
わせた、世界初の試みとなる IGFC
（ Integrated Coal Gasification Fuel 
Cell Combined Cycle）システムの実証事
業を実施。 

・2018 年度は、その第１段階である酸素吹
きＩＧＣＣ実証試験が完了し、すべての
試験項目において目標を達成し、商用機
での送電端効率約４６％達成の見通しを
得た。さらに、2019 年３月から本事業の
最終段階である第３段階の実証事業に着
手。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・第１段階の実証試験を完了。IGCC
の基本性能、設備信頼性、プラント
運用性、経済性等に関する、全ての
実証試験の目標を達成。 

・１７万ｋＷ規模の石炭火力発電プ
ラントとして世界最高水準の発電
効率４０．８％（送電端）を達成。
商用機での発電効率約４６％の達
成に見通しが得られ、現在普及して
いる超々臨界圧微粉炭火力に比べ
ＣＯ２排出量を１５％程度削減す
る目処を得た。 

・プラント運用性では、負荷変化率
（※）１６％／分と急激な出力変動
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・再生可能エネルギーの出力変動へのバッ
クアップ電源として、「機動性に優れた広
負荷帯高効率 GTCC（※）の要素技術開
発」に着手。 

・既存の石炭火力発電に大幅な改造を施す
ことなく、バイオマスの利用率向上が見
込める「石炭火力発電におけるバイオマ
ス利用拡大技術の先導研究」に着手。 

※GTCC：Gas Turbine Combined Cycle 
 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「大崎クールジェンプロジェクト」の第 1
段階、酸素吹 IGCC の実証試験を完
了」（2019 年 3 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101081.html 

 
「世界初、石炭ガス化燃料電池複合発電
（IGFC）の実証事業に着手」（2019 年
4 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101103.html 

 
 「機動性に優れた高効率ガスタービン複
合発電の要素技術開発に着手」（2018 年
7 月）
http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5
_100996.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業の開発成果により、2030 年頃にＩ
ＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火
力として送電端効率５５％（高位発熱量
基準）の達成を目指すとともに、CCUS
（※）の実現に向け、ＣＯ２分離・回収
コスト１，０００円台/ｔ-ＣＯ２という
大幅な低減を目指していく。 

・世界の火力発電市場は、今後、2040 年に
かけて石炭火力では約５２０兆円、ＬＮ
Ｇ火力では約２７０兆円で、累計７９０
兆円の規模が見込まれる。年平均では約
３０兆円であり、このうちのシェア１割、
約３兆円の次世代火力技術の市場獲得を
目指す。 

※CCUS：Carbon dioxide Capture, 
Utilization and Storage 

 
 
 
ＣＣＳ研究開発・実証関連事業 
［２０１８～２０２２年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ（※））技術
は、火力発電からのＣＯ２排出量をゼロ
に近づける切り札となり得る技術の一つ
であり、NEDO では、２０１８年度に経
済産業省から「ＣＣＳ研究開発・実証関
連事業」を承継して技術開発を推進。 

・北海道苫小牧市のＣＣＳ実証試験サイト
では、分離・回収したＣＯ２を地中貯留
するとともに、貯留したＣＯ２の挙動（移
動・拡がり）と状況（温度・圧力）につ

に対応できることが実証され、電力
系統の安定化への寄与が期待。 

 
※負荷変化率：１分間あたりの発電出
力変化の割合で、この値が大きい方
が柔軟な出力調整可能。現在普及し
ている超々臨界圧微粉炭火力での
負荷変化率は１～３％。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・北海道苫小牧市のＣＣＳ実証試験
サイトにおいて、製油所から排出さ
れるガスから分離・回収したＣＯ２
を国内では類のない大きな偏距を
持つ圧入井により、陸域から海底下
の地中（地下１，０００ｍ以深）に
圧入。２０１８年度は約７８，００
０トンのＣＯ２を圧入し、２０１６
年度からの累計圧入量は約２３５，
０００トン。 
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いてモニタリングする、日本初の大規模
ＣＣＳ一貫システムの実証試験を実施。 

※ＣＣＳ：Carbon dioxide capture and 
storage 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・革新的なＣＣＳ関連技術の確立により、
国連気候変動枠組条約事務局に提出した
約束草案（２０３０年度に温室効果ガス
を２６％削減し、２０５０年度に８０％
削減（いずれも２０１３年度比））の実現
に貢献。 

・苫小牧におけるＣＣＳ大規模実証試験事
業においては、年間１０万トン規模の貯
留実績の達成を目指す。 

 
 
 
戦略的省エネルギー技術革新プログラム 
［２０１２～２０２１年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・「省エネルギー技術戦略」に掲げる重要技
術を中心に、２０３０年度に原油換算で
１テーマあたり１０万ｋＬ以上のエネル
ギー消費量の削減が見込める技術の開発
及び実用化を推進。２０１８年度は７５
テーマを実施。成果例は以下のとおり。 

 
［１００万ＬＵＴ規模原子スイッチＦＰＧ
Ａの開発］ 

 ・日本電気株式会社は、日本独自の動作
原理（原子スイッチ）に基づき、放射線
耐性が高く、現在の最先端ＦＰＧＡと比
較し消費電力を１０分の１、チップサイ
ズを３分の１に抑えられる革新的なＦＰ
ＧＡ「ＮａｎｏＢｒｉｄｇｅ－ＦＰＧＡ
（ＮＢ－ＦＰＧＡ）」を開発。2019 年１
月に宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）
がイプシロンロケット４号機で打ち上げ
た革新的衛星技術実証１号機の中の小型
衛星「小型実証衛星１号機（ＲＡＰＩＳ
－１）」に搭載し、宇宙空間での実証実験
を開始。 

 （参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「放射線耐性が高い半導体チップの宇宙
空間での実証実験を開始へ」（2019 年 1
月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101053.html 

 
［航空手荷物における電子タグ利用による
トレーサビリティに関する技術開発］ 

 ・株式会社デンソーウェーブ、埼玉大学、
日本電気株式会社及び日本信号株式会社
は、航空機燃料の省エネ化を目的に、顔
認証で登録された搭乗者の空港内位置情
報を短時間で把握し、未搭乗者の預け入
れ荷物を迅速に取り降ろす「航空機出発
遅延抑制システム」を開発。中部国際空
港において世界初となる本システムの基
礎評価試験を実施し、預け入れ荷物を取

・年間１０万トン程度のＣＯ２貯留
を目指し、２０１９年度もＣＯ２の
圧入を継続。また、貯留したＣＯ２
のモニタリングを継続し、安全なＣ
Ｏ２地中貯留技術の確立に貢献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・未搭乗者の預け入れ荷物を迅速に
取り降ろす「航空機出発遅延抑制シ
ステム」を開発。中部国際空港の搭
乗ゲートを利用し、空港では世界初
となる基礎評価試験を実施。荷物の
取り降ろし時間の短縮に有効であ
ることを確認。定時運行の確保によ
る航空機燃料の削減により、２０３
０年度に１．５万ｋＬの省エネ効果
が期待。 

・日本独自技術の原子スイッチに基
づく放射線耐性の高い半導体チッ
プ「NB-FPGA」を開発。従来比 1/10
の消費電力を実現。JAXA のイプシ
ロンロケット４号機の小型衛星
RAPIS-1 に搭載され、宇宙空間で
の実証試験を実施。 

・２０１７年度までに終了した１３
１件の事業について、２０１８年度
に新たに１６件が上市・製品化を達
成（累計４６件が上市・製品化を達
成）。これらにより、累計で３９１
万ｋＬのエネルギー消費量（２０３
０年度時点、原油換算）の削減の見
込みを得た。 
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り降ろす時間を短縮するシステムとして
有効であることを確認。 

 （参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「世界初、空港で「航空機出発遅延抑制
システム」の基礎評価試験を実施」
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101060.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・エネルギー基本計画等の実現達成に向
け、産業、民生、運輸の各部門における
我が国の省エネルギー対策を推進するた
めの革新的な省エネルギー技術を開発に
より、エネルギー基本計画の実現に貢献。 

・なお、本事業の取組により、省エネルギ
ーの技術開発・普及が拡大されることで、
我が国におけるエネルギー消費量を
2030 年度に原油換算で 1,000 万ｋｌ削
減する目標の達成に貢献。 

 

 加えて、エネルギー分野に
おける新市場の創出と、国際
展開の強化による成長戦略の
実現に向け、省エネルギー・環
境分野の国際展開を進展させ
るため、各国の政策、規制環境
等を踏まえ、日本の優れた技
術を核に、海外実証事業等を
強力に推進するものとする。
また、他国への温室効果ガス
削減技術等の普及等の国際的
な取組を通じて、実現した温
室効果ガス排出削減・吸収を
国際貢献として示していくと
ともに、我が国の削減目標の
達成にも資するよう二国間オ
フセット・クレジット制度（Ｊ
ＣＭ）を活用していく。 
 「エネルギー・環境イノベー
ション戦略」においても、省エ
ネルギー分野で削減ポテンシ
ャル・インパクトが大きい有
望技術として、多目的超電導、
革新的生産プロセス、超軽量・
耐熱構造材料及び二酸化炭素
固定化・有効利用技術が特定
されており、これらの技術を
はじめとした長期的な視点に
立った技術について、従来の
発想によらない革新的な技術
の発掘や開発に取り組むもの
とする。 
 加えて、特定公募型研究開
発業務を行うものとする。 

さらに、エネルギー分野にお
ける新市場の創出と、国際展開
の強化による成長戦略の実現
に向け、我が国の省エネルギ
ー・環境分野の国際展開を進展
させるため、各国の政策、規制
環境等を踏まえ、日本の優れた
技術を核に、相手国政府・企業
と共同で海外実証事業等を行
う。 
 加えて、他国への温室効果ガ
ス削減技術等の普及等の国際
的な取組を通じて、実現した温
室効果ガス排出削減・吸収を国
際貢献として示していくとと
もに、我が国の削減目標の達成
にも資するよう二国間オフセ
ット・クレジット制度（ＪＣＭ）
を活用していく。具体的には我
が国の優れた低炭素技術・シス
テムの有効性を最大限に引き
出すプロジェクトの可能性調
査や、我が国の貢献による温室
効果ガス削減効果を測定・報
告・検証（ＭＲＶ）するための
手法開発及び削減量の定量化
事業を行う。 
 上記の取組に加えて、「エネ
ルギー・環境イノベーション戦
略」においても、省エネルギー
分野で削減ポテンシャル・イン
パクトが大きい有望技術とし
て、多目的超電導、革新的生産
プロセス、超軽量・耐熱構造材
料及び二酸化炭素固定化・有効
利用技術が特定されており、こ
れらの技術をはじめとした長
期的な視点に立った技術につ
いて、従来の発想によらない革
新的な技術の発掘や開発に取
り組む。 
 これらの技術の社会実装を
通じて、２０３０年の省エネル
ギー目標（エネルギー需要を対

さらに、エネルギー分野に
おける新市場の創出と、国際
展開の強化による成長戦略の
実現に向け、我が国の省エネ
ルギー・環境分野の国際展開
を進展させるため、各国の政
策、規制環境等を踏まえ、日本
の優れた技術を核に、相手国
政府・企業と共同で海外実証
事業等を行う。 
 加えて、他国への温室効果
ガス削減技術等の普及等の国
際的な取組を通じて、実現し
た温室効果ガス排出削減・吸
収を国際貢献として示してい
くとともに、我が国の削減目
標の達成にも資するよう二国
間オフセット・クレジット制
度（ＪＣＭ）を活用していく。
具体的には我が国の優れた低
炭素技術・システムの有効性
を最大限に引き出すプロジェ
クトの可能性調査や、我が国
の貢献による温室効果ガス削
減効果を測定・報告・検証（Ｍ
ＲＶ）するための手法開発及
び削減量の定量化事業を行
う。 
 上記の取組に加えて、「エネ
ルギー・環境イノベーション
戦略」においても、省エネルギ
ー分野で削減ポテンシャル・
インパクトが大きい有望技術
として、多目的超電導、革新的
生産プロセス、超軽量・耐熱構
造材料及び二酸化炭素固定
化・有効利用技術が特定され
ており、これらの技術をはじ
めとした長期的な視点に立っ
た技術について、従来の発想
によらない革新的な技術の発
掘や開発に取り組む。 
 これらの技術の社会実装を
通じて、２０３０年の省エネ

 民間主導による低炭素技術普及促進事業 
［２０１８～２０２２年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・民間主導による低炭素技術の海外展開及
び地球規模での温室効果ガス排出削減へ
の貢献を目的として、年 2 回の公募を実
施し、戦略的案件組成調査 9 件、実証前
調査 2 件を採択。 

・地球温暖化対策技術普及等推進事業（Ｊ
ＣＭ実証事業）については、インドネシ
ア３件がＪＣＭプロジェクト登録され、
ベトナム２件及びラオス１件が NEDO
プロジェクトとして、初めてクレジット
を発行（クレジット発行量１，３４６ト
ン）。 

・個別の成果事例は以下のとおり。 
 ［インドネシア共和国における携帯電話
基地局へのトライブリッド技術導入によ
る低炭素化プロジェクト（ＪＣＭ実証事
業）」 

・太陽光発電、蓄電池、交流電源（ディー
ゼル及び系統電力）を効率的に組み合わ
せるトライブリッド技術をインドネシア
国内２０か所に導入し、基地局により４
０％から１００％の温室効果ガス排出量
削減を達成（合計約４００トンの削減効
果）。加えて、日本インドネシア国交樹立
６０周年記念事業としても認定。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「インドネシアのトライブリッド基地局
実証事業が JCM プロジェクトとして登
録」（2018 年 7 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100990.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・実証事業の実施により、日本及び相手国
の温室効果ガス削減・抑制目標（NDC)達
成に貢献。 

・「インドネシア共和国における携帯電話
基地局へのトライブリッド技術導入によ
る低炭素化プロジェクト」については、

 
 
 
【評価のポイント】 
・合計１１件の新規調査に着手し、日
本企業の低炭素技術の海外展開を
推進。 

・ＪＣＭ実証事業において、ベトナム
２件及びラオス１件で、ＮＥＤＯプ
ロジェクトとして初めてのクレジ
ットを発行。合計１，３４６トンの
クレジットが発行され、日本及び相
手国の温室効果ガス排出削減に貢
献。 

・インドネシアで実施していた実証
３事業は、ＪＣＭプロジェクト登録
され、実証事業により合計で約３
３，１００トンの温室効果ガスを削
減できる見込み。今後、ＪＣＭ合同
委員会におけるクレジット発行審
議に付議。 
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策前比１３％削減）及びフロン
削減目標（２０３６年に８５％
減）等の達成に資する。 
 加えて、特定公募型研究開発
業務として、ムーンショット型
研究開発事業を行う。 

ルギー目標（エネルギー需要
を対策前比１３％削減）及び
フロン削減目標（２０３６年
に８５％減）等の達成に資す
る。 
 加えて、特定公募型研究開
発業務として、ムーンショッ
ト型研究開発事業を行う。 
 

インドネシアの商用電力が未整備な基地
局や電力が不安定な基地局の５～１０％
をトライブリッド基地局化することで、
年間約７万トンの温室効果ガスの排出量
削減が見込まれる。 

 

【産業技術分野】 
「未来投資戦略 2017」に基

づき、成長の実現に向けて、Ｉ
ｏＴ、人工知能、ロボット等の
第四次産業革命の技術革新を
あらゆる産業に取り入れ、さ
まざまな社会課題を解決する
Society5.0 を世界に先駆けて
実現する必要がある。また、モ
ノとモノ、人と機械・システ
ム、人と技術、異なる産業に属
する企業と企業など、さまざ
まなものをつなげる新たな産
業 シ ス テ ム （ Connected 
Industries）への変革を推進
する必要がある。 

【産業技術分野】 
ＩｏＴ、人工知能、ロボット

等の第四次産業革命の技術革
新により様々な社会課題を解
決する Society5.0 を実現する
とともに、様々なものをつなげ
る 新 た な 産 業 シ ス テ ム
（Connected Industries）への
変革を推進すべく、以下の取組
を行う。 

【産業技術分野】 
 ＩｏＴ、人工知能、ロボット
等の第四次産業革命の技術革
新により様々な社会課題を解
決する Society5.0 を実現する
とともに、様々なものをつな
げる新たな産業システム
（Connected Industries）への
変革を推進すべく、以下の取
組を行う。 

    

 

 以上を踏まえ、産業技術分
野においては、 
・Society5.0 を世界に先駆け

て実現するため、技術革新
のスピード、ビジネス環境
の変化等を踏まえつつ、ビ
ッグデータのリアルタイム
処理、電子デバイス、家電、
ネットワーク／コンピュー
ティングに関する課題に係
るＩｏＴ・電子・情報技術開
発、 

・我が国の産業構造の特徴を
活かし、川上、川下産業の連
携、異分野異業種の連携を
図りつつ、革新的材料技術・
ナノテクノロジーや希少金
属代替・使用量低減技術等
の材料・ナノテクノロジー
技術開発、 

・国立研究開発法人日本医療
研究開発機構における医療
分野を除く、ゲノム情報・制
御関連技術及び細胞機能解
明・活用技術への取組等の
バイオシステム及びバイオ
テクノロジー技術開発、 

・これまでロボットが導入さ
れていなかった分野へのロ
ボット利用拡大に向けた新
しいコンセプトの産業用ロ
ボットの開発、ロボット技
術の活用への期待が高い災
害対応ロボットや無人シス
テム、ロボット技術を活用
したメンテナンス用機器の

・Society5.0 を世界に先駆け
て実現するため、技術革新の
変化等を踏まえ、ビッグデー
タのリアルタイム処理、電子
デバイス、家電、ネットワー
ク／コンピューティングに
関する課題に対応するため
のＩｏＴ・電子・情報技術開
発を行う。具体的にはエッジ
側での超低消費電力ＡＩコ
ンピューティングや、新原理
により高速化と低消費電力
化を両立する次世代コンピ
ューティング、光エレクトロ
ニクスを用いた光電子変換
チップ内蔵基板技術等に関
する技術開発に取り組む。 

・我が国の産業構造の特徴を活
かし、川上、川下産業の連携、
異分野異業種の連携を図り
つつ、革新的材料技術・ナノ
テクノロジーや希少金属代
替・使用量低減技術等の材
料・ナノテクノロジーの技術
開発、具体的には、輸送機器
の軽量化のための構造材料
の開発や、小型・高効率モー
ターを実現する高性能磁石
等の開発、高度な人工知能等
の計算科学を駆使した材料
開発システム、化学品製造プ
ロセス技術等に関する技術
開発に取り組む。 

・国立研究開発法人日本医療研
究開発機構における医療分
野を除く、ゲノム情報・制御

・Society5.0 を世界に先駆け
て実現するため、技術革新
の変化等を踏まえ、ビッグ
データのリアルタイム処
理、電子デバイス、家電、ネ
ットワーク／コンピューテ
ィングに関する課題に対応
するためのＩｏＴ・電子・情
報技術開発を行う。具体的
にはエッジ側での超低消費
電力ＡＩコンピューティン
グや、新原理により高速化
と低消費電力化を両立する
次世代コンピューティン
グ、光エレクトロニクスを
用いた光電子変換チップ内
蔵基板技術等に関する技術
開発に取り組む。 

・我が国の産業構造の特徴を
活かし、川上、川下産業の連
携、異分野異業種の連携を
図りつつ、革新的材料技術・
ナノテクノロジーや希少金
属代替・使用量低減技術等
の材料・ナノテクノロジー
の技術開発、具体的には、輸
送機器の軽量化のための構
造材料の開発や、小型・高効
率モーターを実現する高性
能磁石等の開発、高度な人
工知能等の計算科学を駆使
した材料開発システム、化
学品製造プロセス技術等に
関する技術開発に取り組
む。 

 超低消費電力型光エレクトロニクス実装シ
ステム技術開発 
［２０１３～２０２１年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・世界最高レベルの小型・高速・省電力デ
バイス（インターポーザ）とその実装、
適用に関する技術開発に着手。最も重要
なシリフォトチップ、光学的接続構造の
基本設計を完了。この中で、受光素子の
高感度化・低コスト化に繋がる素子技術
を開発。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
 「小型に集積可能なフォトダイオードで
受光感度 21.8A／W を達成」（2019 年 3
月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101073.html 

 
 「世界初、最小規格のオンボード光モジ
ュールで 400 ギガビット／秒伝送を実
現」（2019 年 3 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101075.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・データセンタ等における情報処理量の増
大に対応した高性能低消費電力サーバー
等の ICT 機器実現に貢献。 

・本プロジェクトの成果によるＣＯ２削減
量は１５００万トン(２０３０年度時点）
となる見込み。 

 
 

評価のポイントとなる点は以下のと
おり。 
 
 
【評価のポイント】 
・小型・省電力・低コスト化に有効な
シリコンを用いた受光素子の開発
を進め、世界最高の感度（21.8A/W）
を達成。 

・オンボード光モジュール標準化団
体と共同で規格化した世界最小ト
ランシーバを光 I/O コアを用いて
実現し、グローバルな展示会でデモ
を実施。 

・“光電子集積インターポーザ”のた
めの高速伝送・小型化技術の開発を
進め、昨年度比約 30％省電力化の
見通しを得た。 

・2017 年に新設分割した「アイオー
コア株式会社」の事業性が認めら
れ、JEITA ベンチャー賞を受賞。 
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開発・導入支援等及び人工
知能を含めた次世代ロボッ
ト技術等のロボット・ＡＩ
技術開発、 

・新しい製造システムとし
て、大規模な生産設備が不
要で、設備投資とエネルギ
ー消費を大幅に削減できる
少量多品種生産に対応した
製造システムの実用化に向
けた技術、ＩｏＴやＡＩ等
を活用し、サイバー空間を
活用した新たなものづくり
システムのためのネットワ
ーク型のデジタルプラット
ホーム技術開発等のものづ
くり技術開発、 

・各分野の境界分野及び分野
を跨ぐ技術の融合領域にお
ける技術開発、 

を重点的に推進するものとす
る。 

関連技術及び細胞機能解明・
活用技術への取組等のバイ
オシステム及びバイオテク
ノロジーの技術開発、具体的
には植物等による物質生産
機能を制御・改変し、省エネ
ルギー・低コストな高機能製
品を生産する技術等に関す
る技術開発等に取り組む。 

・Society5.0 の実現のための中
核技術として期待されるロ
ボット技術について、ロボッ
トの利用拡大に向けて、新し
いコンセプトの産業用ロボ
ット、災害対応ロボットや無
人システム、メンテナンス用
のロボットや機器、人工知能
を含めた次世代技術等の開
発を行う。具体的には、ロボ
ット導入コストの低減に向
けたプラットフォーム、災害
状況の調査のためのロボッ
ト、インフラ維持管理のため
のロボットやセンサ、同じ空
域を飛行する複数のドロー
ンの運航を管理するシステ
ム等の開発や実証を行う。さ
らに、未だ実現していない次
世代の人工知能・ロボット技
術の開発に取り組む。 

・我が国が強みを有するものづ
く り 技 術 に つ い て 、
Society5.0 の実現のための
中核技術として期待される
人工知能技術等との融合を
目指し、新たな製造システム
として、ＩｏＴやＡＩ、ビッ
グデータ等を活用し、設備投
資とエネルギー消費を大幅
に削減でき、少量多品種生産
にも対応した新たなものづ
くりシステムのためのネッ
トワーク型のデジタルプラ
ットホーム技術開発等を行
う。具体的には高付加価値の
部品等の製造に適した三次
元積層造形技術（高速化、高
精度化、高機能化等）の基盤
的な開発や、これまでにない
高効率かつ高輝度（高出力・
高ビーム品質）なレーザー技
術等に関する技術開発に取
り組む。 

・各分野の境界分野及び分野を
跨ぐ技術の融合領域におけ
る技術開発、具体的には次世
代航空機をリードするよう
な、低コスト化、安全性向上
等に寄与する先進技術等に
関する技術開発に取り組む。 

・国立研究開発法人日本医療
研究開発機構における医療
分野を除く、ゲノム情報・制
御関連技術及び細胞機能解
明・活用技術への取組等の
バイオシステム及びバイオ
テクノロジーの技術開発、
具体的には植物等による物
質生産機能を制御・改変し、
省エネルギー・低コストな
高機能製品を生産する技術
等に関する技術開発等に取
り組む。 

・Society5.0 の実現のための
中核技術として期待される
ロボット技術について、ロ
ボットの利用拡大に向け
て、新しいコンセプトの産
業用ロボット、災害対応ロ
ボットや無人システム、メ
ンテナンス用のロボットや
機器、人工知能を含めた次
世代技術等の開発を行う。
具体的には、ロボット導入
コストの低減に向けたプラ
ットフォーム、災害状況の
調査のためのロボット、イ
ンフラ維持管理のためのロ
ボットやセンサ、同じ空域
を飛行する複数のドローン
の運航を管理するシステム
等の開発や実証を行う。さ
らに、未だ実現していない
次世代の人工知能・ロボッ
ト技術の開発に取り組む。 

・我が国が強みを有するもの
づく り技術に ついて、
Society5.0 の実現のための
中核技術として期待される
人工知能技術等との融合を
目指し、新たな製造システ
ムとして、ＩｏＴやＡＩ、ビ
ッグデータ等を活用し、設
備投資とエネルギー消費を
大幅に削減でき、少量多品
種生産にも対応した新たな
ものづくりシステムのため
のネットワーク型のデジタ
ルプラットホーム技術開発
等を行う。具体的には高付
加価値の部品等の製造に適
した三次元積層造形技術
（高速化、高精度化、高機能
化等）の基盤的な開発や、こ
れまでにない高効率かつ高
輝度（高出力・高ビーム品
質）なレーザー技術等に関
する技術開発に取り組む。 

・各分野の境界分野及び分野
を跨ぐ技術の融合領域にお
ける技術開発、具体的には
次世代航空機をリードする
ような、低コスト化、安全性

高効率・高速処理を可能とする AI チップ・
次世代コンピューティングの技術開発 
［２０１６～２０２７年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・来るべきポストムーア時代のＩｏＴ社会
を築くため、大量データの効率的かつ高
度な利活用を可能とする基盤技術開発を
推進。 

・２０１８年度からは、データ量削減のた
めネットワークの末端（エッジ）で中心
的な処理を行うエッジコンピューティン
グ技術と、消費電力を劇的に低減するた
めの次世代コンピューティング技術の研
究開発を行うべく、公募により体制構築。 

・その基盤技術の一つとして、ナビゲーシ
ョンシステム、回路設計、医療・創薬、
金融など、無数の情報の組み合わせから
最適解を高速かつ効率的に探索し、かつ
省エネルギー（従来比 1000 倍以上）な
アニーリングマシン※の開発を実施。 

※アニーリングマシン：エネルギーを高め
た状態から低くしていくことで、最適な
状態が導かれる工程を情報処理に応用し
たコンピュータ。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「世界最高水準の低消費電力化を実現す
る AI 半導体向け「脳型情報処理回路」
を開発」（2018 年 6 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100977.html 

 
「組合せ最適化問題に特化したクラウド
型計算サービスの無償提供を開始」
（2018 年 9 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101025.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・想定する社会実装先（自動運転、産業機
械、医療・福祉等）での AI 関連ハードウ
ェア世界市場において、研究開発成果の
一部が市場に出る２０３２年に約７，５
００億円、さらに成果の普及が加速する
２０３７年に約１．６兆円の市場獲得し、
それに付随するソフトウェア、アプリケ
ーション及びサービス等により更なる波
及効果の創出を目指す。 

・さらに、エッジやクラウド等の省電力化
を実現し、２０３７年において約２，７
２９万ｔ／年のＣＯ２削減を目指す。 

 
 
 
革新的新構造材料等研究開発 
［２０１４～２０２２年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・革新的マグネシウムに関して、難燃性マ
グネシウム合金を使った世界最大級の部
分構体（新幹線と同一断面サイズ：２．

 
 
 
 
【評価のポイント】 
・現在発表されているアニーリング
マシンの中で、世界最小サイズを実
現したことにより、従来のクラウド
上での処理以外に、エッジ（ネット
ワーク末端）のカメラやセンサ等の
IoT 機器への適用範囲を広げるこ
とに成功。 

・エッジ環境で高度な情報処理が行
われれば、クラウド（サーバー）側
の省エネルギー化だけでなく、新た
なサービスの創出にも繋がる成果。 

・例えば自動運転では、クラウド側か
らの通信が数秒遅れるだけで交通
事故の危険が高まるため、クラウ
ド、エッジ双方で高度な情報処理が
行えることは、高い安全性の確保に
も貢献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・難燃性マグネシウム合金において、
加工性や腐食性の課題を解決し、世
界最大級の高速鉄道車両部分構体
を試作。従来のアルミニウム合金に
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向上等に寄与する先進技術
等に関する技術開発に取り
組む。 

９ｍ×３．４ｍ×１．０ｍ）の試作に成
功。 

・自動車の骨格に用いられる高強度鋼(強
度１．２ＧＰａ級)同士の接合において、
従来の接合では接合部が非常にもろくな
る課題に対して、新たな摩擦線接合を適
用し、溶融温度以下での接合が可能とな
り、母材と同等の強度維持に成功。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「世界最大級、難燃性マグネシウム合金
を使った高速鉄道車両部分構体の試作に
成功」（2018 年 6 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100973.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・輸送機器の抜本的な軽量化を実現するこ
とで、燃費向上によりＣＯ２排出量を３
７４万ｔ(２０３０年度)削減。また。これ
を通して我が国の部素材産業及びユーザ
ー産業の国際競争力の強化に貢献。 

 
 
 
二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス
技術開発 
［２０１４～２０２１年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・光触媒要素技術に関して、可視光吸収型
窒化タンタル（Ｔａ３Ｎ５）光触媒を用
いて世界で初めて水分解を実証。 

・非単結晶 CIGS（※）光触媒での世界最高
水素生成エネルギー変換効率１２．５％
を達成。 

・赤色透明な窒化タンタル酸素生成光触媒
を開発し、それを用いて太陽光エネルギ
ー変換効率５．５％を達成。 

※CIGS：Cu(In,Ga)Se2・・・Cu, In, Ga, Se
元素からなるカルコゲナイド型結晶構造
をもつ化合物半導体の総称。主に太陽電
池材料として実用化されている。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「世界初、太陽の可視光を吸収して水を
分解する窒化タンタル光触媒を開発」
（2018 年 9 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101014.html 

 
「非単結晶光触媒で世界最高の水素生成
エネルギー変換効率 12．5％を達成」
（2018 年 8 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101013.html 

 
「窒化タンタルからなる赤色透明な酸素
生成光電極を開発」（2019 年 1 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101057.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 

対して約２８％の軽量化の見通し
を得たことにより、軽量化によるＣ
Ｏ２排出量削減、高速化の進展が期
待。 

・自動車の骨格に用いられる１．２Ｇ
Ｐａ級中高炭素鋼板同士の接合に
おいて、従来の高温摩擦接合では接
合部が脆くなるという課題を克服
するため、高印加圧力の下、溶融温
度以下で接合可能な摩擦線接合技
術を開発し、母材と同等の強度維持
に成功。 

・材料の軽量化よる燃費向上等によ
り、３７４万トン以上（２０３０年
度）のＣＯ２排出量削減に貢献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・バンド構造から有望材料の一つと
考えられていた窒化タンタルにお
いて、良質な結晶成長法を開発し、
世界で初めて水の全分解の実証に
成功。 

・ＣＩＧＳをベースとした半導体膜
の組成分布と電解液成分を最適化
することで、世界最高の水素生成エ
ネルギー変換効率１２．５％の性能
を達成。また、薄膜プロセスの工夫
により窒化タンタルの赤色透明な
酸素生成光電極を形成し、CIGS 水
素生成光電極と組み合わせてタン
デム型光水分解セルを構築、世界最
高レベルの太陽光エネルギー変換
効率５．５％を達成。 

・人工光合成によるプラスチック製
造の実現により、約１，０００万ト
ン／年（２０３０年）のＣＯ２排出
量削減に貢献。 
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・本事業で開発した人工光合成技術を用い
たオレフィン製造が実用化することで、
年間１０００万ｔ強のＣＯ２削減の見込
み。 

 
 
 
植物等の生物を用いた高機能品生産技術の
開発 
［２０１６～２０２０年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・２００塩基の化学合成ＤＮＡ９６本を従
来の１／２以下の時間かつ１／１０のコ
ストで作製可能な技術を開発。この成果
を用いた「長鎖ＤＮＡ合成用核酸合成機」
を製品化。 

・多種類の細胞代謝物を一斉かつ高感度に
分析できる「高精度メタボローム解析シ
ステム」を開発。これにより、従来は熟
練者の手作業で行っていた前処理工程を
自動化し、作業時間が半分以下となるハ
イスループット化を達成。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「化学合成 DNA を高速で安価に生産可
能な核酸合成機を開発」（2018 年 10
月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101029.html 

 
「細胞の代謝物をハイスループット分析
可能な解析技術を開発」（2018 年 5 月）
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_100955.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクトの成果により、化学プロ
セスから植物等による生産に代替される
ことで、２０３０年時に８５．８万ｋｌ
相当の原油削減に貢献。 

・また、ＯＥＣＤにおいて、２０３０年に
バイオテクノロジーを用いたものづくり
等の工業関連市場は世界で７０兆円に拡
大すると予想されており、そのうち１割
となる７兆円市場の獲得を目指す。 

 
 
 
次世代人工知能・ロボット中核技術開発 
［2015～2023 年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・日本の産業競争力の基盤となる AI、ロボ
ット技術について、基礎研究と社会実装
を両輪で進め、100：1 の減速比でも逆駆
動可能なギヤを開発、顔データまで含め
たコミュニケーション解析用データセッ
トを公開、全長 10m の超長尺多関節ロボ
ットアームの開発など、世界トップ水準
の成果を創出（3 件をプレスリリース（新
聞 15 件、雑誌 1 件掲載、テレビ取材 2
件））。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・長鎖ＤＮＡ合成技術の研究開発を
前倒しで完了し、核酸合成機の製品
化を実現。長鎖ＤＮＡの大量生産が
可能となり、「スマートセルインダ
ストリー」の進展が期待。 

・細胞代謝物を一斉かつ高感度に分
析できる「高精度メタボローム解析
システム」を開発し、従来は熟練者
の手作業で行っていた前処理工程
を自動化し、解析時間や網羅性の大
幅な改善が期待されるハイスルー
プット化を達成。 

・プロジェクト後半に向けて、中間評
価結果等を踏まえ、テーマの集約・
連携強化を実施。 

・スマートセルインダストリーの進
展により、2030 年時に 85.8 万 kl
相当の原油削減に貢献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・AI 分野の卓越した研究者を米国か
ら招聘する研究開発体制を整備。
(カーネギーメロン大学他 9 大学。
埼玉/名古屋/広島/東北/大阪/筑波大
学)日本の国際競争力の強化に寄
与。 

・世界で初めて、顔データを含むコミ
ュニケーション解析用データセッ
トを大学や企業の研究機関向けに
無料で提供予定。全国の大学で同一
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・実用化に向けて、基礎研究分野の情報交
換会及びビジネスマッチングイベントを
開催（2018 年度は計 3 回）。 

 
第 3 回 （研究開発テーマ間の連携：
プロジェクト内部） 
2018 年 9 月 20 日（木）～9 月 21 日
（金） テレコムセンタービル 
 
第 4 回 （企業等とのビジネスマッチ
ング） 
2019 年 1 月 28 日（月）～1 月 29 日
（火） 東京会議室田町 CC  
 
第 5 回 （研究開発テーマ間の情報交
換：プロジェクト内部）  
2019 年 2 月 28 日（木） 産業技術総合
研究所 臨海副都心センター 

 
・AIの最新動向と社会実装への取り組みに
関するシンポジウムを開催し、展示成果
や実証実験を紹介（参加者 200 名以上）。 

 
（参考：NEDO プレスリリース） 
「世界初、100：1 の減速比でも逆駆動
可能なギヤを開発」(2019 年 1 月) 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101064.html 

 
「世界初、顔データまで含めたコミュニ
ケーション解析用データセットを公開」 
(2019 年 2 月) 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101067.html 

 
「世界最長 10m の超長尺多関節ロボッ
トアームで、水平方向 10kg 保持を達
成」（2019 年 3 月)  
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101083.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・研究開発成果の実用化・事業化を行うた
め、本プロジェクト期間内にベンチャー
を起業する事例を確認（累計５社）。 

 
○SEQSENSE 株式会社 
 （2016 年 10 月設立） 
明治大学発ベンチャー / 研究開発テー
マ 『知識の構造化によるロボットの知
的行動の発現研究開発』 
 
○株式会社 SteraVision 
 （2016 年 12 月設立）  
産総研発ベンチャー / 研究開発テーマ 
『広角・多波長レーザレーダーによる超
高感度コグニティブ視覚システム』 
 
○AssistMotion 株式会社 
 （2017 年 1 月設立）  
信州大学発ベンチャー / 研究開発テー
マ 『可塑化 PVC ゲルを用いたウェア

規格でデータ収集ができるコンソ
ーシアムを設立、東京電機大学ほか
10 大学以上が参加。大量データの
時系列分析及びデータへの意味付
け技術の向上に寄与。 

・世界最長 10m の超長尺多関節ロボ
ットアームで水平方向10kg保持を
達成。廃炉調査等、インフラ点検等
へ応用が期待。 

・世界初の 100：1 の減速比でも逆駆
動可能なギヤを開発、小型軽量化及
び省エネ化を実現。ロボット関節や
EV の変速機等への展開が期待。 

・ビジネスマッチングイベントを開
催し、プロジェクト参加者間の連携
を 10 件、外部との連携 25 件を創
出。 
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ラブルロボット用ソフトアクチュエータ
の研究開発』 
 
○モーションリブ株式会社 
 （2017 年 4 月社名変更※） 
慶應義塾大学発ベンチャー / 研究開発
テーマ 『人間との親和性が高いウェア
ラブルアシスト機器のための 可変粘弾
性特性を有する革新的ソフトアクチュエ
ータシステムの開発』 ※2016 年 4 月 
合同会社運動設計研究所 設立 
 
○株式会社ソラリス 
 （2017 年 9 月設立） 
中央大学発ベンチャー / 研究開発テー
マ 『人間との親和性が高いウェアラブ
ルアシスト機器のための可変粘弾性特性
を有する革新的ソフトアクチュエータシ
ステムの開発』 

 
・コミュニケーション研究の推進を目的
に、全国の研究機関から同一のデータ収
集規格のもとで分散データを収集・公開
するためのコンソーシアムを 2019 年 2
月 1 日に設立（東京電機大学)。 

 
 
 
ロボット・ドローンが活躍する省エネルギ
ー社会の実現プロジェクト 
［2017～2021 年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・福島イノベーションコースト構想と連動
し、福島ロボットテストフィールドで公
開飛行試験を 2 件実施。 

・官民協議会の分科会へ研究成果等 2 件を
報告、小型無人機の環境整備に係るルー
ル改正に貢献。   

・運航管理システムのＡＰＩ（※）公開を
予定、国内外の人材が集う環境整備を推
進。 
※ＡＰＩ：アプリケーション・プログラ
ミング・インターフェース 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「インフラ点検や災害対応に活用する
「ロボット性能評価手順書」を公表」
（2018 年 5 月） 
http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5
_100962.html 

 
「インフラ点検・災害対応ロボットの普
及拡大を目指した人材育成事業に着手
（2018 年 7 月） 
http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5
_101001.html 

 
「同一空域・複数ドローン事業者のため
の運航管理システムを実証」（2019 年 3
月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101072.html 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・インフラ点検や災害対応に活用さ
れるロボットの性能を評価するた
めの手順書を公表。 

・性能評価に関する講座による人材
育成にも着手。２０１９年４月に南
相馬市との協力協定締結。 

・火災現場への進入と近距離空撮が
可能な、世界初３００℃耐火型ドロ
ーンを開発。 

・同一空域で、災害調査、警備、物流、
郵便を想定したドローン１０機に
よる運航管理システムの実証に成
功。 

・準天頂衛星システム「みちびき」対
応受信機を搭載した物流用途のド
ローン実証に成功。 

・無人航空機による、世界初の有人ヘ
リコプター衝突回避の模擬飛行試
験に成功。 

・ドローンの運行管理に係る情報提
供機能について ISO/TC20/SC16
にＮＰ提案・承認。 

・ロボット・ドローンの開発を通じ
て、約８，０００億円（２０３０年）
の市場創出に貢献。 
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 「世界初、無人航空機に搭載した衝突回
避システムの探知性能試験を実施」
（2018 年 12 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101048.html 

 
「世界初、火災現場への進入と近距離空
撮が可能な 300℃耐火型ドローンを開
発」（2019 年 3 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101080.html 

 
「準天頂衛星システム「みちびき」を活
用したドローン実証実験を実施」（2019
年 5 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101119.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・開発中の運行管理システム及び衝突回避
技術は日本発・世界初の実装例であり、
今後実証実験を通してこれらシステムや
技術を広く公開することにより、日本が
これら分野でのイニシアティブをとるこ
とに大きく貢献。 

・本プロジェクトの成果により、配送や整
備、点検作業を無人航空機やロボットで
置き換えると、２０３０年に物流分野で
は約８．６万トン、インフラ点検分野で
は約３０万トンのＣＯ２排出削減の見込
み。 

・また、ターゲットとする分野の市場ポテ
ンシャルは、２０３０年には約８，００
０億円と推測されているところ、早期の
市場拡大と日本企業による更なる海外市
場参入に寄与。 

 
 
インフラ維持管理・更新等の社会課題対応
システム開発プロジェクト 
［2014～2018 年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・建設後 50 年を超え老朽化する社会イン
フラや産業インフラが急増。管理・修繕
の費用や人材・技術の不足等へ対応する
ため、橋梁、河川、ダム等を一括で点検
できるロボットやモニタリングシステム
の開発、災害時の調査向けのロボットの
開発・実証を実施。 

・5 年間の開発成果を発表するシンポジウ
ムを開催し、約 200 名が参加。さらに開
発成果の普及のために、土木学会との連
携による CPD 発行（※）、日本ロボット
学会と建設ロボットシンポジウム、セン
サ・マイクロマシンと応用シンポジウム
にて成果発表。  

※CPD 発行：土木学会が発行する資格。
NEDO 開催イベントに出席することで
CPD 認定可能とした。 

・各種構造物の奥行き方向を含む XYZ 方
向の微小変位を 1 台のカメラで多点同時

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・高速道路、パーキングエリア、橋梁、
オフィスビル、ダム、プラント配管
等、実際の施設を利用した実証試験
を実施。開発成果の実現目途を立て
た。(製品化済４者、具体的計画段階
８者、製品化予定３社) 

・コンクリートひび割れを８０％以
上の高精度で検出するＡＩシステ
ムを発表、点検事業者に無料で公
開。さらに検出時間１／１０をめざ
し、ＡＩ開発を推進。 

・大型構造物点検のため、三次元方向
の微小変位を測定するカメラを開
発、製品化。 

・昨年度終了事業者との実用化意見
交換会を開催。実例を共有すること
により、実用化を加速。 
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に高速で測定するサンプリングモアレカ
メラの開発に成功。  

 
 （参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「橋梁など大型インフラ構造物のモニタ
リング用高精度カメラを製品化」（2018
年 9 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101017.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・開発するモニタリングシステム及びロボ
ット等からのデータとインフラの損傷程
度の関連付けやインフラ安全度の基準設
定や導入技術の評価基準が出来ることに
より、安全性を維持しつつ、低コストで
インフラの維持管理を行うことが可能に
なる。 

・このようなインフラ維持管理・更新・マ
ネジメント技術について２０３０年に約
7,000 億円超の市場創出とともに、開発
されたモニタリングシステムを予防保全
に活用することで約 300 万トン/年のＣ
Ｏ２削減に貢献。 

 
 
 
高輝度・高効率次世代レーザー技術開発 
［２０１６～２０２０年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・各種レーザー光源およびレーザー加工機
の開発を進め、一部テーマについては２
０１８年度目標を前倒しで達成。また、
レーザー加工データベースの構築を推
進。 

・従来の近赤外線レーザー搭載複合加工機
では加工が困難であった、純銅などの難
加工材料について高効率で高品質な溶接
や積層が可能となる、高輝度青色半導体
レーザーを搭載した複合加工機を開発。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「世界初、高輝度青色半導体レーザー搭
載複合加工機を開発、製品化へ」（2018
年 10 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101038.html 
 
「青色半導体レーザー装置の世界最高出
力 1kW を達成」（2019 年 1 月） 
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA
5_101063.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・プロジェクトで開発するレーザー光源及
びレーザー加工機の社会実装を進めるこ
とにより、２０３０年に６５５万 t／年
のＣＯ２削減及びレーザー加工システム
のシェア３５％の獲得を目指す。 

・成果物の普及のため、成果物全１５
件を紹介する小冊子や技術資料集、
動画等を公表。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・本成果の事業化を担うメーカーを
委託先に追加する、ＴＡＣＭＩコン
ソーシアムの協力でテストユース
を加速するなど、プロジェクト推進
体制の変更によって、成果の社会実
装に向けた活動を強化。 

・世界で初めて、レーザー加工（純銅
の溶接・積層）と切削５軸加工の工
程を集約可能なハイブリッド複合
加工機を実現。 

・純銅をコーティングして放熱性を
向上させた高放熱部材など、航空・
宇宙・電気自動車に必要なエンジン
周辺などの部品加工への活用が期
待。 

・青色半導体レーザー装置の世界最
高出力１ｋＷを達成（出力１００Ｗ
の従来品の１０倍を実現）。 
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加えて、その他鉱工業に係
る重要な技術であって、民間
企業等のみでは取り組むこと
が困難な、実用化・事業化まで
に中長期の期間を要し、かつ
リスクの高い技術開発に取り
組むとともに、産業技術分野
の国際展開支援として、海外
実証事業等を推進するものと
する。 

また、我が国企業と優れた
技術を有する外国企業の国際
的な連携を促進し、海外市場
展開を推進するため、国内外
の企業による共同研究に対
し、ＮＥＤＯが外国の技術開
発マネジメント機関とともに
資金支援を行うコファンド事
業を積極的に推進するものと
する。 

「エネルギー・環境イノベ
ーション戦略」では、システム
を構成するコア技術分野（次
世代パワーエレクトロニク
ス、革新的センサー等）が削減
ポテンシャル・インパクトが
大きい技術として特定されて
おり、これらの技術をはじめ
とした長期的な視点に立った
技術について、従来の発想に
よらない革新的な技術の発掘
や開発に取り組むものとす
る。 

加えて、特定公募型研究開
発業務を行うものとする。 

その他鉱工業に係る重要な
技術であって、民間企業等のみ
では取り組むことが困難な、実
用化・事業化までに中長期の期
間を要し、かつリスクの高い技
術開発に取り組むとともに、産
業技術分野の国際展開支援と
して、海外実証事業等を推進す
るものとする。 
また、我が国企業と優れた技

術を有する外国企業の国際的
な連携を促進し、海外市場展開
を推進するため、国内外の企業
による共同研究に対し、機構が
外国の技術開発マネジメント
機関とともに資金支援を行う
コファンド事業を積極的に推
進するものとする。 
上記の取組に加えて、「エネ

ルギー・環境イノベーション戦
略」では、システムを構成する
コア技術分野（次世代パワーエ
レクトロニクス、革新的センサ
ー等）が削減ポテンシャル・イ
ンパクトが大きい技術として
特定されており、これらの技術
をはじめとした長期的な視点
に立った技術について、従来の
発想によらない革新的な技術
の発掘や開発に取り組む。 
これらの技術の社会実装を

通じて、我が国の生産性を２０
１５年までの５年間の平均値
である０．９％の伸びから２０
２０年には年２％向上に寄与
するとともに、２０２０年以降
の更なるに生産性向上等に資
する。 
加えて、特定公募型研究開発

業務として、ムーンショット型
研究開発事業を行う。 

 その他鉱工業に係る重要な
技術であって、民間企業等の
みでは取り組むことが困難
な、実用化・事業化までに中長
期の期間を要し、かつリスク
の高い技術開発に取り組むと
ともに、産業技術分野の国際
展開支援として、海外実証事
業等を推進するものとする。 
 また、我が国企業と優れた
技術を有する外国企業の国際
的な連携を促進し、海外市場
展開を推進するため、国内外
の企業による共同研究に対
し、機構が外国の技術開発マ
ネジメント機関とともに資金
支援を行うコファンド事業を
積極的に推進するものとす
る。 
 上記の取組に加えて、「エネ
ルギー・環境イノベーション
戦略」では、システムを構成す
るコア技術分野（次世代パワ
ーエレクトロニクス、革新的
センサー等）が削減ポテンシ
ャル・インパクトが大きい技
術として特定されており、こ
れらの技術をはじめとした長
期的な視点に立った技術につ
いて、従来の発想によらない
革新的な技術の発掘や開発に
取り組む。 
 これらの技術の社会実装を
通じて、我が国の生産性を２
０１５年までの５年間の平均
値である０．９％の伸びから
２０２０年には年２％向上に
寄与するとともに、２０２０
年以降の更なるに生産性向上
等に資する。 
加えて、特定公募型研究開

発業務として、ムーンショッ
ト型研究開発事業を行う。 

 ― ―  

 

【新産業創出・シーズ発掘等
分野】 

オープンイノベーションの
推進を図りつつ、新たなイノ
ベーションの担い手として期
待される中堅・中小・ベンチャ
ー企業を技術面から支援し、
技術開発助成等による技術開
発リスクの低減に貢献するこ
とにより、エネルギーシステ
ム分野、省エネルギー・環境分
野、産業技術分野における国
内の中堅・中小・ベンチャー企
業の育成を図り、有望な技術
シーズを発掘し、新産業創出
へつなげる取組を実施するも
のとする。 

加えて、特定公募型研究開
発業務を行うものとする。 

【新産業創出・シーズ発掘等分
野 】 
オープンイノベーションの

推進を図りつつ、新たなイノベ
ーションの担い手として期待
される中堅・中小・ベンチャー
企業を技術面から支援し、技術
開発助成等による技術開発リ
スクの低減に貢献することに
より、エネルギーシステム分
野、省エネルギー・環境分野、
産業技術分野における国内の
中堅・中小・ベンチャー企業の
育成を図り、有望な技術シーズ
を発掘し、新産業創出へつなげ
る取組を実施するものとする。 
加えて、特定公募型研究開発

業務として、ムーンショット型
研究開発事業を行う。 

【新産業創出・シーズ発掘等
分野 】 
 オープンイノベーションの
推進を図りつつ、新たなイノ
ベーションの担い手として期
待される中堅・中小・ベンチャ
ー企業を技術面から支援し、
技術開発助成等による技術開
発リスクの低減に貢献するこ
とにより、エネルギーシステ
ム分野、省エネルギー・環境分
野、産業技術分野における国
内の中堅・中小・ベンチャー企
業の育成を図り、有望な技術
シーズを発掘し、新産業創出
へつなげる取組を実施するも
のとする。 
 加えて、特定公募型研究開
発業務として、ムーンショッ
ト型研究開発事業を行う。 

 課題解決型福祉用具実用化開発支援事業 
［１９９３年度～］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・「福祉用具の研究開発及び普及の促進に
関する法律」に基づき、福祉用具の開発
を行う中小企業に対する支援事業を実
施。2018 年度は 3 件を採択し、支援を開
始。 

・終了事業者２２１件のうち、１１２件が
実用化（実用化率５０％）を達成。 

・終了事業者の成果の一つとして、「ＱＤレ
ーザ」が開発した眼鏡型端末（網膜にレ
ーザー光で映像を直接投影する端末）が、
2018 年度、福祉用具として一般販売が開
始されるほか、進めている臨床試験で承
認が得られれば、医療用機器への展開も
期待。 

・エクスポート・ジャパン（株）が、視覚
障がい者が９５％以上の確率で読取りに

評価のポイントとなる点は以下のと
おり。 
 
【評価のポイント】 
・終了事業者２２１件のうち、１１２
件が実用化（実用化率５０％）を達
成しており、目標（助成事業終了後
３年を経過した時点で５０%以上
の製品化）を達成済。 

・視覚障がい者が９５％以上の確率
で読取りに成功する、ＱＲコードで
印刷物を音声化するシステムの開
発に成功。現時点で２０の言語に対
応しており、国際的な展開が期待。 
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成功する、ＱＲコードで印刷物を音声化
するシステムの開発に成功。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・終了事業者２２１件のうち、１１２件が
実用化（実用化率５０％）を達成。 

・高齢者、障害者の生活支援、社会参加支
援に資する福祉用具の実用化開発の促進
により、高齢者等の生活における負担の
軽減を図り、安全で安心できる生活の実
現に貢献。 

 
 
 
ベンチャー企業等による新エネルギー技術
革新支援事業 
［２００７年度～］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・２０１８年度公募で１３件（太陽光発電
２件、バイオマス３件、燃料電池・蓄電
池２件、地熱・熱利用３件、風力発電そ
の他未利用エネルギー３件）を採択し、
支援を開始。 

・フェーズＤの実証案件３件について据え
付けを完了し、運転を開始。そのうち、
（株）リアムウインドは、高効率で静粛
な小型風力発電システムである、集風レ
ンズ風車によるマルチロータシステムを
開発、実証を開始。 

・革新的な先進技術を持ったベンチャー・
中小企業の紹介とビジネスマッチングを
図る事を目的に１月に東京、２月に大阪
で各１回、「NEDO ベンチャービジネス
マッチング会」を実施。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・我が国の中小企業等（ベンチャー企業を
含む。）が保有する有望な技術シーズを基
にした技術開発成果を事業化に結び付
け、我が国の新エネルギーの分野におけ
る更なるイノベーションの発展と導入普
及を推進。 

 
 
 
研究開発型ベンチャー支援事業 
［２０１４～２０１８年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・ビジネスプラン構築から起業、ＶＣから
の資金調達、事業会社との連携の促進ま
で一貫した支援を４つの支援プログラム
を通じて実施。 

・2018 年度は、ＳＴＳ（「シード期の研究
開発型ベンチャーに対する事業化支援」
事業）で１８件、ＮＥＰ（ NEDO 
Entrepreneurs Program）で２０件、Ｓ
ＣＡ（「企業間連携スタートアップに対す
る事業化支援」事業）で１１件の支援を
開始。 

・ＳＴＳにおいては、2018 年７月に認定
VC の追加を実施、地域案件の発掘・初期

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・高効率で静粛な小型風力発電シス
テムである、集風レンズ風車による
マルチロータシステムを開発、実証
を開始。無人カメラ、電灯、電波中
継、非常時電源等の分散電源への事
業展開が期待できる。 

・「ＮＥＤＯベンチャービジネスマッ
チング会」は８事業者が参加し、総
計１５３件の個別面談を実施。うち
２件が成約し、延べ１６件が継続協
議中。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・「研究開発型ベンチャー支援事業」
において、２０１８年度は４９件の
ベンチャー・起業家を支援。 

・ＶＣとの協調支援プログラムを中
心に複数のプログラムを実施し、シ
ーズ発掘から事業化に至るまでシ
ームレスな支援環境の構築を実現。 

・「J-Startup 事業」の本格運用、
「NEDO Entrepreneurs Program
（ＮＥＰ）事業」の開始等、各フェ
ーズ・分野の支援ニーズに応じ柔軟
に支援プログラムを拡充・運用。 
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段階の育成もより進めるため、地域・ア
クセラ枠も新設して、現在３４社・チー
ムを認定することで、応募数の増加及び
地域発も含めて有望案件の発掘を促進。 

・地域発・大学発のシーズの発掘や事業化・
起業支援を目的に、ＴＣＰ（NEDO 
Technology Commercialization 
Program）を開始するとともに、関係機
関との連携を強化するため、川崎市と起
業家支援のワンストップ拠点に関する覚
書を締結（５月）、九州大学（６月）、広
島大学（１月）、東北大学（２月）、名古
屋大学（３月）及び神戸大学（３月）と
それぞれ起業家支援に係る相互協力の覚
書を締結。 

・オープンイノベーション・ベンチャー創
造協議会（ＪＯＩＣ）と共同で、事業連
携・事業化促進を目的としてピッチイベ
ントを９回実施したほか、ワークショッ
プ６回、セミナーを３回開催。また、オ
ープンイノベーション白書第二版を６月
に公表（第三版発行に向けて調査を実施
中（２０２０年４月以降公開予定）。 

・2018 年度ＳＳＡ（NEDO Technology 
Startup Supporters Academy）では、８
５名の応募があり、約４０名について研
修・ＯＪＴ等の機会を提供。 

・「Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐ事業」では、セレク
ション企業（Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐ）９２
社を選定し、６月に公表。専用サイトを
開設したほか、Ｊ－ＳｔａｒｔｕｐのＰ
Ｒやネットワーキング等を目的としたイ
ベントを１１回実施。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・２０１８年度に、ＳＴＳ、ＮＥＰで交付
決定した３８件について、ＮＥＤＯ事業
をきっかけに、ＶＣ等から合計約１９．
８億円の資金調達を実施。 

・本事業により、シーズ段階から事業化ま
で一貫した支援を実施することにより、
研究開発型ベンチャーの創出、育成を図
り、経済活性化、新規産業・雇用の創出
につなげる。具体的には、ベンチャー・
キャピタルや専門家等とのネットワーク
を活用したハンズオン支援を実施するこ
とで、起業・事業化を促進すると同時に、
大企業とベンチャー事業との連携促進の
支援等を行うことで、民間のリスクマネ
ーの呼び込みを促進し、我が国のベンチ
ャー・エコシステムの構築を実現。 

・また、ＪＯＩＣの運営を通じ、我が国企
業のオープンイノベーションの取組みを
推進し、組織や業種等の壁を越えて、技
術やノウハウ、人材等を組み合わせた、
新たな価値の創造に貢献。 

・加えて、Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐ事業におい
て選定したセレクション企業を官民で連
携して支援する体制を構築することで、
グローバルに展開し得る日本発ユニコー
ン企業の創出に寄与。 
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宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業 
（ベンチャー企業等による宇宙用部品・コ
ンポ―ネント開発助成） 
［２０１８年度～］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・中小・ベンチャー企業等が保有する潜在
的技術シーズを基にした人工衛星等の宇
宙用部品・コンポーネント技術開発の実
施。２０１８年度は６件のテーマを公募・
採択し、支援を開始。 

・宇宙産業におけるシームレスな支援を実
施するため、内閣府、経産省とともに宇
宙ビジネス投資マッチング・プラットフ
ォーム（S-Matching)を創設。内閣府主催
の宇宙ビジネスコンテスト（S-Booster）
と連携し、S-Matching上のマッチング活
性化を実施。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業の取組により、我が国の宇宙用部
品・コンポーネントの産業競争力を強化
するとともに、１０年後を目途に達成を
目指す指標である、部品・コンポーネン
ト単体での輸出額の倍増（１６０億円→
３２０億円）に貢献。 

 
 
 
ＮＥＤＯ先導研究プログラム 
［２０１４～２０２３年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・「エネルギー・環境新技術先導研究プログ
ラム」について２７件を採択し、先導研
究を開始。 

・２０１７年度から開始した「未踏チャレ
ンジ２０５０」については、新たに４件
を採択し、支援を開始。 

・２０１８年度は新たに新産業創出に結び
つく産業技術分野を対象とした「新産業
創出新技術先導プログラム」を実施。１
２件を採択し、先導研究を開始。 

・本事業の成果の一つとして、産業技術総
合研究所が、世界で初めて実用的な８０
ｍｍ角サイズのプロトン導電性セラミッ
ク燃料電池セル（ＰＣＦＣ）の作製に成
功し、国家プロジェクトに移行。今後、
産学官の連携研究をさらに推進し、次世
代分散電源として活用が期待できる超高
効率燃料電池の実現を目指すことで、Ｃ
Ｏ２の大幅削減に貢献を目指す。 

 
（参考：ＮＥＤＯプレスリリース） 
「世界初、実用サイズのプロトン導電性
セラミック燃料電池セル（PCFC）の作
製に成功」（2018 年 7 月） 
http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5
_100987.html 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 

 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・関係機関との連携を図りつつ、宇宙
産業分野におけるマッチングプラ
ットフォームを新たに創設するな
ど、宇宙分野における技術開発支援
の強化に貢献。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・「エネルギー・環境新技術先導研究
プログラム」（２０１４年度～）及
び「新産業創出新技術先導研究プロ
グラム」（２０１８年度～）では、
累計１４９件の「先導研究」を実施。
うち、２０１８年度は新たに１１
件、累計で３６件がナショナルプロ
ジェクトへ移行し、技術シーズの発
掘を実現。 

・従来にない、高いエネルギー効率か
つ低コスト化が実現可能な、新しい
発電デバイスの実現を目指し、実用
サイズのプロトン導電性セラミッ
ク燃料電池セル（ＰＣＦＣ）の作製
に世界で初めて成功し、ナショナル
プロジェクトに移行。 
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・2018 年度は、新たに１１件の先導研究テ
ーマについて、ナショナルプロジェクト
化を達成。これまでの累計で３６件の国
家プロジェクト化を達成。 

 
 
 
ＡＩシステム共同開発支援事業 
［２０１７～２０１８年度］ 
 
【主な成果、アウトプット等】 
・「Connected Industries」で定める重点取
組５分野（「自動走行・モビリティサービ
ス」、「ものづくり・ロボティクス」、「バ
イオ・素材」、「プラント・インフラ保安」、
「スマートライフ」）におけるリアルデー
タを保有する事業会社と人工知能に関す
る先端的なソリューションや技術を保有
するＡＩベンチャーとの連携によるＡＩ
システム開発を支援。 

・２０１７年度に公募・採択した２５件の
テーマについて、２０１８年度に支援を
実施。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・事業成果を活用し、２０１８度中に１件
（①レトリバ）がサービス開始。さらに
２０１９年度中に３件（②ブレインズテ
クノロジー、③リノシス、他１件）のサ
ービス提供開始が決定。具体的は以下の
とおり。 
①㈱レトリバ 

2018 年度期間中にコールセンターに
おける回答支援を行う AI システムの外
販を開始。 
②ブレインズテクノロジー㈱ 
 サーバー、エッジ間の予防保全及び
IT リソース需要予測に関するサービス
を開始予定。 
③㈱リノシス 
 2019 年度サービス開始に向け、モス
フードサービスの実店舗において音声に
よる注文システムの試験導入を 2018 年
度に実施済み。 

 
・ＡＩ関連産業において、ベンチャー企業
が主導権を握るオープンイノベーション
の枠組みを構築し、グローバルに展開し
得る日本発ユニコーン企業の創出を目指
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価のポイント】 
・日本が強みをもつ現場データとエ
ッジコンピューティング等を組合
せたＡＩシステムのコンセプト検
証と導入に向けた開発を促進。２５
件のＡＩベンチャーと事業会社と
の連携したＡＩシステムの開発を
支援。 

・事業成果を活用し２０１８度中に
１件がサービス開始。２０１９年度
中のサービス提供開始については
３件が決定。 

 

 

なお、ＮＥＤＯの積極的な
技術分野ごとの取組を促すた
め、ＮＥＤＯにおいて作成す
る中長期計画又は年度計画に
おいて明示する第４期中長期
目標期間中に達成すべき技術
水準や技術開発目標などの達
成状況を評価するものとす
る。 

なお、機構の積極的な技術分
野ごとの取組を促すため、機構
において作成する中長期計画
又は年度計画において明示す
る第４期中長期目標期間中に
達成すべき技術水準や技術開
発目標などの達成状況を評価
するものとする。 

 なお、技術分野ごとの取組
については、中長期計画及び
年度計画において明示した技
術水準や技術開発目標の達成
向けて積極的に取り組むもの
とする。 

 ― ―  
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○数値目標４.‐１ 
【目標】 
 中長期計画又は年度計画に
おいて明示する第４期中長期
目標期間中に達成すべき技術
水準や技術開発目標などの達
成水準の達成を目標とする。
なお、評価単位毎の目標は中
長期計画又は年度計画におい
て明示するものとする。 

○数値目標４.‐１ 
【目標】 
 中長期計画又は年度計画に
おいて明示する第４期中長期
目標期間中に達成すべき技術
水準や技術開発目標などの達
成水準の達成を目標とする。 

○数値目標４.‐１ 
【目標】 
 中長期計画又は年度計画に
おいて明示する第４期中長期
目標期間中に達成すべき技術
水準や技術開発目標などの達
成水準の達成状況。 

【評価軸】 
○個別のナショナル
プロジェクト等の研
究開発目標（達成すべ
き技術水準や技術開
発目標など）等が達成
できているか。また
は、達成できる見込み
であるか。 
 
【関連する評価指標】 
○中長期計画又は年
度計画で明示する第 4
期中長期目標期間中
に達成すべき技術水
準や技術開発目標な
どの達成水準の達成
状況（評価指標） 

＜各技術分野の記載内容を参照＞ ＜各技術分野の記載内容を参照＞  

 

   ＜課題と対応＞※独立行政法人通則法第二十八条の四に基づく評価結果の反映状況 

平成２９年度評価における指摘事項 平成３１年度計画等への反映状況 

 
○研究開発の成果によって将来もたらさ
れる製品等の売上による経済効果や省
エネルギー効果によるＣＯ２排出削減
量などのアウトカム予測の説明を十分
に行うなど、よりアウトカムに着目した
具体的かつ多面的な評価方法を検討す
べき。 

（平成３０年度における取組・平成３１年度計画等への反映） 
○第４期中長期目標、第４期中長期計画においては、よりアウ
トカムを指向した数値目標を基幹目標（ＫＰＩ）として設定
されたところ。 
また、各技術開発プロジェクトのアウトカム目標の考え方

を整理するため「アウトカム目標設定ガイドライン」を平成
３０年５月に策定したところであり、今後はプロジェクトの
成果とそのプロジェクトから期待されるアウトカムの関係
をより明確にするとともに、毎年度公表しているＮＥＤＯイ
ンサイド製品の説明も含めて、よりわかりやすいアウトカム
の説明に努めていく。 
さらに、実用化達成率の評価については、実用化に至らな

かった案件も含めて、追跡調査から得られた結果を評価、分
析の上今後のＮＥＤＯのプロジェクトマネジメントに反映
させていくこととしたい。 

○研究開発型ベンチャー企業の振興につ
いては、引き続き、ＮＥＤＯが研究開発
ベンチャー企業の支援に中心的な役割
を果たすことによって、国全体のベンチ
ャー・エコシステムの構築に貢献してい
くべき。また、地方自治体もベンチャー
支援を実施していることから、自治体と
協力関係を築いていくことを期待する。 

○機構では、２０１４年度から「研究開発型ベンチャー支援事
業」を実施しており、投資環境や支援人材の育成・教育等も
踏まえたエコシステムの構築に向け、フェーズに合わせた各
種支援事業を提供。その実績とネットワークを生かし、政府
が推進する「J-Startup」事業の事務局を２０１７年度より
担っており、ベンチャーの認知度向上、大企業や各支援機関
への橋渡し等を通じ、ベンチャー・エコシステム構築に一層
貢献していく。また、実際に「J-Startup 企業」として認定
された優良ベンチャー92 社中、43 社は機構からの支援実績
を有するほか、各種表彰等の受賞者など現在活躍している研
究開発型ベンチャーの多数が NEDO 事業を利用しており、有
望な研究開発型ベンチャーの発掘から事業化まで支援して
いく体制を引き続き強化していく。 
また、地方自治体や各地域の大学が運営主体に参加してい

るベンチャー向けビジネスプランコンテスト等へ機構から
審査員の派遣等を行っているほか、地方自治体、各地域の大
学や経済産業局とも連携しつつ、全国で制度説明会を実施
し、情報提供を行うことで、地域の技術シーズの掘り起こし
を行っている。 
さらに、川崎市と共同で起業家支援拠点を開設するととも

に、大学（九州大学、広島大学等）と起業家支援に係る相互
協力の覚書を締結し、連携の強化を推進。地方自治体や大学
等との連携協定等に基づいた支援事業者の紹介・相互連携、
支援機関同士の連携のための連絡会の実施、他支援機関等が
行う新たなベンチャー支援事業の制度設計等への協力を実
施している。 
今後も、各自治体・支援機関と協力しつつ、各支援制度の
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特徴を生かした上で横断的にベンチャー支援に取り組んで
いく。 

○オープンイノベーション施策と研究開
発型ベンチャー施策はそれぞれが密接
に関連しており、これらの施策の関連性
を踏まえた評価ができるよう業務に取
り組むべき。 

○機構は、オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会
（JOIC）の事務局を担っており、各種イベント（ピッチや
セミナー等）や白書の出版などを通して、オープンイノベ
ーションの推進を図るとともに、「研究開発型ベンチャー
支援事業」を通じて、ベンチャー企業と事業会社の連携支
援を行っているところである。 
また、機構が支援したベンチャー企業をＪＯＩＣのピッ

チイベントに登壇させるなど、大企業とベンチャー企業の
更なる連携を実現するため、JOIC 等のオープンイノベー
ション施策と研究開発型ベンチャー支援を一体的に実施
しており、引き続き密接な連携を図りつつ業務に取り組ん
でいく。 

○ＮＥＤＯの研究開発プロジェクトの実
施を通じた若手研究者の育成が重要で
あることに鑑み、大学のように論文を中
心とした研究者の育成ではなく、より実
践的な若手研究者の育成が進むよう大
学とは違った視点でＮＥＤＯプロジェ
クトにおける若手研究者育成を進める
べき。 

○「ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人材育成、産学連携等
の総合的展開」を実施しており、若手研究者を含めた社会
人を対象とした実践的な人材育成事業を行っている。同事
業では NEDO プロジェクトの基幹技術又は技術経営に係る
講座を大学等に開設し、受講生は先端・融合分野に関する
実習をするほか、研究開発マネジメント能力や起業する際
に必要となる実践的な能力を習得することが可能となる。
2019 年度から新たに先端技術分野に関する講座の展開を
予定しており、より実践的な人材の育成を通じて技術の社
会実装を推進する。 
なお、ナショナルプロジェクトにおける人材育成効果と

してプロジェクト参加後に事業化の推進や新たなプロジ
ェクトの立ち上げ等を期待している。 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事

業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 

平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

一般管理費・業務経費

の合計（一部を除く）

の効率化の実績値 

1.10％ 

(毎年度平均) 

― 7.60％      

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 

業務実績 自己評価  

      ＜自己評価＞ Ｂ 

○以下の内容のとおり、着実な業務運営が

なされていることから、本項目の自己評価

をＢとした。 

評定  

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関す
る事項 
１．柔軟で効率的な業務推進
体制 
（１）業務の効率化 
 第４期中長期目標期間中、
一般管理費（人件費を除く）
及び業務経費（特殊要因を除
く）の合計について、新規に
追加されるものや拡充され
る分及びその他所要額計上
を必要とする経費を除き、平
成２９年度を基準として、毎
年度平均で前年度比１．１
０％の効率化を行うものと
する。新規に追加されるもの
や拡充される分は翌年度か
ら１．１０％の効率化を図る
ものとする。 

Ⅱ．業務運営の効率化に関す
る事項 
１．柔軟で効率的な業務推進
体制 
（１）業務の効率化 
 第４期中長期目標期間
中、一般管理費（人件費を
除く）及び業務経費（特殊
要因を除く）の合計につい
て、新規に追加されるもの
や拡充される分及びその他
所要額計上を必要とする経
費を除き、平成２９年度を
基準として、毎年度平均で
前年度比１．１０％の効率
化を行うものとする。新規
に追加されるものや拡充さ
れる分は翌年度から１．１
０％の効率化を図るものと
する。 

Ⅱ．業務運営の効率化に関す
る事項 
１．柔軟で効率的な業務推進
体制 
（１）業務の効率化 
 第４期中長期目標期間中、
一般管理費（人件費を除く）
及び業務経費（特殊要因を除
く）の合計について、新規に
追加されるものや拡充され
る分及びその他所要額計上
を必要とする経費を除き、平
成２９年度を基準として、毎
年度平均で前年度比１．１
０％の効率化を行うものと
する。新規に追加されるもの
や拡充される分は翌年度か
ら１．１０％の効率化を図る
ものとする。 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
１．柔軟で効率的な業務推進体制 
（１）業務の効率化 
 第４期中長期目標期間中、一般管理費（人
件費を除く）及び業務経費（特殊要因を除
く）の合計について、新規に追加されるもの
や拡充される分及びその他所要額計上を必
要とする経費を除き、２０１７年度（平成２
９年度）を基準として２０１８年度（平成３
０年度）は７．６０％の効率化を達成。 
 ＮＥＤＯ内の業務運営の効率化、綿密な
連絡体制の構築等を推進するため、ＮＥＤ
Ｏ本部（川崎）、分室（霞ヶ関）、バンコク事
務所（タイ）、欧州事務所（フランス）、ニュ
ーデリー事務所（インド）にテレビ会議シス
テムを導入。 
 ＮＥＤＯ内の業務のうち、旅費の確認作
業等の定型業務について、業務の効率化・高
度 化 を 図 る た め 、 Robotic Process 
Automation（RPA）等の技術の導入可否及
び効果の検証調査を実施。 

 
 
 
 
【評価のポイント】 
・テレビ会議システムについて、２０１９
年２月に本格運用開始以降、約１ヶ月で
テレビ会議システムを活用した打合せを
１５回開催、延べ１００名超の職員が利
用。ＮＥＤＯ職員の移動に係る旅費等、
約１４０万円の節減効果（ＮＥＤＯ試
算）。 

・ＮＥＤＯ分室（霞ヶ関）を活用すること
により、経済産業省等の外部関係者との
打合せにもテレビ会議システムを活用
し、綿密な連絡体制の構築と業務の円滑
化に寄与。 

・ＲＰＡが適用可能な３つの業務について
概念実証を行い、作業時間を４０～１０
０％削減できる見込みを得た。 
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 また、総人件費について
は、政府の方針に従い、必要
な措置を講じるものとする。 
 さらに、給与水準について
は、ラスパイレス指数、役員
報酬、給与規程、俸給表及び
総人件費を引き続き公表す
るとともに、国民に対して納
得が得られるよう説明する
ものとする。また、給与水準
の検証を行い、これを踏まえ
必要な措置を講じることに
より、給与水準の適正化に取
り組み、その検証結果や取組
状況を公表するものとする。 

 給与水準については、ラス
パイレス指数、役員報酬、給
与規程、俸給表及び総人件費
を引き続き公表するととも
に、国民に対して納得が得ら
れるよう説明する。また、以
下のような観点からの給与
水準の検証を行い、これを踏
まえ必要な措置を講じるこ
とにより、給与水準の適正化
に取り組み、その検証結果や
取組状況を公表する。 
 
・法人職員の在職地域や学
歴構成等の要因を考慮し
てもなお国家公務員の給
与水準を上回っていない
か。 

・高度な専門性を要する業
務を実施しているためそ
の業務内容に応じた給与
水準としている等、給与水
準が高い原因について、是
正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大き
さ、累積欠損の存在、類似
の業務を行っている民間
事業者の給与水準等に照
らし、現状の給与水準が適
切かどうか十分な説明が
できるか。 

・その他、法人の給与水準に
ついての説明が十分に国
民の理解の得られるもの
となっているか。 

 総人件費については、政
府の方針に従い、必要な措
置を講じる。 
 給与水準については、ラ
スパイレス指数、役員報
酬、給与規程、俸給表及び
総人件費を引き続き公表す
るとともに、国民に対して
納得が得られるよう説明す
る。また、以下のような観
点からの給与水準の検証を
行い、これを踏まえ必要な
措置を講じることにより、
給与水準の適正化に取り組
み、その検証結果や取組状
況を公表する。 
 
・法人職員の在職地域や学
歴構成等の要因を考慮し
てもなお国家公務員の給
与水準を上回っていない
か。 

・高度な専門性を要する業
務を実施しているためそ
の業務内容に応じた給与
水準としている等、給与
水準が高い原因につい
て、是正の余地がない
か。 

・国からの財政支出の大き
さ、累積欠損の存在、類
似の業務を行っている民
間事業者の給与水準等に
照らし、現状の給与水準
が適切かどうか十分な説
明ができるか。 

・その他、法人の給与水準
についての説明が十分に
国民の理解の得られるも
のとなっているか。 

  ラスパイレス指数は１０８．２となって
おり、国家公務員の給与水準を上回ってい
るが、当機構は技術的知見を駆使した専門
性の高い技術開発マネジメント業務を実施
していることから、大学院卒が高い割合（全
体の約４割）を占めており、国家公務員に比
べて高い給与水準となっている。 
 ２０１８年度支出予算の総額に占める国
からの財政支出額は約９８．５％と高い割
合を占めているが、当機構が実施している
日本の産業競争力強化、エネルギー・地球環
境問題の解決のための産業技術開発関連事
業、新エネルギー・省エネルギー関連事業等
は、いずれも民間単独で行うことが困難で
あり、国からの財政支出によって実施され
ることを前提としていることによるもので
ある。従って国からの財政支出の割合の高
さは給与水準と直接結びつくものではない
と考えられる。また、当機構の支出総額１５
６４億円に占める給与、報酬等支給総額５
９億円の割合は約３．８％であり、割合とし
ては僅少であることから給与水準は適切で
あると考えられる。 
 

―  

 

 また、既往の政府の方針等
を踏まえ、組織体制の合理化
を図るため、実施プロジェク
トの重点化を図るなど、引き
続き必要な措置を講じるも
のとする。 
 さらに、ＮＥＤＯ・事業実
施者間の双方でプロジェク
ト進捗に係る管理情報の共
有が可能となる新たなプロ
ジェクトマネジメントシス
テム（ＰＭＳ）の導入を図り、
業務の効率化を図るものと
する。 

 また、既往の政府の方針等
を踏まえ、組織体制の合理化
を図るため、実施プロジェク
トの重点化を図るなど、引き
続き必要な措置を講じるも
のとする。 
ＮＥＤＯ・事業実施者間の双
方でプロジェクト進捗に係
る管理情報の共有が可能と
なる新たなプロジェクトマ
ネジメントシステム（ＰＭ
Ｓ）の導入を図り、業務の効
率化を図るものとする。 
さらに、業務の効率化の一

環として、制度面、手続き面
の改善を、変更に伴う事業実
施者の利便性の低下にも留
意しつつ行うとともに、毎年
度、事業実施者に対してアン
ケートを実施し、制度面、手
続き面の改善点等について、
回答者の８割以上から肯定
的な回答を得る。また、制度

 また、既往の政府の方針等
を踏まえ、組織体制の合理化
を図るため、実施プロジェク
トの重点化を図るなど、引き
続き必要な措置を講じるも
のとする。 
 ＮＥＤＯ・事業実施者間の
双方でプロジェクト進捗に
係る管理情報の共有が可能
となる新たなプロジェクト
マネジメントシステム（ＰＭ
Ｓ）の導入を図り、業務の効
率化を図るものとする。昨年
度までに行ったシステム設
計に基づき、平成３１年度中
の運用開始に向けシステム
開発に取り組む。 
 さらに、業務の効率化の一
環として、制度面、手続き面
の改善を、変更に伴う事業実
施者の利便性の低下にも留
意しつつ行うとともに、毎年
度、事業実施者に対してアン

 機構・事業実施者間の双方でプロジェク
ト進捗に係る管理情報の共有が可能となる
新たなプロジェクトマネジメントシステム
（新ＰＭＳ）の開発・テスト等を実施。 
 契約・検査制度及び制度改善の取組内容
に係る事業実施者への説明会を、2018 年度
は全国において目標値を上回る延べ２１回
開催し、延べ１,０４７名が参加。 
 事業実施者に対するアンケートについ
て、約８９％から肯定的回答を得た。 
 事務処理の効率化の推進及び不適切な事
務の未然防止のため、事業者からの要望・意
見や国の政策方針等をもとに、契約・検査に
係る制度改善を実施。 

【評価のポイント】 
・新プロジェクトマネジメントシステム
（PMS）の開発・テスト等を予定どおり
実施。運用ルールの策定など新システム
利用に向けた取組を着実に実施。 

・事業者からの意見を踏まえて事業者所有
装置の保守費を計上可能とするなど、事
業者からの意見や国の政策方針等を適時
反映した更なる制度改善を実施。 

・これらの取組を踏まえ、業務改善に係る
実施者からのアンケートでは、ＮＥＤＯ
の契約・検査制度等について、目標値（８
割）を上回る約８９％から肯定的な回答
を得ており、目標を達成。 
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面、手続き面等について、事
業実施者に対する説明会を
毎年全国で行う。 

ケートを実施し、制度面、手
続き面の改善点等について、
回答者の８割以上から肯定
的な回答を得る。また、制度
面、手続き面等について、事
業実施者に対する説明会を
全国延べ１５回以上行う。 

 

（２）機動的・効率的な組織・
人員体制 
 関連する政策や技術動向
の変化、業務の進捗状況に応
じ機動性・効率性が確保でき
るような柔軟な組織・人員体
制を整備するものとする。そ
の際、人員及び財源の有効利
用により組織の肥大化の防
止及び支出の増加の抑制を
図るため、事務及び事業の見
直しを積極的に実施すると
ともに、人員及び資金の有効
活用の目標を設定し、その達
成に努めるものとする。 
 特に、ＰＭ等、高度の専門
性が必要とされる役職につ
いては、産学官からの優れた
人材の登用を行うこととす
る。また、外部人材の登用等
に当たっては、利益相反に留
意し、更なる透明性の確保に
努めるものとする。 

（２）機動的・効率的な組織・
人員体制 
 関連する政策や技術動向
の変化、業務の進捗状況に応
じ、機動的な人員配置を行
う。また、産業界、学術界等
の専門家・有識者等の外部資
源の有効活用を行う。 
特に、ＰＭ等、高度の専門性
が必要とされるポジション
については、積極的に外部人
材を登用する。なお、外部人
材の登用等に当たっては、利
害関係者排除の措置を徹底
する等、引き続き更なる透明
性の確保に努める。 

（２）機動的・効率的な組織・
人員体制 
 業務の改善を図りつつ、関
連する政策や技術動向の変
化、業務の状況に応じ、外部
人材も含め適切な人員配置
を行い、人員の増強を図る。
また、産業界、学術界等の専
門家・有識者等の外部資源の
有効活用を行う。 
 特に、ＰＭ等、高度の専門
性が必要とされるポジショ
ンについては、積極的に外部
人材を登用する。なお、外部
人材の登用等に当たっては、
利害関係者排除の措置を徹
底する等、引き続き更なる透
明性の確保に努める。 

 （２）機動的・効率的な組織・人員体制 
 アドバイザーとして４名、プログラムマ
ネージャーとして７名、技術戦略の検討等
を担うフェローとして１９名を外部有識者
として登用。 

―  

 

 また、ＮＥＤＯ職員の大学
を始めとする研究機関や民
間企業への派遣も含め、人材
の流動化を促進するととも
に、ＮＥＤＯのマネジメント
人材の育成に努め、ＮＥＤＯ
のマネジメント能力の底上
げを図るものとする。 

 機構職員の民間企業への
派遣も含め、人材の流動化を
促進するとともに、機構のマ
ネジメント人材の育成に努
め、機構のマネジメント能力
の底上げを図る。 

 機構職員の民間企業への
派遣も含め、人材の流動化を
促進するとともに、機構のマ
ネジメント人材の育成に努
め、機構のマネジメント能力
の底上げを図る。 

  国の政策や民間企業の開発戦略等の策定
にかかる知見・経験を深めるべく、他機関へ
１７名の職員を派遣。 
 機構内職員の技術経営力の強化を図るた
め「出口戦略強化セミナー」（９講座）及び
プロジェクトマネジメント力強化のための
「プロジェクトマネージャー育成講座」（１
５講座）を実施。 

・２０１８年度は新たに京都大学への派遣
（准教授として）を開始するなど、派遣
先をさらに拡大。 

 

 

 さらに、常に時代の要請に
対応した組織に再編を行い、
本部、国内支部、海外事務所
についても、戦略的・機動的
に見直しを行うものとする。 

 さらに、常に時代の要請に
対応した組織に再編を行い、
本部、国内支部、海外事務所
についても、戦略的・機動的
に見直しを行うものとする。 

 さらに、常に時代の要請に
対応した組織に再編を行い、
本部、国内支部、海外事務所
についても、戦略的・機動的
に見直しを行うものとする。 

  蓄電池、燃料電池及び水素分野の技術開
発を推進するため、２０１８年４月に「次世
代電池・水素部」を設置。 

  

 

（３）外部能力の活用 
 費用対効果、専門性等の観
点から、ＮＥＤＯ自ら実施す
べき業務、外部の専門機 
関の活用が適当と考えられ
る業務を精査し、外部の専門
機関の活用が適当と考えら
れる業務については、外部委
託を活用するものとする。 
 なお、外部委託を活用する
際には、ＮＥＤＯの各種制度
の利用者の利便性の確保に
最大限配慮するものとする。 

（３）外部能力の活用 
 費用対効果、専門性等の観
点から、機構自ら実施すべき
業務、外部の専門機関の活用
が適当と考えられる業務を
精査し、外部の専門機関の活
用が適当と考えられる業務
については、外部委託を活用
するものとする。 
なお、外部委託を活用する際
には、機構の各種制度の利用
者の利便性の確保に最大限
配慮するものとする。 

（３）外部能力の活用 
 費用対効果、専門性等の観
点から、機構自ら実施すべき
業務、外部の専門機関の活用
が適当と考えられる業務を
精査し、外部の専門機関の活
用が適当と考えられる業務
については、外部委託を活用
するものとする。 
 なお、外部委託を活用する
際には、機構の各種制度の利
用者の利便性の確保に最大
限配慮するものとする。 

 （３）外部能力の活用 
 引き続き、「関連公益法人等調査業務」な
ど、外部の専門機関の活用が適当と考えら
れる業務については、外部委託を活用。 

―  
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（４）業務の電子化の推進 
 電子化の促進等により事
務手続きの一層の簡素化・迅
速化を図るとともに、ＮＥＤ
Ｏの制度利用者の利便性の
向上に努めるものとする。ま
た、幅広いネットワーク需要
に対応できるＮＥＤＯ内情
報ネットワークの充実を図
るものとする。 

（４）業務の電子化の推進 
 ホームページの利便性の
確保、電子メールによる新着
情報の配信等を通じ、機構の
制度利用者の利便性の向上
に努めるとともに、既に行っ
ている各種申請の電子化の
範囲を拡大し、その有効活用
を図る。 
幅広いネットワーク需要に
対応しつつ、職員の作業を円
滑かつ迅速に行うことがで
きるよう、機構内情報ネット
ワークの充実を図る 

（４）業務の電子化の推進 
 ホームページの利便性の
確保、電子メールによる新着
情報の配信等を通じ、機構の
制度利用者の利便性の向上
に努めるとともに、既に行っ
ている各種申請の電子化の
範囲を拡大し、その有効活用
を図る。 
幅広いネットワーク需要に
対応しつつ、職員の作業を円
滑かつ迅速に行うことがで
きるよう、機構内情報ネット
ワークの充実を図る。 
 また、業務の効率化、高度
化の観点からセキュリティ
に十分配慮した上で研究開
発プロジェクトのマネジメ
ントを支援する業務アプリ
ケーションシステムの開発、
更なる業務の電子化推進の
観点から、機構内文書の電子
決裁を行う新文書管理シス
テムの開発に取り組む。 

 （４）業務の電子化の推進 
 ホームページの利用環境整備のためアク
セシビリティ検証の実施、アクセシビリテ
ィ向上等のためシステム改修、併せてホー
ムページのセキュリティレベル向上のため
常時 SSL 化を実装。 
 研究開発プロジェクトのマネジメントを
支援する新たなプロジェクトマネジメント
システム（ＰＭＳ）の開発を開始し、２０１
９年５月からのリリースに向けた準備を推
進。また、更なる業務の電子化推進の観点か
ら、機構内文書の電子決裁を行う新文書管
理システムの開発を実施し、２０１９年４
月からの運用開始に向けた準備を完了させ
た。 
 また、業務の電子化の推進により機構の
本部において印刷する用紙の枚数について
は昨年度に比べ２．８％削減。（複合機カウ
ント数４，８３２，６１７枚→４，６９８，
８２２枚） 
 本部における用紙の使用量については昨
年度に比べ５．７％削減。（１５，１５０ｋ
ｇ→１４，２９０ｋｇ） 
 また、機構の本部における電気使用量に
ついても昨年度同期間に比べて５．９％削
減。 

 
【評価のポイント】 
・新プロジェクトマネジメントシステムの
開発、導入による更なる業務の電子化を
推進。 

・法人文書の適切な管理の実現と利用者の
利便性向上を目指し、文書決裁手続きを
電子化。 

 

 

 

 「独立行政法人等の業務・
システム最適化実現方策（平
成１７年６月２９日各府省
情報化統括責任者（ＣＩＯ）
連絡会議決定）に基づきＮＥ
ＤＯが作成した業務・システ
ム最適化計画を実施するも
のとする。 

「独立行政法人等の業務・
システム最適化実現方策」に
基づき策定した「ＮＥＤＯ 
ＰＣ－ＬＡＮシステムの最
適化計画」を踏まえ、効率的
な情報システムの構築に努
めるとともに、ＰＤＣＡサイ
クルに基づき継続的に実施
する。 

 「独立行政法人等の業務・
システム最適化実現方策」に
基づき策定した「ＮＥＤＯ 
ＰＣ－ＬＡＮシステムの最
適化計画」を踏まえ、情報セ
キュリティの強化及び職員
の利便性向上に主眼をおい
て、継続的に改善を行いなが
ら情報基盤サービスの安定
的なサービス提供を実施す
る。 

  テレワーク等に対応するため、機構外で
利用できるシンクライアントＰＣ（二要素
認証導入）のレンタル運用を開始。 
 また、未知の不正プログラムによる被害
の未然防止や拡大防止を図るため、エンド
ポイントで異常を検知する仕組みを２０１
８年１１月に導入し、監視を強化。 
 さらに、次期（２０２０年１１月以降）情
報基盤サービスの調達を見据えて「ＮＥＤ
Ｏ ＰＣ－ＬＡＮシステムの業務・システ
ム最適化計画」の改定を行うとともに、調達
仕様書案の検討に着手。 

―  

 

２．公正な業務執行とアカ
ウンタビリティの向上 
（１）自己改革と外部評価
の徹底 
 全ての事業につき適正な
評価を行い、不断の業務改
善を行うこととする。ま
た、評価に当たってはＮＥ
ＤＯ外部の専門家・有識者
を活用するなど適切な体制
を構築するものとする。そ
の際、必要性、効率性、有
効性の観点にも留意しなが
ら適切に評価し、その後の
事業改善へ向けてのフィー
ドバックを適正に行うもの
とする。また、ＰＤＣＡサ
イクルにより、マネジメン
ト・サイクル全体の評価が
可能となるような仕組みを
深化させ、「成果重視」の視
点を貫くものとする。 

 

２．公正な業務執行とアカウ
ンタビリティの向上 
（１）自己改革と外部評価の
徹底 
 全ての事業につき適正な
評価を行い、不断の業務改善
を行うこととする。また、評
価に当たっては機構外部の
専門家・有識者を活用するな
ど適切な体制を構築するこ
ととする。その際、必要性、
効率性、有効性の観点にも留
意しながら評価し、その後の
事業改善へ向けてのフィー
ドバックを行うこととする。 

２．公正な業務執行とアカウ
ンタビリティの向上 
（１）自己改革と外部評価の
徹底 
 平成３０年度に評価を行
う全ての事業について、不断
の改善を行う。また、評価に
当たっては産業界、学術界等
の専門家・有識者を活用する
など適切な体制を構築する。 
 評価は、必要性、効率性、
有効性の観点にも留意しな
がら評価し、その後の事業改
善へ向けてのフィードバッ
クを行う。 

 ２．公正な業務執行とアカウンタビリティ
の向上 
（１）自己改革と外部評価の徹底 
 ２０１８年度に評価対象であった全ての
事業について、外部有識者を活用した最適
な構成により、必要性、効率性、有効性の観
点から評価を実施。 
 中間評価結果をその後の事業運営に反映
させ、事後評価結果は以後の機構のマネジ
メントの改善に活用。 

―  



69 

 

（２）適切な調達の実施 
 ｢独立行政法人における調
達等合理化の取組の推進に
ついて｣（平成 27 年 5 月 25 
日総務大臣決定）に基づく取
組を着実に実施し、引き続
き、外部有識者等からなる契
約監視委員会を開催するこ
とにより契約状況の点検を
徹底するとともに、2 か年以
上連続して一者応札となっ
た全ての案件を対象とした
改善の取組を実施するなど、
契約の公正性、透明性の確保
等を推進し、業務運営の効率
化を図るものとする。 

（２）適切な調達の実施 
 ｢独立行政法人における調
達等合理化の取組の推進に
ついて｣（平成２７年５月２
５日総務大臣決定）に基づき
策定された「調達等合理化計
画」に基づく取組を着実に実
施するとともに、引き続き、
外部有識者等から構成する
契約監視委員会による契約
状況の点検・見直しを行い、
競争性のない随意契約や一
者応札・応募となった契約を
対象とした改善の取組を実
施するなど、契約の公正性、
透明性の確保等を推進する。 

（２）適切な調達の実施 
 「調達等合理化計画」に
基づく取組として、特に一
者応札・応募については、
これまで取り組んできた仕
様書の具体性の確保、参加
要件の緩和、公告期間の見
直し、情報提供の充実等を
通じて、引き続き競争性の
確保に努める。また、契約
監視委員会による契約の点
検・見直しの結果を踏ま
え、過年度に締結した競争
性のない随意契約のうち、
可能なものについては競争
性のある契約に移行させる
など、契約の公正性、透明
性の確保に取り組む。 

 （２）適切な調達の実施 
 「調達等合理化計画」に基づく取組とし
て、これまで競争参加者拡大のため取り組
んできた入札予定の事前公表、メール配信
サービスの登録の推奨、研究開発事業等の
委託事業の公募において一者応募だった場
合の公募期間の延長、仕様書の具体性の確
保等を通じて、引き続き競争性の確保に努
めた。 
 また、契約監視委員会を開催し、契約の点
検・見直しを行った結果、競争性のない随意
契約の必要性や一者応札・応募の改善に向
けた取組の妥当性について、同委員会にお
いて了承を得たところであるが、引き続き、
公募期間の延長や仕様書の見直し等に取り
組み、一般競争入札による契約を原則とし
て、競争性の確保に取り組んだ。 

―  

 

   ＜課題と対応＞※独立行政法人通則法第二十八条の四に基づく評価結果の反映状況 

平成２９年度評価における指摘事項 平成３１年度計画等への反映状況 

○随意契約の見直し項目については、随意契
約割合を減らすことのみならず、結果的に
随意契約となったものについても契約に至
る検討プロセスにおいて効率的に予算を使
うという観点から行われた経費節減努力に
ついても評価できるようにすることが望ま
しい。 

○機構による調達の契約は、これまでの行政改革に関する方針
等を踏まえ、一般競争を原則としていることから、引き続き、
競争入札のプロセスを通じて経費節減を図るものとする。ま
た、技術開発関連事業等の委託契約についても、選定手続き
の透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の方
法により効率的な運用を行うものとする。 
機構内における競争性のない随意契約については、賃借ビ

ルの賃貸借契約において契約相手先が指定されている工事
や電気料金の支払が大半を占めているところであり、引き続
き、真にやむを得ないものに限定する。 
また、予定価格の設定については、機構内の規程・ガイド

ラインで「契約内容を基礎として、仕様書、設計書等により、
取引の実例、価格、需給状況、数量の多寡、履行の期間の長
短等を考慮して適正に定めなければならない」と規定してお
り、適切に設定しているところであるが、競争性のない随意
契約についても、過去の類似案件の実績やインターネット、
積算図書・資料等から十分に検討・評価して予定価格を設定
するとともに、契約相手先から提出された見積書も仕様書と
照合して、不明点の確認等を徹底するなど、効率的な予算執
行に努めていく。 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事

業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 

平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

期末における運営費

交付金債務残高 

― ― 307 億円      

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ｂ 

○以下の内容のとおり、着実な業務運営が

なされていることから、本項目の自己評価

をＢとした。 

評定  

 

２．繰越欠損金の減少 
 基盤技術研究促進事業に
ついては、管理費の低減化
に努めるとともに、資金回
収の徹底を図り、繰越欠損
金を減少させる。具体的に
は、技術開発委託先等の技
術開発成果の事業化や売上
等の状況把握を行い、収益・
売上納付の回収を引き続き
進めるものとする。 
 基盤技術研究促進勘定に
おいて、償還期限を迎えた
保有有価証券に係る政府出
資金については、順次、国
庫納付を行うこととする。 

５．繰越欠損金の減少 
 基盤技術研究促進事業に
ついては、管理費の低減化に
努めるとともに、資金回収の
徹底を図り、繰越欠損金を減
少させる。 
具体的には、技術開発委託先
等の技術開発成果の事業化
や売上等の状況把握につい
て、報告徴収のみならず、技
術開発委託先への現地調査
を行うなど、委託契約に従っ
た売上等の納付を慫慂し、収
益・売上納付の回収を引き続
き進めるものとする。 
 基盤技術研究促進勘定に
おいて、償還期限を迎えた保
有有価証券に係る政府出資
金については、順次、国庫納
付を行うこととする。 

４．繰越欠損金の減少 
 基盤技術研究促進事業に
ついては、管理費の低減化に
努めるとともに、資金回収の
徹底を図り、繰越欠損金を減
少させる。 
 具体的には、技術開発委託
先等の技術開発成果の事業
化や売上等の状況把握につ
いて、報告徴収のみならず、
技術開発委託先への現地調
査を行うなど、委託契約に従
った売上等の納付を慫慂し、
収益・売上納付の回収を引き
続き進めるものとする。 
 基盤技術研究促進勘定に
おいて、償還期限を迎えた保
有有価証券に係る政府出資
金については、順次、国庫納
付を行うこととする。 

 ４．繰越欠損金の減少 
 基盤技術研究促進事業については、研究
開発成果の事業化や売上等の状況につい
て５０件の報告書を徴収した他、研究委託
先等への現地調査を１３回実施し、売上等
の納付を慫慂。その結果、１０件の収益実
績を確認し、８．０百万円の収益納付があ
った。また、本事業におけるこれまでの収
益納付の累計額は約１８１百万円となっ
た。 
 基盤技術研究促進勘定において、２０１
８年度に償還期限を迎えた保有有価証券
に係る政府出資金については、２０１９年
４月に国庫納付済。 

―  
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３．自己収入の増加へ向け
た取組 
 独立行政法人化すること
によって可能となった事業
遂行の自由度を最大限に活
用 
し、国以外から自主的かつ
柔軟に自己収入を確保して
いくことが重要である。 
 このため、補助金適正化
法における研究設備の使用
の弾力化、成果把握の促進
による収益納付制度の活用
など、自己収入の増加に向
けた検討を行うとともに、
自己収入の獲得に引き続き
努めるものとする。 

６．自己収入の増加へ向けた
取組 
 独立行政法人化すること
によって可能となった事業
遂行の自由度を最大限に活
用し、国以外から自主的かつ
柔軟に自己収入を確保して
いくことが重要である。この
ため、補助金適正化法におけ
る研究設備の使用の弾力化、
成果把握の促進による収益
納付制度の活用など、自己収
入の増加に向けた検討を行
うとともに、自己収入の獲得
に引き続き努めるものとす
る。 

５．自己収入の増加へ向け
た取組 独立行政法人化す
ることによって可能となっ
た事業遂行の自由度を最大
限に活用し、国以外から自
主的かつ柔軟に自己収入を
確保していくことが重要で
ある。このため、補助金適
正化法における研究設備の
使用の弾力化、成果把握の
促進による収益納付制度の
活用など、自己収入の増加
に向けた検討を行うととも
に、自己収入の獲得に引き
続き努めるものとする。 

 ５．自己収入の増加へ向けた取組 
 研究開発資産の売却等により、引き続き
自己収入の獲得に努めた。 

―  

 

４．運営費交付金の適切な
執行に向けた取組 
 各年度において適切な予
算執行を行うことにより、
運営費交付金債務の不要な
発生を抑制する。 

７．運営費交付金の適切な執
行に向けた取組 
 各年度において適切な予
算執行を行うことにより、運
営費交付金債務の不要な発
生を抑制する。 

６．運営費交付金の適切な執
行に向けた取組 
 年度末における契約済又
は交付決定済でない運営費
交付金債務を抑制するため
に、事業の進捗状況の把握等
を中心とした予算の執行管
理を行い、国内外の状況を踏
まえつつ、事業の推進方策を
検討し、費用化を促進する。 

 ６．運営費交付金の適切な執行に向けた取
組 
 年度末における契約済又は交付決定済
でない運営費交付金債務を抑制するため
に、事業の進捗状況の把握等を中心とした
予算の執行管理を実施。２０１８年度末の
運営費交付金債務は３０７億円。 

 
 
【評価のポイント】 
・２０１８年度末における運営費交付金
債務は３０７億円となり、２０１３年度
（前期中長期計画期間の初年度）と比べ
て３８億円減少。 

 

 

― ８．短期借入金の限度額 
 運営費交付金の受入の遅
延、補助金、受託業務に係る
経費の暫時立替えその他予
測し難い事故の発生等によ
り生じた資金不足に対応す
るための短期借入金の限度
額は、４００億円とする。 

７．短期借入金の限度額 
 運営費交付金の受入の遅
延、補助金、受託業務に係る
経費の暫時立替えその他予
測し難い事故の発生等によ
り生じた資金不足に対応す
るための短期借入金の限度
額は、４００億円とする。 

 ７．短期借入金の限度額 
（実績無し） 

―  

 

― ９．剰余金の使途 
各勘定に剰余金が発生し

たときには、後年度負担に配
慮しつつ、各々の勘定の負担
に帰属すべき次の使途に充
当できる。 
・技術開発業務の促進 
・広報並びに成果発表及び
成果展示等 

・職員教育、福利厚生の充
実と施設等の補修、整備 

・事務手続きの一層の簡素
化、迅速化及び委託・助
成先の事業管理に必要
なデータベースの充実
等を図るための電子化
の推進 

・債務保証に係る求償権回
収及び事業実施により
発生した債権回収等業

８．剰余金の使途 
 各勘定に剰余金が発生し
たときには、後年度負担に配
慮しつつ、各々の勘定の負担
に帰属すべき次の使途に充
当できる。 
・技術開発業務の促進 
・広報並びに成果発表及び
成果展示等 

・職員教育、福利厚生の充
実と施設等の補修、整備 

・事務手続きの一層の簡素
化、迅速化及び委託・助
成先の事業管理に必要
なデータベースの充実
等を図るための電子化
の推進 

・債務保証に係る求償権回
収及び事業実施により
発生した債権回収等業

 ８．剰余金の使途 
 機構の主たる業務である研究開発関連
業務は、運営費交付金等を財源として着実
に実施しており、第四期中長期目標期間の
最終年度に達するまでの間は、費用相当額
を収益化することから、利益剰余金が発生
することはない。 
 ２０１８年度末の利益剰余金は、３勘定
（一般勘定、電源利用勘定、エネルギー需
給勘定）で主に研究開発資産売却収入等で
２５．７億円を計上。 
 なお、これらの利益は、総務省の示す認
定基準に合致しないことから、目的積立金
の申請はしていない。 
 

―  
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務に係る経費 務に係る経費 

 

５．債務保証経過業務 
 新エネルギーの導入に係
る債務保証業務について
は、平成２２年度に新規引
受を停止しているが、債務
保証先の適切な管理に加え
て、既に発生した求償権に
ついては、回収の最大化に
努め、本中長期目標期間中
に業務を終了し、国から受
けた出資金の残額を確定さ
せたうえで国庫返納を完了
することを目指す。 

１０．債務保証経過業務 
 新エネルギーの導入に係
る債務保証業務については、
保証継続案件及び求償権を
有している案件について、債
務保証先を適切に管理する
とともに求償権の回収の最
大化に努め、業務の終了を目
指す。また、これを踏まえ、
国から受けた出資金の残額
を確定させたうえで国庫返
納を完了することを目指す。 

９．債務保証経過業務 
 新エネルギー債務保証業
務については、平成２２年度
に新規引受を停止している
が、債務保証先を適正に管理
し、代位弁済の発生可能性を
低減させるとともに、財務状
況が改善された保証先につ
いては繰上弁済を求める。 
 なお、既に発生した求償権
については、回収の最大化に
努め、必要な措置を講じてい
く 

 ９．債務保証経過業務 
 新エネルギー債務保証業務については、
債務保証中の３社について事業の実施状
況の確認及び財務状況の把握に努め、適正
に管理（２０１９年３月末保証残額３社 
９億円）。 
 また、これまで完済が見込めなかった求
償権債権２社（１２億円）について適切な
リスク管理に努め、２０１８年度中に債権
回収会社へ債権を売却し、債権処理を完
了。 

 
【評価のポイント】 
・第４期中長期計画期間中における業務
終了の実現に向けて、２０１８年度はこ
れまで完済が見込めなかった求償権債
権（１２億円）を債権売却することによ
り債権処理を完了。また、残りの保証先
３社は、今後、約定返済が順調に履行さ
れれば２０２２年５月に全額完済の見
込み。 

・２０１８年度に課題であった債権処理
が完了したことから、第４期中長期目標
期間中に業務終了を目指すとされた目
標の達成に向けて、着実に進展。 

 

 

― １１．その他主務省令で定め
る事項等 
（１）施設及び設備に関する
計画（記載事項なし） 

１０．その他主務省令で定め
る事項等 
（１）施設及び設備に関する
計画（記載事項なし） 

 １０．その他主務省令で定める事項等 
（１）施設及び設備に関する計画 
（該当無し） 

―  

 

― （２）人事に関する計画 
（ア）方針 
 技術開発マネジメントの
質的向上、知識の蓄積、継承
等の観点から職員の更なる
能力向上に努めるとともに、
組織としての柔軟性の確保、
多様性の向上等の観点から、
産学官から有能な外部人材
を積極的に登用し、一体的に
運用する。 
 
（イ）人員に係る指標 
 技術開発マネジメント業
務については、業務のマニュ
アル化の推進等を通じ、定型
化可能な業務は極力定型化
し、可能な限りアウトソーシ
ング等を活用することによ
り、職員をより高次の判断を
要するマネジメント業務等
に集中させるとともに、人件
費の抑制を図る。 
 
（参考１）常勤職員数 
・期初の常勤職員数       
１０００人  

 
・期末の常勤職員数の見積

（２）人事に関する計画 
（ア）方針 
技術開発マネジメントの

質的向上、知識の蓄積、継承
等の観点から職員の更なる
能力向上に努めるとともに、
組織としての柔軟性の確保、
多様性の向上等の観点から、
産学官から有能な外部人材
を積極的に登用し、一体的に
運用する。 
 
（イ）人員に係る指標 
技術開発マネジメント業

務については、業務のマニュ
アル化の推進等を通じ、定型
化可能な業務は極力定型化
し、可能な限りアウトソーシ
ング等を活用することによ
り、職員をより高次の判断を
要するマネジメント業務等
に集中させるとともに、人件
費の抑制を図る。 

 （２）人事に関する計画 
（ア） 
・機構内職員の技術経営力の強化を図る
ため「出口戦略強化セミナー」（９講座）
及びプロジェクトマネジメント力強化
のための「プロジェクトマネージャー育
成講座」（１５講座）を実施。 

・外部人材の登用に関しては、プロジェク
ト管理等を担う実務経験を有する外部
人材を１７名中途採用。 

 
（イ） 
・技術開発業務、導入普及業務については
契約業務のマニュアル化の推進等を行
い、出張・外勤管理支援業務ついてはア
ウトソーシング等を活用することによ
り、職員をより高次の判断を要するマネ
ジメント業務等に集中させるとともに、
人件費の抑制を図った。 

―  
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もり： 
総人件費については、
政府の方針に従い、必
要な措置を講じる。 

 
（参考２）中長期目標期間
中の人件費総額 

 第４期中長期目標期間中
の人件費総額見込み 
３５，０６２百万円 

 ただし、上記の額は、
役員報酬並びに職員基本
給、職員諸手当、超過勤
務手当に相当する範囲の
費用である。 

 

― （３）中長期目標の期間を超
える債務負担 
 中長期目標の期間を超え
る債務負担については、業務
委託契約等において当該事
業のプロジェクト基本計画
が中長期目標期間を超える
場合で、当該債務負担行為の
必要性、適切性を勘案し合理
的と判断されるものについ
て予定している。 

（３）中長期目標の期間を超
える債務負担 
 中長期目標の期間を超え
る債務負担については、業務
委託契約等において当該事
業のプロジェクト基本計画
が中長期目標期間を超える
場合で、当該債務負担行為の
必要性、適切性を勘案し合理
的と判断されるものについ
て予定している。 

 （３）中長期目標の期間を超える債務負担 
（実績無し） 

―  

 

― （４）国立研究開発法人新エ
ネルギー・産業技術総合開発
機構法第１９条第１項に規
定する積立金の使途 
 前中長期目標期間以前に
自己収入財源で取得し、第４
期中長期目標期間へ繰り越
した有形固定資産の減価償
却に要する費用等に充当す
る。 

（４）国立研究開発法人新エ
ネルギー・産業技術総合開発
機構法第１９条第１項に規
定する積立金の使途 
 前中長期目標期間以前に
自己収入財源で取得し、第４
期中長期目標期間へ繰り越
した有形固定資産の減価償
却に要する費用等に充当す
る。 

 （４）国立研究開発法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構法第１９条第１項に
規定する積立金の使途 
 第３期中長期目標期間からの繰越積立
金１，３１８百万円のうち７５９百万円を
有形固定資産の減価償却に要する費用等
に充当した。 

―  

 

   ＜課題と対応＞※独立行政法人通則法第二十八条の四に基づく評価結果の反映状況 

平成２９年度評価における指摘事項 平成３１年度計画等への反映状況 

 
○運営費交付金債務を減らしてきたことをもっ
て評価しているが、計画通り事業を行う中で
経費の節減を図ったことにより執行残が発生
するケースについては評価されるべきではな
いか。今後の評価においては、計画通りに事
業が進まず執行残が発生するケースと計画通
りに事業を行う中で経費の節減を図ったケー
スに分けて分析した上で評価することが望ま
しい。 

（平成３０年度における取組・平成３１年度計画等への反映） 
○期末に発生した運営費交付金債務残に関し、計画通り
に事業が進まず執行残が発生するケースや計画通り事業
を行う中で経費の節減を図ったことにより執行残が発生
するケースそれぞれについて分析を行っているところで
あり、引き続き、運営費交付金の効率的な活用に努めて
いく。 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事

業レビュー 

０３８５国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

０３９１国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 

平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

新規研修コース設置

数 

5 コース以上 

(5 年累積) 

― 1 コース      

外部の技術開発現場

等への派遣数 

1 名以上 

(毎年度) 

― 17 名      

博士号、修士号等の

取得数 

5 名以上 

(5 年累積) 

― 0 名 

(在学中 2 名) 

     

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 

      ＜自己評価＞ Ｂ 

○以下の内容のとおり、着実な業務運営が

なされていることから、本項目の自己評価

をＢとした。 

評定  

 

１．積極的な広報の推進 
 産業界を含め、国民全般に
対し、ＮＥＤＯの取組や、そ
れにより得られた具体的な
技術開発成果の情報発信を
図り、また、ＮＥＤＯがこれ
まで実施してきた技術開発
マネジメントに係る成功事
例を積極的にＰＲするなど、
国内外に向けた幅広いソリ
ューションの提供を行うも
のとする。 

１．積極的な広報の推進 
 産業界を含め、国民全般に
対し、機構の取り組む事業や
それにより得られた技術開
発成果の情報発信を図ると
ともに、これまで実施してき
た技術開発マネジメントに
係る成功事例を積極的にＰ
Ｒするなど、国内外に向けた
幅広いソリューションの提
供を行うこととする。 

１．積極的な広報の推進 
 産業界を含め、国民全般に
対し、機構の取組や、それに
より得られた具体的な技術
開発成果の情報発信を図る
べく、ニュースリリース・広
報誌・パンフレットの制作
や、展示会・セミナーの出展・
開催等を行う。また、機構が
これまで実施してきた技術
開発マネジメントに係る成
功事例を積極的にＰＲする
べく「実用化ドキュメント」
の制作等を行う。 
その際、必要に応じ、外国語
版の媒体を製作することに
より、世界への情報発信も行
うものとする。 

 １．積極的な広報の推進 
 産業界を含め、国民全般に対し、機構の
取組や、それにより得られた具体的な技術
開発成果の情報発信を図るべく、ニュース
リリースを１４３件、ホームページでのＮ
ＥＤＯの取り組み紹介ページ「最近の動
き」を１２２件、記者会見（現地見学会を
含む）を３１件実施、広報誌を４冊発行、
展示会２０件に出展、成果報告会・セミナ
ー・シンポジウムを６２件開催。世界に向
けた情報発信として、ニュースリリース１
８件、広報誌４冊、ホームページでの
NEDO の取組紹介ページ「最近の動き」を
１００件、英訳して発信。 
 また、ＮＥＤＯプロジェクトの成功事例
を紹介するＷｅｂコンテンツ「ＮＥＤＯ実
用化ドキュメント」に７事例を新規掲載す
るとともに、新たに７事例を選定し、コン
テンツ作成。さらに、新規掲載７事例の要
約及び過去事例の主題を掲載した冊子版
（日英）を作成。 

 
【評価のポイント】 
・イノベーションのスピーディな社会実装
手段の一つとして、ニュースリリース１
４３件、記者会見・現場見学会３１回等
の報道発表を実施。その結果、新聞記事
１，４００件以上、テレビ放映３０件以
上の露出により、成果普及・標準化活動
支援、地元地域での理解促進、新技術へ
の期待創出など、事業推進に貢献する報
道結果が得られた。 

・各産業分野をリードする「顔」として、
プロジェクトマネージャー（ＰＭ）のメ
ディア露出を図る等の工夫を行った結
果、ＮＥＤＯを主体とした新聞記事の露
出が約６０％増加（２０１７年度比）。 
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２．法令遵守等内部統制の充
実及びコンプライアンスの
推進 
 内部統制については、「独
立行政法人の業務の適正を
確保するための体制等の整
備」（平成 26 年 11 月 28 日
総務省行政管理局長通知）を
踏まえ、内部統制の推進に関
する規程を整備し、当該規程
に基づきＮＥＤＯ自身が作
成・公表している「内部統制
の推進に関する基本方針」・
「行動計画」を定めるととも
に、内部統制・リスク管理推
進委員会を設置し、役職員の
職務の執行が法令・規定等に
適合することを確保するた
めの体制、役職員の職務の執
行に係る情報の保存及び管
理に関する体制の確保、業務
の適正を確保される体制等
について、引き続き、着実に
実行するものとする。また、
内部統制の仕組みが有効に
機能しているかの点検・検証
を踏まえ、当該仕組みが有効
に機能するよう、更なる充
実・強化を図るものとする 
 なお、法令遵守や法人倫理
確立等コンプライアンスの
取組については、今後更なる
徹底を図るべく、管理部門の
効率化に配慮しつつ、ＮＥＤ
Ｏが果たすべき責任・機能と
の関係でプライオリティを
つけながら、事業部との連携
強化等の内部統制機能の強
化を図るとともに、講じた措
置については全て公表する
ものとする。特に、コンプラ
イアンス体制については、必
要な組織体制・規程の整備に
より、ＰＤＣＡサイクル確立
の観点から体系的に強化す
るものとする。 

２．法令遵守等内部統制の充
実及びコンプライアンスの
推進 
 内部統制については、「独
立行政法人の業務の適正を
確保するための体制等の整
備」（平成２６年１１月２８
日総務省行政管理局長通知）
を踏まえ、内部統制の推進に
関する規程を整備し、当該規
程に基づき機構自身が作成・
公表している「内部統制の推
進に関する基本方針」・「行動
計画」を定めるとともに、内
部統制・リスク管理推進委員
会を設置し、役職員の職務の
執行が法令・規定等に適合す
ることを確保するための体
制、役職員の職務の執行に係
る情報の保存及び管理に関
する体制の確保、業務の適正
を確保される体制等につい
て、引き続き、着実に実行す
るものとする。また、内部統
制の仕組みが有効に機能し
ているかの点検・検証を踏ま
え、当該仕組みが有効に機能
するよう、更なる充実・強化
を図るものとする。 
 なお、法令遵守や法人倫理
確立等コンプライアンスの
取組については、今後更なる
徹底を図るべく、管理部門の
効率化に配慮しつつ、機構が
果たすべき責任・機能との関
係でプライオリティをつけ
ながら、事業部との連携強化
等の内部統制機能の強化を
図るとともに、講じた措置に
ついては全て公表するもの
とする。特に、コンプライア
ンス体制については、必要な
組織体制・規程の整備によ
り、ＰＤＣＡサイクル確立の
観点から体系的に強化する
ものとする。 

２．法令遵守等内部統制の充
実及びコンプライアンスの
推進 
 内部統制については、「独
立行政法人の業務の適正を
確保するための体制等の整
備」（平成２６年１１月２８
日総務省行政管理局長通知）
を踏まえ、内部統制の推進に
関する規程を整備し、当該規
程に基づき機構自身が作成・
公表している「内部統制の推
進に関する基本方針」・「行動
計画」を定めるとともに、内
部統制・リスク管理推進委員
会を設置し、役職員の職務の
執行が法令・規定等に適合す
ることを確保するための体
制、役職員の職務の執行に係
る情報の保存及び管理に関
する体制の確保、業務の適正
を確保される体制等につい
て、引き続き、着実に実行す
るものとする。また、内部統
制の仕組みが有効に機能し
ているかの点検・検証を踏ま
え、当該仕組みが有効に機能
するよう、更なる充実・強化
を図るものとする。 
 なお、法令遵守や法人倫理
確立等コンプライアンスの
取組については、今後更なる
徹底を図るべく、管理部門の
効率化に配慮しつつ、機構が
果たすべき責任・機能との関
係でプライオリティをつけ
ながら、事業部との連携強化
等の内部統制機能の強化を
図るとともに、講じた措置に
ついては全て公表するもの
とする。特に、コンプライア
ンス体制については、必要な
組織体制・規程の整備によ
り、ＰＤＣＡサイクル確立の
観点から体系的に強化する
ものとする。 

 ２．法令遵守等内部統制の充実及びコンプ
ライアンスの推進 
 内部統制については、整備された規程に
基づき、内部統制・リスク管理推進委員会
を設置・開催し、内部統制の仕組みが有効
に機能しているかの点検・検証、「内部統制
の推進に関する基本方針」・「行動計画」の
策定を着実に実施し、更なる充実・強化を
図った。 
 法令遵守や法人倫理確立等コンプライ
アンスの取組については、内部統制機能の
強化を図るべく、毎月、機構職員を講師と
するコンプライアンス基礎研修を実施し、
機構が果たすべき責任・機能を徹底すると
ともに、営業秘密官民フォーラムが配信し
ているメールマガジン「営業秘密のツボ」
及び外部ツールを利用した「コンプライア
ンスメールマガジン」をイントラネットを
利用して機構内全役職員に対して発信。さ
らに、役職員の意識向上のため、外部講師
による研修を実施。 

―  

 

 さらに、監査については、
独立行政法人制度に基づく
外部監査の実施に加え、内部
業務監査や会計監査を、毎年
度必ず実施するものとする。 

 監査については、独立行政
法人制度に基づく外部監査
の実施に加え、内部において
業務監査や会計監査を毎年
度必ず実施する。その際に
は、監査組織は、単なる問題
点の指摘にとどまることな
く、可能な限り具体的かつ建
設的な改善提案を含む監査
報告を作成する。 

 監査については、独立行政
法人制度に基づく外部監査
の実施に加え、内部において
業務監査や会計監査を実施
する。その際には、単なる問
題点の指摘にとどまること
なく、可能な限り具体的かつ
建設的な改善提案を含む監
査報告を作成する。 

  内部監査規程に基づき、内部監査計画及
び内部監査実施計画を作成し、監査を実
施。 
 監査については、業務の適正かつ効率的
な運営及び業務改善の観点から重点項目
を定め実施するとともに、過去に実施した
監査のフォローアップ等についても業務
監査・会計監査を適切に実施。 

―  
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３．不正事案への対処 
 第３期中長期目標期間中
に発生した研究費不正使用
事案を踏まえ、 
① 外注費が一定割合・一定

金額以上の事業であって、
外注先が研究助成先と関
係が深い会社である場合
などには、検査時に外注先
への調査を実施する、 

② 確定検査又は中間検査に
は、必要に応じて、当該事
業に関連する専門家を参
加させる、 

③ 平成 26 年度以降実施す
ることとしている「抜き打
ち検査」の頻度を高める、 

などの再発防止策を策定す
るものとする。 
 ＮＥＤＯの活動全体の信
頼性確保に向け、これら再発
防止策を含む取組を徹底し
て実行し、外部からの通報へ
の的確な対応を含め、ＮＥＤ
Ｏ自身が研究費不正使用事
案を発見するよう努めるも
のとする。 
 また、それでも発生する研
究費不正使用事案について
は、不正行為の態様に応じて
厳正に対処するとともに、不
正の手段を踏まえた適切な
再発防止策を改めて講じて
いくものとする。 

３.不正事案への対処 
 第３期中長期目標期間中
に発生した研究費不正使用
事案を踏まえ、 
①外注費が一定割合・一定金

額以上の事業であって、外
注先が研究助成先と関係
が深い会社である場合な
どには、検査時に外注先へ
の調査を実施する、 

②確定検査又は中間検査に
は、必要に応じて、当該事
業に関連する専門家を参
加させる、 

③平成２６年度以降実施す
ることとしている「抜き打
ち検査」の頻度を高める、 

などの再発防止策を策定す
るものとする。 
 機構の活動全体の信頼性
確保に向け、これら再発防止
策を含む取組を徹底して実
行し、外部からの通報への的
確な対応を含め、機構自身が
研究費不正使用事案を発見
するよう努めるものとする。 
 また、それでも発生する研
究費不正使用事案について
は、不正行為の態様に応じて
厳正に対処するとともに、不
正の手段を踏まえた適切な
再発防止策を改めて講じて
いくものとする。 

３.不正事案への対処 
 第３期中長期目標期間中
に発生した研究費不正使用
事案を踏まえ、 
①外注費が一定割合・一定金
額以上の事業であって、外
注先が研究助成先と関係
が深い会社である場合な
どには、検査時に外注先へ
の調査を実施する、 

②確定検査又は中間検査に
は、必要に応じて、当該事
業に関連する専門家を参
加させる、 

③平成２６年度以降実施す
ることとしている「抜き打
ち検査」の頻度を高める、 

などの再発防止策を策定す
るものとする。 
 機構の活動全体の信頼性
確保に向け、これら再発防止
策を含む取組を徹底して実
行し、外部からの通報への的
確な対応を含め、機構自身が
研究費不正使用事案を発見
するよう努めるものとする。 
 また、それでも発生する研
究費不正使用事案について
は、不正行為の態様に応じて
厳正に対処するとともに、不
正の手段を踏まえた適切な
再発防止策を改めて講じて
いくものとする。 

 ３.不正事案への対処 
 当該再発防止策の策定に向け、調査委員
会を設置・開催。可能な限り早期に再発防
止に取り組む必要性から調査委員会によ
る中間的な取りまとめに基づき、具体的な
再発防止策を検討。併せて、再発防止策に
基づいた関係マニュアルの一部改正を行
い、臨時検査（抜き打ち検査）の頻度を高
めるなど、一部試行運用を実施するととも
に、事業実施者に対しては公募要領への反
映や事業者説明会などの場を通じて周知
を実施。 
 なお、事業実施者における経費の適正な
執行を確保するため、事業者に対する各種
説明会、機構内説明会で不正・不適切行為
に対する措置についての研修を開催。 
 不正行為を発見した場合は事案の内容
に応じた事業実施者の処分及び処分内容
の公表を検討するなど適切に対応。 
 機構の活動全体の信頼性確保に向け、外
部からの通報への的確な対応の強化を含
むリスク管理体制の強化に向けた新たな
組織体制の検討を行い、２０１９年４月に
新たに「公正対策室」などから構成される
「リスク管理統括部」を設置。 

 
【評価のポイント】 
・研究費の不正使用事案を踏まえ、再発防
止策を検討し、一部試行運用を実施した
ほか、２０１９年度から機構内の組織体
制を強化するなど、再発防止に向けた取
組を着実に実施。 

 

 

４．情報セキュリティ対策等
の徹底 
 独立行政法人における情
報セキュリティ対策の推進
について（平成 26 年 6 月情
報セキュリティ対策推進会
議）を踏まえ、情報システム、
重要情報への不正アクセス
に対する十分な強度を確保
するとともに、震災等の災害
時への対策を確実に行うこ
とにより、業務の安全性、信
頼性を確保するものとする。 
 また、一部の部署において
平成２８年度から順次取得
を開始した情報セキュリテ
ィマネジメントシステム（Ｉ
ＳＭＳ）の国際認証であるＩ
ＳＯ／ＩＥＣ２７００１の
全部署への適用を第４期中
長期目標期間中のなるべく
早い段階で実施し、情報セキ
ュリティ対策の一層の強化
を図るものとする。 

４．情報セキュリティ対策等
の徹底 
 情報システム、重要情報へ
の不正アクセスに対する十
分な強度を確保するととも
に震災等の災害時への対策
を行い、業務の安全性、信頼
性を確保する。 
 また、一部の部署において
平成２８年度から順次取得
を開始した情報セキュリテ
ィマネジメントシステム（Ｉ
ＳＭＳ）の国際認証であるＩ
ＳＯ／ＩＥＣ２７００１の
全部署への適用を第４期中
長期計画期間中のなるべく
早い段階で実施し、情報セキ
ュリティ対策の一層の強化
を図る。 

４．情報セキュリティ対策等
の徹底 
 情報システム、重要情報へ
の不正アクセスに対する十
分な強度を確保するととも
に震災等の災害時への対策
を行い、業務の安全性、信頼
性を確保する。 
 また、情報セキュリティマ
ネジメントシステムの国際
規格であるＩＳＯ／ＩＥＣ
２７００１の全部署への認
証取得拡大を進め、セキュリ
ティマネジメントの定着を
図る。 

 ４．情報セキュリティ対策等の徹底 
 ２０１５年１１月から提供を開始した
情報基盤サービスでは、振る舞い検知や常
駐者による監視等により出口対策を強化
するとともに、データのバックアップを新
たにオンラインで取得し遠隔地に蓄積す
るなど、災害時への対策にも配慮してい
る。さらに、標的型攻撃への対応や、ＭＤ
Ｍ(モバイルデバイスマネジメント)の導入
等、情報セキュリティ対策を一層強化すべ
く取組を推進。 
 また、情報セキュリティマネジメントシ
ステムの国際規格であるＩＳＯ／ＩＥＣ
２７００１の全部署への認証取得範囲を
拡大するとともに、セキュリティマネジメ
ントの定着に向けた取組を実施。 

 
 
【評価のポイント】 
・２０１６年度にＩＳＭＳ認証を７部署で
取得し、その対象範囲を、２０１７年度
に１４部署、２０１８年度に全部署（２
１部署）に拡大。中長期計画に掲げられ
た全部署認証取得を達成。 
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５．情報公開・個人情報保護
の推進 
 適正な業務運営及び国民
からの信頼を確保するため、
適切かつ積極的に情報の公
開を行うとともに、個人情報
の適切な保護を図る取組を
推進するものとする。具体的
には、「独立行政法人等の保
有する情報の公開に関する
法律」（平成 13 年 12 月 5 日
法律第 140 号）及び「独立行
政法人等の保有する個人情
報の保護に関する法律」（平
成 15 年 5 月 30 日法律第 59
号）に基づき、適切に対応す
るとともに、職員への周知徹
底を行うものとする。 

５．情報公開・個人情報保護
の推進 
 適正な業務運営及び国民
からの信頼を確保するため、
適切かつ積極的に情報の公
開を行うとともに、個人情報
の適切な保護を図る取組を
推進するものとする。具体的
には、「独立行政法人等の保
有する情報の公開に関する
法律」（平成１３年１２月５
日法律第１４０号）及び「独
立行政法人等の保有する個
人情報の保護に関する法律」
（平成１５年５月３０日法
律第５９号）に基づき、適切
に対応するとともに、職員へ
の周知徹底を行うものとす
る。 

５．情報公開・個人情報保護
の推進 
 適正な業務運営及び国民
からの信頼を確保するため、
適切かつ積極的に情報の公
開を行うとともに、個人情報
の適切な保護を図る取組を
推進するものとする。具体的
には、「独立行政法人等の保
有する情報の公開に関する
法律」（平成１３年１２月５
日法律第１４０号）及び「独
立行政法人等の保有する個
人情報の保護に関する法律」
（平成１５年５月３０日法
律第５９号）に基づき、適切
に対応するとともに、職員へ
の周知徹底を行うものとす
る。 

 ５．情報公開・個人情報保護の推進 
 「独立行政法人等の保有する情報の公開
に関する法律」（平成１３年１２月５日法
律第１４０号）及び「独立行政法人等の保
有する個人情報の保護に関する法律」（平
成１５年５月３０日法律第５９号）に基づ
き適切に対応するとともに、毎月、機構職
員を講師とする情報公開・個人情報保護研
修を実施。さらに、役職員の意識向上のた
め、外部講師による研修を実施。 

―  

 

６．職員の能力向上と長期的
なキャリア開発 
 職員の意欲向上と能力開
発として、個人評価において
は、適切な目標を設定し、そ
の達成状況を多面的かつ客
観的に適切にレビューする
ことにより、評価結果を賞与
や昇給・昇格に適切に反映さ
せるとともに、職員の勤労意
欲の向上を図るものとする。 

６．職員の能力向上と長期的
なキャリア開発 
 個人評価においては、適切
な目標を設定し、その達成状
況を多面的かつ客観的に適
切にレビューすることによ
り評価する。また、個人評価
の運用に当たっては、適切な
タイミングで職員への説明
や研修等を行うことにより、
職員に対する人事評価制度
の理解度の調査を行い、円滑
な運用を目指す。さらに、評
価結果の賞与や昇給、昇格へ
の適切な反映を行うことに
より、職員の勤労意欲の向上
を図る。 

限られた時間で成果を挙
げる生産性の高い働き方に
変えていくため、価値観・意
識の改革、職場における仕事
改革、働く時間と場所の柔軟
化を進め、働き方改革に取り
組んでいく。 

６．職員の能力向上と長期的
なキャリア開発 
 職員の意欲向上と能力開
発に関し、平成３０年度は以
下の対応を行う。 
・人事評価制度の定着と円
滑な運用を図る。 

・人事評価制度に対する理
解度向上のための研修に
加え、管理職に対し、評価
者の視点の統一と部下の
管理・育成能力強化のた
め、評価者向け研修を実施
する。 

・「働き方改革」を積極的に
推進するため、テレワーク
の導入、プレミアムフライ
デーの実施などの取組を
着実に実行していく。また
次世代育成支援対策推進
法に基づき策定した行動
計画に挙げた、男性職員の
育児支援制度利用率向上
に向けた取組や、出産・育
児後の女性が就業を継続
し、活躍できるための取組
を引き続き実施する。 

 ６．職員の能力向上と長期的なキャリア開
発 
・新規入構者に対する評価制度の理解促進
を図るべく、研修を１４回実施するとと
もに、目標設定の際には「目標設定手引
き」等を周知することにより、人事評価
制度の定着と円滑な運用を実施。 

・また、評価者の視点の統一と部下の管理・
育成能力強化のため、管理職向け研修を
２回実施。 

・「働き方改革」を推進するため、テレワー
ク制度を導入して運用を行い、４５名が
制度を利用。また、プレミアムフライデ
ーの定着のため、事前周知とともに該当
日には一斉放送による呼びかけを実施。 

 
 
【評価のポイント】 
・テレワーク制度の導入等を通じて職員の
柔軟な働き方を支援するとともに、働き
方改革法（年次休暇の時季指定義務化
等）に対応すべく、３６協定の見直しな
ど労働環境の整備を促進。 

 

 

 また、職員の能力開発を図
るため、業務を行う上で必要
な知識の取得に向けた研修
の機会を設ける、 

 現行の研修について、効果
等を踏まえ必要に応じ見直
しを行い、業務を行う上で必
要な研修の充実を図るため、
第４期中長期目標期間中に
新規の研修コースを５コー
ス以上設置する。 

・現行の各階層別研修、技術
開発マネジメント能力の
向上に資する研修、専門知
識の向上に関する研修、語
学研修他、各種業務を行う
上で必要な研修を継続的
に実施するとともに新規
の研修コースを１コース
以上設置する。 

 ・固有職員に対し、各階層別研修を実施。 
・機構内職員の技術経営力の強化を図る
ため、「出口戦略強化セミナー」（９講
座）を実施。 

・職員に対し、文書管理、契約・検査、知
財管理、システム操作等、各種業務を行
う上で必要な研修を実施。 

・国際関連業務の円滑化を図るため、新卒
入構職員に対するビジネス基礎英語の
研修を実施。 

・英語学習に意欲的な職員に対しより重点
的、効果的なプログラムを提供するた
め、２０１８年度新規研修として「英語
グループ研修」をレベル別に少人数の１
０グループ体制で実施。 

―  
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技術開発マネジメントの専
門家を目指す職員に外部の
技術開発現場等の経験を積
ませる、他機関からの出向職
員受入による人材交流の促
進、 

 技術開発マネジメントの
専門家を目指す職員を外部
の技術開発現場等に毎年度
１名以上派遣し、その経験を
積ませるとともに、大学にお
ける技術経営学、工学等の博
士号、修士号等について、第
４期中長期目標期間中に５
名以上の取得を行わせる等、
技術経営力の強化に関する
助言業務実施に必要な知識、
技能の獲得に資する能力開
発制度を充実する。 
 技術開発マネジメントへ
の外部人材の登用に際して
は、機構における業務が「技
術の目利き」の能力向上の機
会としてその後のキャリア
パスの形成に資するよう、人
材の育成に努める。 
 技術開発マネジメント、契
約、会計処理の専門家等、機
構職員に求められるキャリ
アパスを念頭に置き、適切に
人材の養成を行うとともに、
こうした個人の能力、適性及
び実績を踏まえた適切な人
員配置を行う。 

・職員の技術開発マネジメ
ント能力の更なる向上の
ため、１名以上の職員を外
部の技術開発現場等に派
遣し、その経験を積ませ
る。 

・プロジェクト・マネジメン
トに必要な専門知識を習
得させるため、２名の職員
を大学のＭＯＴコース等
に派遣し、博士号、修士号
等の取得を目指す。 

・技術開発マネジメントへ
の外部人材の登用に際し
ては、機構における業務が
「技術の目利き」の能力向
上の機会としてその後の
キャリアパスの形成に資
するよう、人材の育成に努
める。 

・技術開発マネジメント、契
約・会計処理の専門家等、
機構職員に求められるキ
ャリアパスを念頭に置き、
適切に人材の養成を行う
とともに、こうした個人の
能力、適性及び実績を踏ま
えた適切な人員配置を行
う。 

 ・国の政策や民間企業の開発戦略等の策定
にかかる知見・経験を深めるべく、他機
関へ１７名の職員を派遣。 

・大学院に２名を派遣し、経営・マネジメ
ント等の知見の更なる習得、深化を図っ
ている。 

・マネジメント業務を担う者に対しては、
技術開発マネジメント力を養成する「プ
ロジェクトマネージャー育成講座」及び
「出口戦略強化セミナー」、管理事務業
務を担う者に対しては、契約・会計処理
力の養成に向けた各種事務処理研修、ま
た関連する各省主催の研修等、業務に求
められる能力を向上させる研修を受講
させることで、職員の人材育成を図ると
ともに、適材適所に配置。 

―  

 

内外の技術開発マネジメン
ト機関との情報交換を実施
する、技術開発マネジメント
関係の実践的研究発表を行
うなど、当該業務実施に必要
な知識・技能の獲得に資する
能力開発に努めるものとす
る。 

 内外の技術開発マネジメ
ント機関との情報交換を実
施する、技術開発マネジメン
ト関係の実践的研究発表を
行うなど、当該業務実施に必
要な知識・技能の獲得に資す
る能力開発に努めるものと
する。 

・内外の技術開発マネジメ
ント機関との情報交換を
実施する、技術開発マネジ
メント関係の実践的研究
発表を行うなど、当該業務
実施に必要な知識・技能の
獲得に資する能力開発に
努めるものとする。 

 ・内閣府、（国）科学技術振興機構、（国）
農業・食品産業技術総合研究機構等との
定期的な情報交換を６回実施。また、研
究・イノベーション学会年次大会におい
て職員による研究発表を５件実施。 

 

―  

 

   ＜課題と対応＞※独立行政法人通則法第二十八条の四に基づく評価結果の反映状況 

平成２９年度評価における指摘事項 平成３１年度計画等への反映状況 

 
○補助金不正受給事案の発生を踏まえた再発
防止策を早急に策定するとともに、採択プ
ロセス等の透明性の向上を図り、今後同様
の事案が発生しないよう取り組むべき。一
方、今後、ＮＥＤＯの補助金を受ける研究開
発型ベンチャー企業に過度の負担を強いる
ようなことは避けるべきであり、今回の事
案を踏まえ研究開発型ベンチャー企業への
負担増も考慮した対策を採りつつ、引き続
きＮＥＤＯが研究開発型ベンチャー企業に
対して積極的に支援を行うことを対外的に
発信していくべき。 

（平成３０年度における取組・平成３１年度計画等への反映） 
○補助金の不正受給事案に関し、当機構に設置した調査委員会
（委員長 上田廣一弁護士）における結論を踏まえ、再発防
止策を検討。当該再発防止策においては、追加資料作成は最
小限にとどめるなど企業等への負担にも配慮の上、今回の不
正の態様を十分に認識し、必要に応じ外注先の調査まで行う
ことや、抜き打ち検査（臨時検査）の頻度を高めるなど実効
性の高い取組とするとともに、採択審査委員の利害関係や提
案者の経営基盤についての確認の徹底を図るなど、採択プロ
セスについても透明性向上などの改善に取り組むこととし
ている。 
併せて、再発防止策に基づいた関係マニュアルの改正を行

い、e-learning の活用など職員研修の充実化による機構内
での周知徹底を図るとともに、事業実施者に対しては公募要
領への反映や事業者説明会などでの周知を図ることにより、
理解を求めていく。 
さらに、機構の活動全体の信頼性確保に向け、外部からの

通報への的確な対応を含むリスク管理体制の強化に向けた
新たな組織体制の検討を行い、２０１９年４月に新たに「公
正対策室」などから構成される「リスク管理統括部」を設置
し、再発防止に向けた取組を着実に実施していく。 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 


